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 埼玉県道路交通法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和６年６月28日 

                     埼玉県公安委員会委員長 加 村 啓 二 

埼玉県公安委員会規則第７号 

   埼玉県道路交通法施行細則の一部を改正する規則 

 埼玉県道路交通法施行細則（昭和41年埼玉県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改

正する。 

 別表２に次のように加える。 

 

 

 

   附 則 

 この規則は、令和６年７月１日から施行する。 

 

428 深谷市道Ｆ－413号 深谷市幡羅町一丁目８番１から 

深谷市幡羅町一丁目２番４まで 

429 深谷市道幹29号 深谷市幡羅町一丁目８番18から 

深谷市幡羅町一丁目８番１まで 
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１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び数量 

   令和６年度職員用パーソナルコンピュータの賃貸借 4,541台 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 履行期間 

契約締結日から令和12年１月31日（木）まで。ただし、翌年度以降において、

歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった場合は、当該契

約を解除する。 

 ⑷ 履行場所 

   埼玉県企画財政部情報システム戦略課長が指定する場所 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。また、入札金額については、履行期間全体の総価を

入力し、又は記載すること。 

なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

 ⑵ 物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（令和４年埼玉県告示第747

号）に基づき、業種区分「物品の賃貸」のＡ等級に格付けされた者であること。 

 ⑶ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加

停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停止

措置を受けていない者であること。 

⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排

除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を

受けていない者であること。 

 ⑸ ＩＳＭＳ認証又はプライバシーマークの認定を受けている者であること。 



 ⑹ 本件業務について、仕様書の要求する事項を確実に履行できることを証明し

た者であること（詳細は、入札説明書及び仕様書による。）。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所及び問合せ先 

   〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県企画財政

部情報システム戦略課業務効率化推進担当 佐藤 電話048-830-2282（直通） 

 ⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

 埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情報

公開システム」からダウンロードすること。   

 ⑶ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    競争入札参加資格の確認を得た日から令和６年８月６日（火）午後１時ま

で 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

   (ｱ) 郵送の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から令和６年８月５日（月）午後５時

まで 

     なお、書留郵便によること。 

   (ｲ) 持参の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から令和６年８月６日（火）午前10時

まで 

 ⑷ 開札の場所及び日時 

   埼玉県企画財政部情報システム戦略課 令和６年８月６日（火）午後１時15

分 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則

第18号。以下「財務規則」という。）第93条第２項の規定に該当する場合は、

免除する。 



  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規則第81条第２項第１号又は第３号の

規定に該当する場合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

次のいずれかの方法で令和６年７月17日（水）午後４時までに提出し、競争入

札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、提出

した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」により確認申請する。 

  イ 紙媒体の書類を上記３⑴の提出場所に郵送し、又は持参する。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規則第97条又は埼玉県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る規則（平成７年埼玉県規則第106号）第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規則第94条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 競争入札参加資格の付与 

   上記２⑵に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望するものは、埼玉

県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「競争入札参加資

格申請受付システム」から登録申請を行い、受付票その他の登録に必要な書類

を令和６年７月５日（金）までに埼玉県総務部入札審査課審査担当（〒330-9301 

   埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 電話048-830-5775（直通）） 

  へ送付すること。 

 ⑼ 支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 



 ⑽ その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５  Summary 

 ⑴ Nature of Services Required: 

Lease of 4,541 personal computers for staff use. 

  ⑵ Deadline for Submissions: 

By the electronic bidding system: 1:00 p.m., August 6, 2024 

By registered mail: 5:00 p.m., August 5, 2024 

In person: 10:00 a.m., August 6, 2024 

 ⑶ Contact Information: 

Information Systems Strategy Division, Department of Planning and 

Finance, Saitama Prefectural Government 

Takasago 3-15-1, Urawa-ku, Saitama-shi, Saitama-ken 330-9301 

Tel. 048-830-2282 
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別紙 

埼玉県土地利用基本計画書 

埼玉県土地利用基本計画策定の趣旨 

埼玉県土地利用基本計画（以下「土地利用基本計画」という。）は、国土利用計画法（昭和 49

年法律第 92号）第９条の規定に基づき、埼玉県の区域において、適正かつ合理的な県土利用を図

るため、第六次国土利用計画（全国計画）及び第５次埼玉県国土利用計画を基本として策定した

ものである。 

この土地利用基本計画は、土地利用の基本方向や調整方針などを示すもので、国土利用計画法

に基づく土地取引の規制及び遊休土地に関する措置、土地利用に関する他の諸法律に基づく開発

行為の規制その他の措置を実施するに当たって基本となるものである。 

具体的には、都市計画法（昭和 43年法律第 100号）、農業振興地域の整備に関する法律（昭和

44年法律第 58号）、森林法（昭和 26年法律第 249号）、自然公園法（昭和 32年法律第 161号）

及び自然環境保全法（昭和 47年法律第 85号）（以下「個別規制法」と総称する。）に基づく諸

計画に対する上位計画として、総合調整機能を果たすとともに、土地取引については直接的に、

開発行為等については個別規制法を通じて間接的に、規制の基準としての役割を果たすものであ

る。 

また、土地利用基本計画は、埼玉県における県政運営の基本となる埼玉県５か年計画との整合

を図り、第５次埼玉県国土利用計画と相まって、埼玉県が目指す将来像を実現するための県土利

用に関する規準として運用するものである。 

第１ 土地利用の基本方向 

１ 県土利用の現状及び課題 

（１）人口減少と社会経済状況の変化 

本県の人口は少子化の進展などにより、令和２年以降に減少に転じた一方、世帯数は単独

世帯の増加などにより、令和 12年頃まで増加するものと予測される。 

地域別では、都心に近く利便性の高い県南ゾーンにおいては、住宅地をはじめとする新た

な土地需要が見られ、人口は令和 12年頃まで、世帯数は第５次埼玉県国土利用計画の目標年

である令和 15年以降も増加する予測となっている。 

圏央道ゾーンや県北ゾーンにおいては、人口は既に減少に転じている一方、世帯数は令和

７年から令和 12年頃にかけてピークを迎える予測となっている。  

このように人口の地域的な偏在が進行しているが、人口減少が土地利用にもたらす影響と

して、都市部では未利用地や空き家の増加による防犯・防災上の問題や上下水道などの都市

施設の管理更新の問題、郊外では農林業の担い手減少による荒廃農地増加の問題や治山・治

水上の問題の発生が懸念される。 
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一方、本県は、首都圏の中心に位置し、高速道路や鉄道といった広域交通網の充実により、

産業適地としての立地優位性はますます高まっている。特に、圏央道及びこれに接続する高

速道路のインターチェンジ周辺や主要幹線道路沿線で、新たな工業用地などの需要が見込ま

れる。 

このような人口減少と社会経済状況の変化に対応するため、土地需要の調整や効率的利用

が必要である。   

（２）災害の激甚化・頻発化 

台風などによる時間雨量 50㎜を超える降雨の回数は、年々増加傾向にあり、排水施設の能

力を超える豪雨による河川の氾濫や街中での内水氾濫など大きな被害が発生している。 

また、日本は世界でも有数の地震大国であり、人口と資産が集中する首都圏での大地震発

生も懸念される中で、安心・安全に対する県民の要請が高まっている。 

このため、被害を最小限にとどめる「減災」の観点から、災害リスクを低下させる土地利

用への誘導などの必要性が高まっている。 

（３）都市化の進展と気候変動・自然環境 

本県の可住地面積比率は県土の 68.5％（令和２年 10 月現在）と高く、首都圏において東

京都に隣接する地理特性などから都市化が進展し、農地や森林が減少している。 

また、地球温暖化等の気候変動や社会経済活動の拡大に伴い、良好な自然環境の喪失・劣

化とこれに伴う生物多様性の損失が続いており、暮らしを支える生態系ネットワークの形成

に大きな影響を及ぼしている。 

このような気候変動や自然環境の諸課題に対応するため、カーボンニュートラルやネイチ

ャーポジティブの考え方など、長期的な視点に立ち、人と自然が調和することを基本に、持

続可能な県土利用が必要である。 

２ 県土利用の基本方針 

本県の県土利用に当たっては、「第５次埼玉県国土利用計画」の第１の４に定める「県土利

用に関する基本方針」のとおり、埼玉版スーパー・シティプロジェクトなどに取り組むことに

より、ＳＤＧｓの基本理念に沿い、あらゆる人に居場所があり、活躍でき、安心して暮らせる

社会である「日本一暮らしやすい埼玉」の実現を目指す。 
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そして、「日本一暮らしやすい埼玉」の実現に向けて、「計画的かつ有効な県土利用」、「安心・

安全を実現する県土利用」及び「人と自然が調和し、持続可能な県土利用」の３つの項目を基

本方針とする。 

（１）計画的かつ有効な県土利用 

県土は、現在及び将来における県民のための限られた財産であることから、「計画的かつ有

効に県土利用を図ること」を基本とする。 

人口減少と社会経済状況の変化に伴い、開発圧力の低下により未利用地が増加していく一

方、空間的余裕を生み出す側面もあることから、従来型の土地利用規制だけではなく、土地

需要の調整や効率的利用など適正な土地利用への誘導策を講じていく。 

（２）安心・安全を実現する県土利用 

安心・安全を実現する県土利用の観点からは、あらゆる関係者が協働して取り組む流域治

水をはじめ、災害に対する地域特性を踏まえ、「防災・減災」の視点に立った適正な土地利用

を進めていく。 

（３）人と自然が調和し、持続可能な県土利用 

人と自然が調和した持続可能な県土利用の観点からは、自然環境が有する多様な機能を活

用するグリーンインフラや生態系を活用した防災・減災（Ｅｃｏ－ＤＲＲ）の取組など、土地

の利用や管理を通じて生活環境と自然環境が調和する関係をつくり出すとともに、広域的な

生態系ネットワークを形成し、豊かな環境を将来の世代に引き継ぐ計画的な土地利用を進め

ていく。 

３ 土地利用の原則 

本県における土地利用は、「２ 県土利用の基本方針」に基づき、土地利用基本計画に図示

された都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域及び自然保全地域の五地域ごとに、さら

には、これら五地域を個別規制法の土地利用規制に合わせて細分化した区分ごとに次の原則に

従って適正に行うものとする。 

五地域のいずれにも属さない地域においては、この地域の特性と周辺地域との関連性などを

考慮して、適正な土地利用を図る。 

なお、農地や森林などの自然的土地利用から住宅地や工業地などの都市的土地利用に転換し

た場合には、再度、自然的土地利用に転換することが困難となるため、県土の適正管理の観点

から、都市的土地利用への転換は慎重に行うものとする。 

また、ゴルフ場の新規立地は行わないこととする。 

 

 五地域区分の国土利用計画法上の定義と個別規制法に基づく運用上の定義の関係 

五地域 定 義 運用上の定義 

都市 
地域 

一体の都市として総合的に開
発し、整備し、及び保全する
必要がある地域 

都市計画法第５条第１項又は第２項により都市計
画区域として指定されている地域 

農業 
地域 

農用地として利用すべき土地
があり、総合的に農業の振興
を図る必要がある地域 

農業振興地域の整備に関する法律第６条第１項に
より農業振興地域として指定されている地域 



森林 
地域 

森林の土地として利用すべき
土地があり、林業の振興又は
森林の有する諸機能の維持増
進を図る必要がある地域 

森林法第２条第３項に規定する国有林の区域又は
同法第５条第１項に規定する地域森林計画の対象
となる民有林の区域として定められている地域 

自然 
公園 
地域 

優れた自然の風景地で、その
保護及び利用の増進を図る必
要がある地域 

自然公園法第２条第１号に規定する自然公園（国
立公園、国定公園及び都道府県立自然公園）とし
て指定されている地域 

自然 
保全 
地域 

良好な自然環境を形成してい
る地域で、その自然環境の保
全を図る必要がある地域 

自然環境保全法第 14条第１項に規定する原生自然
環境保全地域、同法第 22条第１項に規定する自然
環境保全地域又は同法第 45条第１項の規定により
都道府県条例において都道府県自然環境保全地域
として指定されている地域 

 

 五地域区分を個別規制法の土地利用規制に合わせて細分化した区分の定義 

五地域 細区分 細区分の定義 

都市 

地域 

市街化区域 都市計画法第７条第１項に規定する市街化区域 

市街化調整区域 都市計画法第７条第１項に規定する市街化調整区域 

非線引き都市 

計画区域 

市街化区域と市街化調整区域との区分が定められていない都市計画

区域 

農業 

地域 

農用地区域 
農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号に規定する農

用地等として利用すべき土地の区域 

農用地区域以外 農用地区域以外の農業振興地域 

森林 

地域 

保安林 森林法第 25条第１項及び第 25条の２第２項に規定する森林 

保安林以外 
保安林以外の国有林の区域又は地域森林計画の対象となる民有林の

区域 

自然 

公園 

地域 

特別保護地区 自然公園法第 21条第１項に規定する指定区域 

特別地域 
自然公園法第 20条第１項及び埼玉県立自然公園条例（昭和 33年埼

玉県条例第 15号）第 12条第１項に規定する指定区域 

普通地域 
自然公園法第 33条第１項及び埼玉県立自然公園条例第 14条第１項

に規定する指定区域 

自然 

保全 

地域 

特別地区 
自然環境保全法第 25 条第１項及び埼玉県自然環境保全条例（昭和

49年埼玉県条例第４号）第 17条第１項に規定する指定区域 

普通地区 
自然環境保全法第 28条第１項及び埼玉県自然環境保全条例第 19条

第１項に規定する指定区域 

 

（１）都市地域 

都市地域は、良好な都市環境の確保及び形成を図るため、一体の都市として総合的に開発

し、整備し、及び保全する必要がある地域である。 

都市地域の土地利用については、人口減少・少子高齢化、災害の激甚化・頻発化、上下水

道をはじめとする都市施設の老朽化などの問題に対応するため、住宅や都市機能増進施設に

ついては、中心市街地や生活拠点などに誘導することを基本に、災害リスクが低く誰もが暮

らしやすいコンパクトで機能的な都市の形成に配慮しつつ、効率的な利用を図るものとする。 

また、工業・流通業務施設の新たな土地需要がある場合には、既存の工業地や未利用地な

どの再利用を優先する。農地や森林などの自然的土地利用からの転換については、慎重な配



慮の下で、基盤が整った良好な市街地を形成するため計画的に行うものとする。このため、

市街化調整区域に立地を誘導する場合は、市街化区域への編入を基本とし、非線引き都市計

画区域に立地を誘導する場合は、用途地域（都市計画法第８条第１項第１号による用途地域

をいう。以下同じ。）を定めることを基本とする。 

ア 市街化区域 

人口減少に対応した都市施設や交通体系の整備など集約型の市街地の形成、災害の激甚

化・頻発化に対応した都市施設等の整備や再配置を計画的に推進する。特に、未利用地に

ついては、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成 30年法律第 49号）

の活用などにより、防災倉庫やオープンスペース等の整備を推進する。 

農地、樹林地、水辺地等で、自然環境や良好な景観を形成し、貯留浸透機能等を有する

グリーンインフラとして都市の防災機能に不可欠なものについては、保全、回復、創造を

図る。 

イ 市街化調整区域 

市街化を抑制すべき区域であり、原則として農地をはじめ、樹林地、水辺地などの緑地

の保全、回復、創造を図る。 

ウ 非線引き都市計画区域 

用途地域が定められている区域については、市街化区域における土地利用に準じる。 

用途地域が定められていない区域については、原則として自然環境をはじめ、農地や森

林などの保全、回復、創造を図る。 

（２）農業地域 

農業地域は、農用地として利用すべき土地があり、総合的に農業の振興を図る必要がある

地域である。 

農業地域の土地利用については、農地が食料供給のための最も基礎的な土地資源であると

ともに、良好な生活環境や固有の自然環境を生み出し、県土の保全や保水機能を有するなど

多面的かつ重要な機能を持っていることから、農用地区域への編入を推進するとともに、そ

の保全を図る。 

また、担い手を確保して荒廃農地の発生防止と解消を進め、農地への復元を積極的に促進

するものとする。ただし、農地への復元が困難な場合には、地域の実情に応じて、適正な土

地利用を図る。 

ア 農用地区域 

農業生産の基盤として確保されるべき土地であることから、土地改良などの農業生産基

盤の整備を計画的に推進するとともに、原則として農業上の利用以外の土地利用は行わな

いものとする。 

イ 農用地区域以外の農業地域 

農用地区域以外の農業地域のうち、農業生産性の高い農地、集団的に存在している農地

又は農業に対する公共投資の対象となった農地については、原則として農業上の利用以外



の土地利用は行わないものとする。その他の農地についても、農用地区域と一体として農

業の振興を図る土地であるので、できる限り農業上の利用以外の土地利用は行わないもの

とする。農地以外の土地については、土地利用の現況に留意して、周辺の農地など農業上

の利用との調整を図りながら、農業上の利用以外の土地利用を認めるものとする。 

（３）森林地域 

森林地域は、森林の土地として利用すべき土地があり、林業の振興又は森林の有する諸機

能の維持、増進を図る必要がある地域である。 

森林地域の土地利用については、森林が木材生産などの経済的機能を持つとともに、県土

の保全、水源涵
かん

養、二酸化炭素の吸収、保健休養、自然環境の保全などの公益的機能を通じ

て県民生活に大きく寄与していることから、必要な森林の保全や創造を図るとともに、森林

の有する諸機能が十分に発揮されるよう、その整備を図る。 

ア 保安林 

県土の保全、水源涵
かん

養、生活環境の保全などの諸機能の積極的な維持、発揮を図るべき

ものであることから、適正な管理を行うとともに、原則として森林地域以外の土地利用は

行わないものとする。 

なお、公益上の理由により森林地域以外の土地利用を行う場合でも、慎重な検討を行い、

また、必要な保安林については、新たに指定するものとする。  

イ 保安林以外の森林地域 

経済的機能や公益的機能の維持、発揮を図り、林地の保全に特に留意すべき森林をはじ

め、育成方法を特定されている森林、水源として高い機能を有する森林、適正に管理され

ている人工林又はこれに準ずる天然林など、機能の高い森林は、できる限り森林地域以外

の土地利用は行わないものとする。 

なお、森林地域以外の土地利用を行う場合には、周辺地域にある森林の長期的な維持、

管理と林業経営の安定に留意しながら、災害の発生、自然環境の悪化などの支障をきたさ

ないよう十分配慮するものとする。 

（４）自然公園地域 

自然公園地域は、優れた自然の風景地で、その保護と利用の増進を図る必要がある地域で

ある。 

自然公園地域の土地利用については、自然公園が優れた自然の風景地であり、その利用を

通じて県民の保健休養と自然とのふれあいの場としての利用に資するとともに、生物多様性

の確保等に必要な地域であることから、優れた自然環境を適正に保全し、その有効な利用を

図るものとする。 

ア 特別保護地区 

指定の趣旨に即して、景観の厳正な維持を図り、原則として自然公園地域以外の土地利

用は行わないものとする。 

イ 特別地域 



風致の維持を図るものであることから、原則として自然公園地域以外の土地利用は行わ

ないものとする。 

ウ 普通地域 

自然公園地域以外の土地利用を行う場合には、自然公園の利用と風景地の保護に支障を

きたすことのないよう十分配慮するものとする。 

（５）自然保全地域 

自然保全地域は、良好な自然環境を形成している地域で、その自然環境の保全を図る必要

がある地域である。 

自然保全地域の土地利用については、自然環境が人間の健康的で文化的な生活に欠くこと

のできないものであり、また、生物多様性の確保等に必要であることから、広く県民が、自

然の恵みを享受するとともに、将来の県民に、自然環境を継承することができるよう積極的

に保全を図るものとする。 

ア 特別地区 

指定の趣旨に即して、特定の自然環境の状況が損なわれないよう適正な保全を図るため、

原則として自然保全地域以外の土地利用は行わないものとする。 

イ 普通地区 

原則として自然保全地域以外の土地利用は行わないものとする。 

４ ゾーン別の土地利用の原則 

本県では、都心からの距離ごとに土地利用に関する課題に異なる傾向が見られる。このため、

地域の区分は、都心からの距離を基本とし、更に自然的、経済的、社会的諸条件を考慮して、

埼玉県５か年計画と同様に県南ゾーン、圏央道ゾーン、県北ゾーンの３ゾーンとする。（下記

の表を参照） 

 

 埼玉県５ヶ年計画におけるゾーン区分 

 

（１）県南ゾーン 

県南ゾーンは、東京都心から概ね 10～30km圏にあり、東京の影響を受けやすく、早くから

都市化が進行した地域である。 

都市地域のうち、住宅や都市機能増進施設については、中心市街地や生活拠点などに高度

区分 市 町 村 名 

県南 
ゾーン 

さいたま市、川口市、春日部市、草加市、越谷市、蕨市、戸田市、朝霞市、志木市、 
和光市、新座市、八潮市、富士見市、三郷市、吉川市、ふじみ野市、三芳町、松伏
町                              （16市２町） 

圏央道 
ゾーン 

川越市、行田市、所沢市、飯能市、加須市、東松山市、狭山市、羽生市、鴻巣市、 
上尾市、入間市、桶川市、久喜市、北本市、蓮田市、坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、 
日高市、白岡市、伊奈町、毛呂山町、越生町、滑川町、嵐山町、小川町、川島町、 
吉見町、鳩山町、ときがわ町、東秩父村、宮代町、杉戸町（20市 12町１村） 

県北 
ゾーン 

（県北地域）熊谷市、本庄市、深谷市、美里町、神川町、上里町、寄居町（３市４
町） 
（秩父地域）秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町（１市４町） 



な業務集積、交流・文化集積を進めていく。また、人口密度が高いことを踏まえた大規模な

地震などに対する防災機能を向上させるとともに、防災上課題のある住宅密集地は、道路整

備や公園緑地などのオープンスペースの確保を進めるなど、改善を図る。工業・流通業務施

設の新たな土地需要に対しては、高速道路インターチェンジや主要幹線道路周辺に誘導する

ものとする。なお、誘導に当たっては、自然的土地利用への慎重な配慮の下で計画的に行う

ものとし、市街化調整区域にあっては市街化区域への編入を基本とする。 

農業地域、森林地域、自然公園地域及び自然保全地域のうち、首都近郊の貴重な緑地空間

である見沼田圃や落ち葉堆肥農法を継続している三富地域など、優れた歴史的景観の保全の

必要がある地域については、原則として都市的土地利用への転換は行わないものとする。そ

の他の地域については、自然的土地利用への慎重な配慮の下で都市的土地利用への転換を認

めるものとする。 

 （２）圏央道ゾーン 

圏央道ゾーンは、東京都心から概ね 30～60km圏にあり、武蔵野の平地林などの緑豊かな自

然環境に恵まれており、都市と田園が共存しており、圏央道の整備による一層の発展が期待

される地域となっている。 

その一方で、荒廃農地が占める割合が相対的に高い地域もあり、その対策が課題となって

いる。 

都市地域のうち、住宅や都市機能増進施設については、人口及び世帯数の減少を踏まえて、

基本的に中心市街地や生活拠点などに集積するものとする。また、水害などに対する防災機

能の向上を図るため、災害リスクの低い土地への誘導又は計画的かつ適切な土地利用を図る。

工業・流通業務施設の新たな土地需要に対しては、高速道路インターチェンジや主要幹線道

路周辺の地域に誘導する。なお、誘導に当たっては、自然的土地利用への慎重な配慮の下で

計画的に行うものとし、市街化調整区域にあっては市街化区域への編入、非線引き都市計画

区域にあっては用途地域を定めることを基本とする。 

農業地域のうち、農用地区域については原則としてその保全を図り、農用地区域以外の農

地については農用地区域への編入を推進するとともに、その保全を図る。また、農地中間管

理事業の活用などにより、担い手を確保し農地の集積・集約化などを推進し、地域の特徴を

生かした生産振興を進めて、荒廃農地の解消と発生防止に努める。三富地域では、落ち葉堆

肥農法を用いた農業を継続するため、原則として都市的土地利用への転換は行わないものと

する。 

森林地域のうち、森林が集中する西部の中山間地域については、ＩＣＴの活用による林業

従事者の確保や施業の集約化、経営の効率化などにより林業の継続を図るため、できる限り

その保全をしていく。また、三富地域における落ち葉堆肥農法の継続のための平地林につい

ては、原則として都市的土地利用への転換は行わないものとする。その他の地域については、

自然的土地利用への慎重な配慮の下で都市的土地利用への転換を認めるものとする。 

自然公園地域及び自然保全地域については、指定の趣旨を鑑み、その保全を図る。 



（３）県北ゾーン 

県北ゾーンは、東京都心から概ね 60km以遠にあり、潤いのある豊かな自然環境や歴史・伝

統などの地域資源を生かした地域活力の向上が期待されている地域である。 

その一方で、荒廃農地が占める割合が相対的に高い地域もあり、その対策が課題となって

いる。 

ア 北部地域（熊谷市、本庄市、深谷市、美里町、神川町、上里町、寄居町） 

都市地域のうち、住宅や都市機能増進施設については、人口及び世帯数の減少を踏まえ

て、基本的に中心市街地や生活拠点などに集積するものとする。工業・流通業務施設の新

たな土地需要に対しては、高速道路インターチェンジや主要幹線道路周辺の地域に誘導す

る。なお、誘導に当たっては、自然的土地利用への慎重な配慮の下で計画的に行うものと

し、市街化調整区域にあっては市街化区域への編入、非線引き都市計画区域にあっては用

途地域を定めることを基本とする。 

農業地域については、利根川と荒川に挟まれた平坦で肥沃な土壌を生かした農業や中山

間地域の特性を生かした農林産物の生産が進められているため、農用地区域については原

則としてその保全を図り、農用地区域以外の農地については農用地区域への編入を推進す

るとともに、その保全を図る。また、農地中間管理事業の活用などにより、担い手を確保

するとともに、農地の集積・集約化などを推進し、地域の特徴を生かした生産振興を進め

て、荒廃農地の解消と発生防止に努める。 

森林地域のうち、森林が集中する北西部の中山間地域については、ＩＣＴの活用による

林業従事者の確保や施業の集約化、経営の効率化などにより林業の継続を図るため、でき

る限りその保全をしていく。その他の地域については、自然的土地利用への慎重な配慮の

下で都市的土地利用への転換を認めるものとする。 

自然公園地域及び自然保全地域については、指定の趣旨を鑑み、その保全を図る。 

イ 秩父地域（秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町） 

都市地域のうち、住宅や都市機能増進施設については、人口及び世帯数の減少を踏まえ

て、基本的に中心市街地や生活拠点などに集積するものとする。また、大雪や土砂災害な

どに対する防災機能の向上を図る。工業・流通業務施設の新たな土地需要に対しては、主

要幹線道路周辺の地域に誘導する。なお、誘導に当たっては、自然的土地利用への慎重な

配慮の下で計画的に行うものとし、用途地域を定めることを基本とする。 

農業地域については、観光スポットと合わせた農業振興や、中山間地域の特性を生かし

た果樹などの観光農業が行われているため、農用地区域については原則としてその保全を

図り、農用地区域以外の農地については農用地区域への編入を推進するとともに、その保

全を図る。 

森林地域のうち、奥地森林については、針広混交林化や広葉樹林化を目指した公的整備

を推進し、水源涵
かん

養などの公益的機能の発揮を図るため、その保全をしていく。中山間地

域の森林については、ＩＣＴの活用による林業従事者の確保や施業の集約化、経営の効率



化などにより林業の継続を図るため、できる限りその保全をしていく。 

自然公園地域及び自然保全地域については、指定の趣旨を鑑み、その保全を図る。 

第２ 五地域区分が重複している地域の土地利用調整方針 

１ 「第１ 土地利用の基本方向」を踏まえた調整方針 

人口減少社会において、土地の管理を適切に行わない場合、未利用地や空き家の増加、荒廃

農地増加や治山・治水上の問題などの発生が懸念される。また、災害の激甚化・頻発化などに

より災害リスクの低い土地への誘導や生物多様性の保全にも配慮した土地利用が重要となって

いる。 

そこで、優先的に維持したい土地を明確化するため、土地利用転換に当たっての影響が大き

く不可逆性が高い、都市的土地利用に関しての調整方針を下記に示す。 

（１）住宅及び都市機能増進施設の立地誘導 

住宅及び都市機能増進施設の立地に当たっては、都市再生特別措置法（平成 14 年法律第

22号）に基づく立地適正化計画を作成している市町村については、居住誘導区域又は都市機

能誘導区域内に誘導するものとする。また、立地適正化計画を作成していない市町村におい

ても、立地適正化計画の考え方を踏まえ、市街化区域及び非線引き都市計画区域において用

途地域が定められている区域に誘導するものとする。 

なお、原則として都市地域以外の地域を縮小する土地利用転換は行わないよう調整する。 

また、土砂災害特別警戒区域などの災害レッドゾーンには、立地誘導しないこととし、浸

水想定区域などの災害イエローゾーンには、立地誘導しないことを基本としつつ、災害リス

クに応じた対策を講ずる場合には立地できるものとする。 

（２）工業・流通業務施設の立地誘導 

工業・流通業務施設の立地に当たっては、区域区分が定められた都市計画区域での立地を

検討する場合、市街化区域内の既存産業用地の有効活用を検討する。これが難しく市街化調

整区域に立地を誘導する場合は、市街化区域に隣接する地域又は高速道路インターチェンジ

や主要幹線道路周辺の地域とし、市街化区域への編入を基本とする。また、原則として、農

用地区域である農業地域、保安林である森林地域、自然公園地域及び自然保全地域を縮小す

る土地利用転換は行わないよう調整する。 

非線引き都市計画区域での立地を検討する場合は、用途地域が定められている区域内の既

存産業用地の有効活用を検討する。これが難しく用途地域が定められていない区域に立地を

誘導する場合は、高速道路インターチェンジや主要幹線道路周辺の地域とし、用途地域を定

めることを基本とする。また、原則として、農用地区域である農業地域、保安林である森林

地域、自然公園地域及び自然保全地域を縮小する土地利用転換は行わないよう調整する。 

２ 重複地域別調整方針 

都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域又は自然保全地域のうち、二つの地域が重複

している地域においては次に掲げる調整方針に即して、三つ以上の地域が重複している地域に

おいては次に掲げる調整方針におけるそれぞれの関係から見た優先順位などを考慮して、土地



利用調整を図るものとする。 

なお、それぞれの地域の区分変更により、新たに二つ以上の地域が重複することとなる場合

においては、次に掲げる調整方針を準用する。 

（１）都市地域と農業地域が重複している地域 

ア 市街化調整区域又は非線引き都市計画区域のうち用途地域が定められていない区域であ

る都市地域と農用地区域である農業地域が重複している場合 

農用地として利用し、原則として農業地域の縮小や都市的土地利用は行わないものとす

る。 

イ 市街化調整区域又は非線引き都市計画区域のうち用途地域が定められていない区域であ

る都市地域と農用地区域以外の農業地域が重複している場合 

土地利用の現況に留意して、周辺の農地など農業上の利用との調整を図りながら、農業

地域の縮小や都市的土地利用を認めるものとする。 

（２）都市地域と森林地域が重複している地域 

ア 都市地域と保安林である森林地域が重複している場合 

保安林として利用し、原則として森林地域の縮小や都市的土地利用は行わないものとす

る。 

イ 都市地域と保安林以外の森林地域が重複している場合 

森林としての利用を優先し、できる限り森林地域の縮小や都市的土地利用は行わないも

のとする。 

（３）都市地域と自然公園地域が重複している地域 

ア 都市地域と特別保護地区又は特別地域である自然公園地域が重複している場合 

自然公園として保護及び利用し、原則として自然公園地域の縮小や都市的土地利用は行

わないものとする。    

イ 都市地域と普通地域である自然公園地域が重複している場合 

自然公園としての保護及び利用を優先し、できる限り自然公園地域の縮小や都市的土地

利用は行わないものとする。 

（４）都市地域と自然保全地域が重複している地域 

ア 都市地域と特別地区である自然保全地域が重複している場合 

自然環境として保全し、自然保全地域の縮小や都市的土地利用は行わないものとする。 

イ 都市地域と普通地区である自然保全地域が重複している場合 

自然環境としての保全を優先し、原則として自然保全地域の縮小や都市的土地利用は行

わないものとする。 

（５）農業地域と森林地域が重複している地域 

ア 農業地域と保安林である森林地域が重複している場合 

保安林として利用し、原則として森林地域の縮小や農業上の利用は行わないものとする。 

イ 農用地区域である農業地域と保安林以外の森林地域が重複している場合 



農用地としての利用を優先するが、農業上の利用との調整を図りながら、森林としての

利用を認めるものとする。 

ウ 農用地区域以外の農業地域と保安林以外の森林地域が重複している場合 

森林としての利用を優先するが、周辺の森林地域との調整を図りながら、農業上の利用

を認めるものとする。 

（６）農業地域と自然公園地域が重複している地域 

ア 農業地域と特別保護地区又は特別地域である自然公園地域が重複している場合 

自然公園として保護及び利用し、原則として農業上の利用は行わないものとする。 

イ 農用地区域である農業地域と普通地域である自然公園地域が重複している場合 

農用地としての利用を優先するものとする。 

ウ 農用地区域以外の農業地域と普通地域である自然公園地域が重複している場合 

自然公園としての保護及び利用に配慮した上で、農業上の利用を認めるものとする。 

（７）農業地域と自然保全地域が重複している地域 

ア 農業地域と特別地区である自然保全地域が重複している場合 

自然環境として保全し、原則として農業上の利用は行わないものとする。 

イ 農用地区域である農業地域と普通地区である自然保全地域が重複している場合 

自然環境に配慮した上で、農用地としての利用を認めるものとする。 

ウ 農用地区域以外の農業地域と普通地区である自然保全地域が重複している場合 

自然環境として保全し、原則として農業上の利用は行わないものとする。 

（８）森林地域と自然公園地域が重複している地域 

両地域が両立するように調整を図るものとする。 

（９）森林地域と自然保全地域が重複している地域 

両地域が両立するように調整を図るものとする。 

第３ 土地利用基本計画の管理 

１ 土地利用基本計画の推進体制 

（１）庁内の推進体制 

土地利用基本計画は、土地利用行政に関するマスタープラン機能や個別規制法の計画・規

制に係る総合調整機能を有しており、個別規制法はこの土地利用基本計画に即してそれぞれ

の土地利用規制を運用することが求められている。 

このため、庁内の土地利用に関連する課で構成する「埼玉県土地利用計画調整会議」等に

おいて、大規模開発や広域的な土地利用に係る計画策定時の調整・協議とともに情報共有を

図り、県内で生じている土地利用上の課題について検討するなど、土地利用基本計画が有す

る総合調整機能を有効に発揮させ、実効性を高めていく。 

（２）市町村との連携・調整 

地方分権の進展とともにまちづくりにおける市町村の役割が大きくなり、土地利用規制に

関する権限の市町村への移譲も進んでいる。 



このため、土地利用基本計画の策定に当たっては、個別規制法を所管する課を通じて市町

村の実情や課題の把握に努めるとともに、市町村の意見を聴いて本計画に反映させた。 

引き続き、市町村が土地利用基本計画に即して個別規制法を運用できるように、必要な情

報提供や意見交換など積極的に連携・調整を図っていく。 

（３）埼玉県国土利用計画審議会への意見聴取 

国土利用計画法第 38条の規定に基づき、埼玉県の区域における国土の利用に関する基本的

な事項及び土地利用に関し重要な事項を調査審議するため、埼玉県国土利用計画審議会（以

下「審議会」という。）を設置している。 

五地域区分の変更など土地利用転換を行う場合には、事前に審議会への意見聴取を行うな

ど、土地利用基本計画を適切に運用していくものとする。 

２ 土地利用基本計画の見直し 

土地利用基本計画の実効性を保つためには、社会経済状況に沿ったものであることが求めら

れる。 

土地利用基本計画は、国土利用計画を基本として策定され、一体として運用される計画であ

ることから、埼玉県国土利用計画を変更した場合、これに合わせて必要な見直しを行う。 

また、個別規制法及びそれに基づく計画と相互に矛盾なく一体性を保つ必要があることから、

個別規制法の改正や制度改正あるいは計画改定時にはそれらの内容を点検し、必要に応じて土

地利用基本計画の見直しを行う。 
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埼
玉
県
情
報
公
開
条
例
（
平
成
十
二
年
埼
玉
県
条
例
第
七
十
七
号
）
第
三
十
六
条
の
規
定
に
よ

り
、
令
和
五
年
度
の
公
文
書
の
開
示
の
実
施
状
況
を
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。 

令
和
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二
十
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日 
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請求の受付件数及び処理件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実 施 機 関 

受 付 件 数 令 和 ５ 年 度 処 理 件 数 令和６年 

３月末現在

未処理件数 
令和５年度 

受 付 件 数 

前年度から

の繰越件数 
計 開示 部分開示 不開示 取下げ 計 

知 事 34,706 69 34,775 486 19,564 170 103 20,323 14,452 

教 育 委 員 会 119 275 394 44 302 35 13 394 0 

選 挙 管 理 

委 員 会 
113 0 113 7 72 31 1 111 2 

人 事 委 員 会 2 0 2 1 0 1 0 2 0 

監 査 委 員 13 0 13 3 9 0 1 13 0 

公 安 委 員 会 14 0 14 1 1 12 0 14 0 

警 察 本 部 長 1,645 126 1,771 350 1,310 48 11 1,719 52 

労 働 委 員 会 2 0 2 0 1 0 1 2 0 

収 用 委 員 会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 注１ 当該年度における申出の件数は、０件である。 

 注２ 「請求」とは埼玉県情報公開条例第７条に規定するものからの請求をいい、「申出」とは同条例第21条第１項に規定するものからの

申出をいう。 

 注３ 件数は、公文書の件数である。 

内 水 面 漁 場 

管 理 委 員 会 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

公 営 企 業 

管 理 者 
158 0 158 41 110 3 3 157 1 

下 水 道 事 業 

管 理 者 
33 1 34 5 4 21 3 33 1 

地 方

独 立 

行 政 

法 人 

県 立

大 学 
5 0 5 5 0 0 0 5 0 

県 立

病 院

機 構 

4 0 4 4 0 0 0 4 0 

合 計 36,814 471 37,285 947 21,373 321 136 22,777 14,508 
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１ 購入等件名及び数量 

  旅費制度見直しに伴う旅費システム改修業務 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  埼玉県総務部総務事務センター財務・旅費・文書管理システム担当 埼玉県さ

いたま市浦和区高砂３丁目15番１号 

３ 随意契約の相手方を決定した日 

  令和６年５月20日 

４ 随意契約の相手方の氏名及び住所 

  株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 

５ 契約金額 

  109,604,000円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  随意契約 

７ 随意契約とした理由 

  地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第１

項第２号に該当 
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指
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全
部
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す
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一 

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
と
し
て
の
指
定
を
解
除
す
る
区
域 

 
 

別
図
の
と
お
り
（
埼
玉
県
坂
戸
市
け
や
き
台
九
百
九
十
二
番
一
の
一
部
） 

二 

土
壌
汚
染
対
策
法
施
行
規
則
（
平
成
十
四
年
環
境
省
令
第
二
十
九
号
）
第
三
十
一
条
第
二
項 

 

の
基
準
に
適
合
し
て
い
な
か
っ
た
特
定
有
害
物
質
の
種
類 

 
 

鉛
及
び
そ
の
化
合
物 

三 

講
じ
ら
れ
た
汚
染
の
除
去
等
の
措
置 

 
 

基
準
不
適
合
土
壌
の
掘
削
に
よ
る
除
去 
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法
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昭
和
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十
五
年
法
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百
四
十
四
号
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四
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九
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五
十
五
条
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一
項

の
規
定
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よ
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療
扶
助
並
び
に
中
国
残
留
邦
人
等
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円
滑
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国
の
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進
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び
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帰
国
し
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中
国
残
留
邦
人
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定
配
偶
者
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自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十

号
）
第
十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
四
十
九
条
及
び

第
五
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医
療
支
援
給
付
の
た
め
の
医
療
を
担
当
す
る
機
関
又
は
施
術

を
担
当
す
る
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と
し
て
、
次
の
者
を
指
定
し
た
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埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕
上 

一 

指
定
医
療
機
関 

小
野
整
形
外
科
医
院 

入
間
ひ
だ
ま
り
ク
リ

ニ
ッ
ク 

医
療
法
人
社
団
順
風

会 

上
尾
の
森
診
療

所 

上
尾
駅
前
分
院 

お
お
き
内
科
泌
尿
器

科
ク
リ
ニ
ッ
ク 

い
な
ば
眼
科
ク
リ
ニ

ッ
ク 

影
森
ク
リ
ニ
ッ
ク 

名 
 

称 

須
原 

靖
明 

稗
貫 

理
恵 

医
療
法
人
社
団
順

風
会 

医
療
法
人
社
団
美

苗
会 

医
療
法
人
社
団
菫

会 医
療
法
人
社
団
埼

西
会 開 

設 

者 

名 

入
間
市
仏
子
字
上
野
下
八
一
四

―
三 

入
間
市
扇
台
三
―
五
―
一
五 

上
尾
市
宮
本
町
三
―
二
―
二
〇

九 加
須
市
南
小
浜
六
三
一
―
一 

秩
父
市
野
坂
町
一
―
一
一
―
二

一 秩

父

市

下

影

森

九

三

九

―

二 

一
階 

所 
 

在 
 

地 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

指

定

年

月

日 



 

林
歯
科
ク
リ
ニ
ッ
ク 

み
き
歯
科
医
院 

松
澤
デ
ン
タ
ル
ク
リ

ニ
ッ
ク 

Ｓ
Ｎ
Ｏ
Ｗ 

Ｄ
Ｅ
Ｎ

Ｔ
Ａ
Ｌ 

Ｃ
Ｌ
Ｉ
Ｎ

Ｉ
Ｃ 

ホ
ワ
イ
ト
歯
科 

医
療
法
人
社
団
高
栄

会 

み
さ
と
中
央
ク

リ
ニ
ッ
ク 

鴻
巣
北
本
内
科
ク
リ

ニ
ッ
ク 

和
光
の
そ
ら
ク
リ
ニ

ッ
ク 

な
で
し
こ
眼
科 

か
と
う
整
形
外
科
・

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
科 

あ
さ
か
内
科
ク
リ
ニ

ッ
ク 

加
園 

将
之 

深
澤 

幹
典 

松
澤 

政
彦 

長
棹 

由
起 

一
和
多 

寿
樹 

医
療
法
人
社
団
高

栄
会 

石
坂 

匡
則 

医
療
法
人
白
い
翼 

清
水 
咲
子 

医
療
法
人
社
団
広

優
会 

医
療
法
人
社
団
Ｒ

Ｉ
Ｔ
Ａ 

八
潮
市
茜
町
一
―
三
―
二
パ
ー
ク

コ
ー
ト
ケ
ン
エ
イⅡ

 

一
〇
二 

熊
谷
市
西
別
府
一
八
三
八
―
六 

所
沢
市
青
葉
台
一
三
四
三
―
一 

飯
能
市
柳
町
二
二
―
一
六 

草
加
市
八
幡
町
一
五
三 

八
幡
ビ

ル
一
階 

三
郷
市
新
和
五
―
二
一
四 

北
本
市
東
間
五
―
六
四 

和
光
市
新
倉
一
―
一
二
―
五
九 

和
光
市
南
一
―
三
三
―
二
三 

志
木
市
本
町
五
―
一
〇
―
二
六 

広
優
ス
ク
エ
ア
志
木
一
階 

朝
霞
市
根
岸
台
三
―
二
〇
―
一 

く
み
ま
ち
モ
ー
ル
あ
さ
か
二
階 

令
和
四
年
八
月

十
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
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和 

ス
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し
ん
わ
薬
局 

セ
キ
薬
局 

伊
奈
栄

店 サ
ン
ド
ラ
ッ
グ
ふ
じ
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野
薬
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調
剤
薬
局
フ
ァ
ル
マ

テ
ラ
ス 

鶴
瀬 

ス
ギ
薬
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所
沢
旭

町
店 

Ｉ

Ｒ

Ｏ

Ｒ

Ｉ

薬

局 

飯
能
店 

ウ
エ
ル
シ
ア
薬
局
蕨

塚
越
店 

オ
リ
オ
ン
歯
科 

株
式
会
社
Ｇ
Ｌ
Ｏ

Ｒ
Ｉ
Ｏ
Ｕ
Ｓ 

Ｊ

Ａ
Ｐ
Ａ
Ｎ 

株
式
会
社
ス
ギ
薬

局 株
式
会
社
明
翔
メ

デ
ィ
カ
ル 

株
式
会
社
彩
香 

株
式
会
社
セ
キ
薬

品 株
式
会
社
サ
ン
ド

ラ
ッ
グ 

グ
ッ
ド
フ
ェ
ロ
ー

ズ
株
式
会
社 

株
式
会
社
ス
ギ
薬

局 株
式
会
社
Ｉ
Ｒ
Ｏ

Ｒ

Ｉ 

Ｌ

ａ

ｂ

ｏ.
 

ウ
エ
ル
シ
ア
薬
局 

株
式
会
社 

医
療
法
人
社
団
メ

デ
ィ
カ
ル
リ
ン
ク

ス 

入
間
市
高
倉
三
―
五
―
二
六 

ハ

イ
ラ
ー
ク
入
間
四
二
四
号
室 

和
光
市
南
一
―
三
三
―
二
二 

北
本
市
東
間
五
―
七
二
―
二 

三
郷
市
新
和
五
―
二
一
三
―
二 

北
足
立
郡
伊
奈
町
栄
二
―
五 

ふ
じ
み
野
市
ふ
じ
み
野
四
―
八
―

五
一 

富
士
見
市
鶴
瀬
東
一
―
一
〇
―
七 

マ
ル
ツ
一
〇
二
号
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所
沢
市
旭
町
二
四
―
一
八 

飯
能
市
仲
町
一
二
―
一
〇 

蕨
市
塚
越
五
―
六
―
三
五 

東
松
山
市
箭
弓
町
一
―
一
〇
―
一

二 

一
Ｆ 

令
和
六
年
五
月

一
日 
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和
六
年
六
月

一
日 
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六
年
六
月

一
日 
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六
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五
月

一
日 
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六
年
六
月

一
日 
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六
年
六
月

一
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六
年
五
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一
日 
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六
年
六
月

一
日 
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和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 
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ス
テ
ー
シ
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ス
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日
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看
護
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シ
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ン
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る 
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問
看
護
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テ
ー
シ
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ン
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リ
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ー
ル
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式
会
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ィ
群
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合
同
会
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ワ
ー
ク
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特
定
非
営
利
活
動

法
人
あ
お
い
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株
式
会
社
ア
ー
バ

ン
ア
ー
キ
テ
ッ
ク 

株
式
会
社
サ
ウ
レ

ケ
ア 

株
式
会
社
Ｋ
Ｕ
Ｒ

Ｏ
Ｋ
Ｏ 

合
同
会
社
Ｐ
Ａ
Ｌ 

株
式
会
社
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深
谷
市
新
戒
一
四
九
一
―
一 

幸
手
市
中
三
―
四
―
二
七
コ
ス
モ

コ
ー
ポ
一
〇
三
号
室 

富
士
見
市
西
み
ず
ほ
台
一
―
四
―

八
リ
ュ
バ
ン
ド
ー
ルⅡ

一
〇
二
号

室 北
足
立
郡
伊
奈
町
内
宿
台
六
―
四

一 富
士
見
市
羽
沢
二
―
一
六
―
七 

春
日
部
市
新
宿
新
田
三
三
五
―
一 

春
日
部
市
道
口
蛭
田
一
六
八
―
一

〇
サ
イ
ケ
ン
コ
ー
ポ
一
Ｆ
Ａ 

本
庄
市
早
稲
田
の
杜
五
―
一
二
―

五
Ｌ
ｕ
ａ
ｎ
早
稲
田
の
杜
〇
一
号

室 

  

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
四
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 



 

二 

指
定
施
術
機
関 

     

早
川 

翔 

葛
原 

直
樹 

岡
本 

美
智
子 

早
舩 

直
子 

矢
板 

徹
史 

増
田 

憲
治 

村
田 

健
壽 

氏 
 

名 

       

住 

所 

千
歳
烏
山
駅
前
鍼

灸
院 

ゆ
ず
の
樹
マ
ッ
サ

ー
ジ
治
療
院 

訪
問
医
療
マ
ッ
サ

ー
ジ
Ｋ
Ｅ
ｉ
Ｒ
Ｏ

Ｗ
保
谷
ス
テ
ー
シ

ョ
ン 

フ
レ
ア
ス
在
宅
マ

ッ
サ
ー
ジ
埼
玉
富

士
見
施
術
所 

Ｋ
Ｅ
ｉ
Ｒ
Ｏ
Ｗ
春

日
部 

Ｓ
Ｔ 

ひ
ま
わ
り
接
骨
院 

安
心
堂
整
骨
院
・

安
心
堂
鍼
灸
院 

名 
 

称 

施 
 

術 
 

所 

東
京
都
世
田
谷
区
南
烏
山
六
―

四
―
七
―
一
〇
三
（
二
Ｆ
） 

千
葉
県
市
川
市
稲
越
二
―
九
―

一
四
Ｉ
Ｓ
コ
ー
ト
稲
庄
一
階 

東
京
都
西
東
京
市
東
町
二
―
一

五
―
二
五
山
西
ビ
ル
二
〇
二 

富
士
見
市
針
ケ
谷
二
―
三
二
―

一
一
グ
ラ
ン
ド
ハ
イ
ツ
二
〇
二 

春
日
部
市
中
央
一
―
一
五
―
一 

草
加
市
八
幡
町
六
〇
七
―
四 

北
葛
飾
郡
杉
戸
町
本
郷
四
一
二

―
七 

所 

在 

地 

令
和
六
年
二
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

十
五
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
六
月

一
日 

令
和
六
年
五
月

十
六
日 

指

定

年

月

日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
六
十
二
号 

生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
四
十
九
条
及
び
第
五
十
五
条
第
一
項

並
び
に
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
並
び
に
永
住
帰
国
し
た
中
国
残
留
邦
人
等
及
び

特
定
配
偶
者
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十
号
）
第
十
四
条
第
四
項
に

お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
四
十
九
条
及
び
第
五
十
五
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
指
定
医
療
機
関
又
は
指
定
施
術
機
関
か
ら
、
次
の
と
お
り
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

一 

指
定
医
療
機
関 

   

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ

ョ
ン
ふ
わ
り 

ｏ
ｒ
ａ
ｎ
ｇ
ｅ
ｌ
ｅ
ｍ

ｏ
ｎ
ナ
ー
シ
ン
グ 

フ
ァ
ミ
リ
ー
フ
ァ
ー
ス

ト
ク
リ
ニ
ッ
ク 

坂
戸
消
化
器
内
視
鏡

ク
リ
ニ
ッ
ク 

名

称 

名

称 

所

在

地 

名

称 

開
設
者
名
称 

名

称 

名

称 

変

更

事

項 

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

地
域
包
括
看
護
セ
ン
タ
ー 

戸
田
市
笹
目
南
町
二
〇
―

一
七
信
斗
ビ
ル
二
Ｆ 

ナ
ー
ス
ケ
ア
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

ひ
だ
ま
り 

医
療
法
人
社
団
清
信
会 

ゆ
げ
ク
リ
ニ
ッ
ク 

早
川
医
院 変

更

前 

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
ふ

わ
り 

戸
田
市
笹
目
二
―
七
―
二

九 ｏ
ｒ
ａ
ｎ
ｇ
ｅ
ｌ
ｅ
ｍ
ｏ
ｎ

ナ
ー
シ
ン
グ 

医
療
法
人
社
団
Ｆ.

Ｆ.
Ｃ 

フ
ァ
ミ
リ
ー
フ
ァ
ー
ス
ト
ク

リ
ニ
ッ
ク 

坂
戸
消
化
器
内
視
鏡
ク
リ
ニ

ッ
ク 

変

更

後 



 

二 

指
定
施
術
機
関 

 

猪
鼻 

啓
之 

長
田 

功 

氏

名 

施
術
所 

施
術
所 

変

更

事

項 

所
在
地 

名

称 

所
在
地 

名

称 

東
京
都
新
宿
区
西
落
合

三
―
一
―
二
四
―
一
〇

二 落
合
南
長
崎
整
骨
院 

東
京
都
西
東
京
市
東
町

二
―
一
五
―
二
五
山
西

ビ
ル
二
〇
二 

訪
問
マ
ッ
サ
ー
ジ
Ｋ
Ｅ
ｉ

Ｒ
Ｏ
Ｗ 

保
谷
ス
テ
ー
シ

ョ
ン 

変

更

前 

所
沢
市
並
木
三
―
一
―

二
―
一
一
一 

け
や
き
の
森
整
骨
院 

所
沢
市
北
中
三
―
一
九

―
三
一
―
一
〇
一 

訪
問
マ
ッ
サ
ー
ジ
た
ん
ぽ

ぽ 

変

更

後 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
六
十
三
号 

生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
四
十
九
条
及
び
中
国
残
留
邦
人
等
の

円
滑
な
帰
国
の
促
進
並
び
に
永
住
帰
国
し
た
中
国
残
留
邦
人
等
及
び
特
定
配
偶
者
の
自
立
の
支
援

に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十
号
）
第
十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の

と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
四
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
指
定
医
療
機
関
か
ら
、
次
の
と
お
り
廃
止
の

届
出
が
あ
っ
た
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

 

い
な
ば
眼
科
ク
リ
ニ
ッ

ク お
お
き
内
科
泌
尿
器
科

ク
リ
ニ
ッ
ク 

愛
仁
ク
リ
ニ
ッ
ク 

谷
塚
歯
科
ク
リ
ニ
ッ
ク 

小
野
整
形
外
科
医
院 

あ
さ
か
内
科
ク
リ
ニ
ッ

ク 和
光
の
そ
ら
ク
リ
ニ
ッ

ク 

名 

称 

秩
父
市
野
坂
町
一
―
一
一
―
二
一 

加
須
市
南
小
浜
六
三
三
―
一 

上
尾
市
上
町
一
―
八
―
一
一 

草
加
市
瀬
崎
三
―
四
一
―
二
八
メ
ゾ
ン
フ
ジ

一
Ｆ 

入
間
市
仏
子
上
野
下
八
一
四
―
三 

朝
霞
市
根
岸
台
三
―
二
〇
―
一 

和
光
市
新
倉
一
―
一
二
―
五
九 

所 
在 

地 

令
和
六
年
四
月
三
十

日 令
和
六
年
四
月
三
十

日 令
和
六
年
四
月
二
十

日 令
和
六
年
四
月
二
十

一
日 

令
和
六
年
四
月
三
十

日 令
和
六
年
四
月
三
十

日 令
和
六
年
四
月
三
十

日 

廃
止
年
月
日 



 

Ｉ
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｉ
薬
局 

飯

能
店 

す
ば
る
薬
局 

ウ
エ
ル
シ
ア
薬
局 

蕨

塚
越
店 

パ
ル
ト
薬
局 

つ
る
せ
薬
局 

し
ん
わ
薬
局 

日
高
土
肥
歯
科
医
院 

林
歯
科
ク
リ
ニ
ッ
ク 

医
療
法
人
社
団 

仁
歯

会 

オ
リ
オ
ン
歯
科 

医
療
法
人
社
団 

高
栄

会 

み
さ
と
中
央
ク
リ

ニ
ッ
ク 

は
や
し
整
形
外
科 

飯
能
市
仲
町
一
二
―
一
〇 

本
庄
市
児
玉
町
八
幡
山
三
二
七
―
三 

蕨
市
塚
越
五
―
六
―
三
五 

八
潮
市
大
瀬
六
―
五
―
一
Ｔ
Ｘ
ア
ベ
ニ
ュ
ー

八
潮 

富
士
見
市
鶴
瀬
東
一
―
九
―
三
一 

三
郷
市
中
央
一
―
四
―
一
二 

日
高
市
高
麗
川
一
―
六
―
四
四 

八
潮
市
茜
町
一
―
三
―
二
パ
ー
ク
コ
ー
ト
ケ

ン
エ
イⅡ

一
〇
二 

東
松
山
市
箭
弓
町
一
―
一
〇
―
一
二
田
口
ビ

ル
一
Ｆ
・
二
Ｆ 

三
郷
市
中
央
一
―
四
―
一
三 

三
郷
市
駒
形
一
〇
五
―
二 

令
和
六
年
四
月
三
十

日 令
和
六
年
四
月
三
十

日 令
和
六
年
四
月
三
十

日 令
和
六
年
四
月
三
十

日 令
和
六
年
四
月
三
十

日 令
和
六
年
四
月
三
十

日 令
和
五
年
十
二
月
二

十
二
日 

令
和
四
年
八
月
九
日 

平
成
三
十
年
三
月
三

十
一
日 

令
和
六
年
四
月
三
十

日 令
和
六
年
五
月
九
日 



           

訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ

ン
ふ
じ
み 

          

富
士
見
市
鶴
馬
三
三
六
〇
―
一 

          

令
和
六
年
三
月
三
十

一
日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
六
十
四
号 

生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
四
十
九
条
及
び
中
国
残
留
邦
人
等
の

円
滑
な
帰
国
の
促
進
並
び
に
永
住
帰
国
し
た
中
国
残
留
邦
人
等
及
び
特
定
配
偶
者
の
自
立
の
支
援

に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十
号
）
第
十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の

と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
四
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
指
定
医
療
機
関
か
ら
、
次
の
と
お
り
辞
退
の

届
出
が
あ
っ
た
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

  

は
せ
が
わ
フ
ァ
ミ
リ
ー

歯
科 

所

沢

に

こ

歯

科

医

院 

ブ
ラ
ン
ズ
タ
ワ
ー
所
沢

院 

名 
 

称 

志
木
市
幸
町
一
―
八
―
五
〇
東
京
電

力
パ
ワ
ー
グ
リ
ッ
ド
志
木
支
社
一
Ｆ 

所
沢
市
東
町
一
二
―
一
〇
ブ
ラ
ン
ズ

タ
ワ
ー
所
沢
二
階 

所 
 

在 
 

地 

令
和
六
年
六
月
二
十
四
日 

令
和
六
年
五
月
一
日 

辞

退

年

月

日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
六
十
五
号 

生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
四
十
九
条
及
び
中
国
残
留
邦
人
等
の

円
滑
な
帰
国
の
促
進
並
び
に
永
住
帰
国
し
た
中
国
残
留
邦
人
等
及
び
特
定
配
偶
者
の
自
立
の
支
援

に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十
号
）
第
十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の

と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
四
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
指
定
医
療
機
関
か
ら
、
次
の
と
お
り
再
開
の

届
出
が
あ
っ
た
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

       

坂
戸
消
化
器
内
視
鏡
ク

リ
ニ
ッ
ク 名 

称 

      

坂
戸
市
中
小
板
八
九
九
―
五 

所 
在 

地 

      
令
和
六
年
四
月
二
十

三
日 

再
開
年
月
日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
六
十
六
号 

生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
五
十
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
介
護
扶
助
の
た
め
の
居
宅
介
護
等
及
び
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
並
び
に
永
住

帰
国
し
た
中
国
残
留
邦
人
等
及
び
特
定
配
偶
者
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律

第
三
十
号
）
第
十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
五
十
四

条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
介
護
支
援
給
付
の
た
め
の
居
宅
介
護
等
を
担
当
す
る
機
関
と
し 

て
、
次
の
者
を
指
定
し
た
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

 

社
会
福
祉
法
人
埼

玉
医
療
福
祉
会 

丸
木
記
念
福
祉
メ

デ
ィ
カ
ル
セ
ン
タ

ー 

名
称 

入
間
郡
毛
呂
山

町
毛
呂
本
郷
三

八 

所
在
地 

社
会
福
祉
法
人

埼
玉
医
療
福
祉

会 

開
設
者
名 

介
護
予
防
居
宅

療
養
管
理
指
導 

居
宅
療
養
管
理

指
導 

サ
ー
ビ
ス
の
種
類 

令
和
六
年
三
月
一

日 

指
定
年
月
日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
六
十
七
号 

生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
五
十
四
条
の
二
第
一
項
及
び
中
国
残

留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
並
び
に
永
住
帰
国
し
た
中
国
残
留
邦
人
等
及
び
特
定
配
偶
者
の

自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十
号
。
以
下
「
中
国
残
留
邦
人
等
支
援
法
」

と
い
う
。
）
第
十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
五
十
四

条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
介
護
機
関
（
同
条
第
二
項
及
び
中
国
残
留
邦
人
等
支
援
法
第

十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
五
十
四
条
の
二
第
二
項

の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項
の
指
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
介
護
機
関
を
含
む
。
）
か
ら
、

次
の
と
お
り
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

さ
く
ら
薬
局
神
川
店 

さ
く
ら
薬
局
所
沢
東

口
店 

さ
く
ら
薬
局
所
沢
若

狭
店 

さ
く
ら
薬
局
所
沢
店 

ク
ラ
フ
ト
さ
く
ら
薬
局

狭
山
店 

名
称 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

変
更
事
項 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

 

変
更
前 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

 
変
更
後 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 
介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

サ
ー
ビ
ス
の
種
類 



 

さ
く
ら
薬
局
東
松
山

店 さ
く
ら
薬
局
春
日
部

店 さ
く
ら
薬
局
春
日
部

六
軒
町
店 

ク
ラ
フ
ト
薬
局
春
日

部
永
沼
店 

さ
く
ら
薬
局
春
日
部

駅
前
店 

さ
く
ら
薬
局
鴻
巣
生

出
塚
店 

さ
く
ら
薬
局
上
戸
田

店 あ
け
ぼ
の
薬
局
久
喜

店 さ
く
ら
薬
局 
柳
瀬

川
駅
前
店 

あ
け
ぼ
の
薬
局
久
喜

２
号
店 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 
 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 



 

さ
く
ら
薬
局
行
田
店 

さ
く
ら
薬
局
幸
手
中

店 さ
く
ら
薬
局 
戸
田

新
曽
南
店 

さ
く
ら
薬
局 

春
日

部
藤
塚
店 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

事
業
者
所

在
地 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
丸
の
内
一
―

一
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
一
―

三
―
一 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管

理
指
導 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
六
十
八
号 

生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
五
十
四
条
の
二
第
一
項
及
び
中
国
残

留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
並
び
に
永
住
帰
国
し
た
中
国
残
留
邦
人
等
及
び
特
定
配
偶
者
の

自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十
号
。
以
下
「
中
国
残
留
邦
人
等
支
援
法
」

と
い
う
。
）
第
十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
五
十
四

条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
介
護
機
関
（
同
条
第
二
項
及
び
中
国
残
留
邦
人
等
支
援
法
第

十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
五
十
四
条
の
二
第
二
項

の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項
の
指
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
介
護
機
関
を
含
む
。
）
か
ら
、

次
の
と
お
り
休
止
の
届
出
が
あ
っ
た
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

  

ケ
ア
プ
ラ
ン 

わ

せ
だ 

名
称 

三
郷
市
早
稲
田
五
―
二
〇

―
五 

所
在
地 

居
宅
介
護
支
援 

サ
ー
ビ
ス
の
種
類 

令
和
六
年
四
月
一
日 

休
止
年
月
日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
六
十
九
号 

生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
五
十
四
条
の
二
第
一
項
及
び
中
国
残

留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
並
び
に
永
住
帰
国
し
た
中
国
残
留
邦
人
等
及
び
特
定
配
偶
者
の

自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十
号
。
以
下
「
中
国
残
留
邦
人
等
支
援
法
」

と
い
う
。
）
第
十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
五
十
四

条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
介
護
機
関
（
同
条
第
二
項
及
び
中
国
残
留
邦
人
等
支
援
法
第

十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
生
活
保
護
法
第
五
十
四
条
の
二
第
二
項

の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項
の
指
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
介
護
機
関
を
含
む
。
）
か
ら
、

次
の
と
お
り
廃
止
の
届
出
が
あ
っ
た
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

             

医
療
法
人
社
団
全
仁

会 

埼
玉
筑
波
病
院 

埼
玉
筑
波
病
院 

指

定
居
宅
介
護
支
援
事

業
所 

ウ
エ
ル
シ
ア
薬
局
蕨

塚
越
店 

名
称 

北
葛
飾
郡
松
伏
町

築
比
地
四
二
〇 

北
葛
飾
郡
松
伏
町

築
比
地
番
匠
四
二

〇 蕨
市
塚
越
五
―
六

―
三
五 所

在
地 

介
護
療
養
型
医
療
施

設 居
宅
介
護
支
援 

介
護
予
防
居
宅
療
養

管
理
指
導 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

サ
ー
ビ
ス
の
種
類 

令
和
二
年
七
月
三
十

一
日 

令
和
二
年
三
月
三
十

一
日 

令
和
六
年
四
月
三
十

日 

廃
止
年
月
日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
七
十
号 

 
身
体
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
八
十
三
号
）
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
り
医
師
を
指
定
し
た
の
で
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
施
行
細
則
（
平
成
五
年
埼
玉
県
規
則
第
三
十

九
号
）
第
一
条
の
規
定
に
よ
り
告
示
す
る
。 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

 



新
澤 

恵 

田
巻 

佐
和
子 

高
野 

弘
志 

井
上 

芳
郎 

若
山 

知
薫 

医
師
の
氏
名 

視
覚
障
害 

ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸
機

能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

呼
吸
器
機
能
障
害 

指
定
障
害
区
分 

眼
科 

外
科 

心
臓
血
管
外
科 

内
科
学 

呼
吸
器
内
科 

診
療
科
名 

め
ぐ
み
眼
科 

医

療

法

人

財

団

聖

蹟

会 

埼
玉
県
央
病
院 

社
会
医
療
法
人
社
団
埼
玉

巨
樹
の
会 

新
久
喜
総
合

病
院 

明
海
大
学
歯
学
部
附
属 

明

海
大
学
病
院 

医
療
法
人
社
団 

春
日
部

さ
く
ら
病
院 

医
療
機
関
の
名
称 

ふ
じ
み
野
市
上
福
岡
一
―
七

―
二
十
七 

第
二
上
福
岡
ア

サ
ヒ
ビ
ル
五
Ｆ 

桶
川
市
坂
田
千
七
百
二
十

六 久
喜
市
上
早
見
四
百
十
八

―
一 

坂
戸
市
け
や
き
台
一
―
一 

春
日
部
市
金
崎
七
百
二
―

一 

医
療
機
関
の
所
在
地 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
五
月
一
日 

令
和
六
年
四
月
一
日 

令
和
六
年
四
月
一
日 

令
和
六
年
三
月
二
十
二
日 

指
定
年
月
日 

 



石
井 

健
太 

村 

美
歩 

志
水 

智
香 

大
竹 

祐
毅 

横
山 

達
郎 

聴
覚
障
害
、
平
衡
機
能

障
害
、
音
声
・
言
語
機

能
障
害
、
そ
し
ゃ
く
機

能
障
害 

聴
覚
障
害
、
平
衡
機
能

障
害
、
音
声
・
言
語
機

能
障
害
、
そ
し
ゃ
く
機

能
障
害 

視
覚
障
害 

視
覚
障
害 

視
覚
障
害 

耳
鼻
咽
喉
科 

耳
鼻
咽
喉
科 

眼
科 

眼
科 

眼
科 

戸
田
わ
ら
び
み
み
は
な
の
ど

ク
リ
ニ
ッ
ク 

医
療
法
人
社
団
は
な
ぶ
さ
会 

伊
奈
ｅ
ｎ
ｔ
ク
リ
ニ
ッ
ク 

医

療

法

人

社

団

協

友

会 

吉
川
中
央
総
合
病
院 

北
里
大
学
メ
デ
ィ
カ
ル
セ
ン

タ
ー 

医
療
法
人
社
団
武
蔵
野
会 

Ｔ
Ｍ
Ｇ
あ
さ
か
医
療
セ
ン
タ

ー 

蕨
市
錦
町
一
―
十
二
―
一

ビ
バ
モ
ー
ル
蕨
錦
町
メ
デ
ィ

カ
ル
ゾ
ー
ン 

北
足
立
郡
伊
奈
町
大
針
八

百
十
四
―
一 

吉
川
市
平
沼
百
十
一 

北
本
市
荒
井
六
―
百 

朝
霞
市
溝
沼
千
三
百
四
十

―
一 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

 



福
原 

理
恵
子 

仲
田 

杏
子 

戸
倉 

直
実 

中
上 

徹 
聴
覚
障
害
、
平
衡
機
能

障
害
、
音
声
・
言
語
機

能
障
害
、
そ
し
ゃ
く
機

能
障
害 

聴
覚
障
害
、
平
衡
機
能

障
害
、
音
声
・
言
語
機

能
障
害
、
そ
し
ゃ
く
機

能
障
害 

平
衡
機
能
障
害
、
音

声
・
言
語
機
能
障
害
、

そ
し
ゃ
く
機
能
障
害
、

肢
体
不
自
由 

平
衡
機
能
障
害
、
音

声
・
言
語
機
能
障
害
、

そ
し
ゃ
く
機
能
障
害
、

肢
体
不
自
由 

耳
鼻
咽
喉
科 

耳
鼻
咽
喉
科 

神
経
内
科 

脳
神
経
内
科 

医

療

法

人

社

団

協

友

会 

吉
川
中
央
総
合
病
院 

岸
田
医
院 

医
療
法
人
財
団
東
京
勤
労

者
医
療
会 

み
さ
と
協
立
病

院 埼
玉
医
科
大
学
国
際
医
療

セ
ン
タ
ー 

吉
川
市
平
沼
百
十
一 

久
喜
市
外
野
四
百
六
十
六

―
一 

三
郷
市
田
中
新
田
二
百
七

十
三
―
一 

日
高
市
山
根
千
三
百
九
十

七
―
一 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

 



時
崎 

暢 

永
井 

太
朗 

泉 

亮
良 

中
谷 

幸
太
郎 

河
野 

航 

肢
体
不
自
由 

肢
体
不
自
由 

肢
体
不
自
由 

肢
体
不
自
由 

聴
覚
障
害
、
平
衡
機
能

障
害
、
音
声
・
言
語
機

能
障
害
、
そ
し
ゃ
く
機

能
障
害 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

ョ
ン
科 

整
形
外
科 

整
形
外
科 

脳
神
経
外
科 

耳
鼻
咽
喉
科 

医

療

法

人

社

団

愛

友

会 

上
尾
中
央
総
合
病
院 

医

療

法

人

社

団

東

光

会 
戸
田
中
央
総
合
病
院 

埼
玉
医
科
大
学
病
院 

な
か
や
頭
痛
脳
神
経
ク
リ
ニ

ッ
ク 

独
立
行
政
法
人
国
立
病
院

機
構
埼
玉
病
院 

上
尾
市
柏
座
一
―
十
―
十 

戸
田
市
本
町
一
―
十
九
―

三 入
間
郡
毛
呂
山
町
毛
呂
本

郷
三
十
八 

ふ
じ
み
野
市
上
福
岡
一
―
六

―
二
十
三 

Ｍ
Ｄ
ビ
ル
一
階 

和
光
市
諏
訪
二
―
一 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 



野
末 

睦 

金
子 

聡 

齊
藤 

航
平 

千
田 

洸
平 

渡
邊 

拓
也 

肢
体
不
自
由 

肢
体
不
自
由 

肢
体
不
自
由
、
呼
吸
器

機
能
障
害 

肢
体
不
自
由 

肢
体
不
自
由 

内
科
・
外
科 

脳
神
経
外
科 

総
合
診
療
内
科 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

ョ
ン
科 

骨
軟
部
組
織
腫
瘍

科
、
整
形
外
科 

医
療
法
人
あ
い
友
会 

あ
い

熊
谷
ク
リ
ニ
ッ
ク 

医
療
法
人
秀
和
会 

秀
和

総
合
病
院 

医
療
法
人
社
団
ケ
ア
・
ト
ラ

ス
ト 

東
松
山
在
宅
診
療

所 国
立
障
害
者
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
病
院 

埼
玉
医
科
大
学
国
際
医
療

セ
ン
タ
ー 

熊
谷
市
筑
波
二
―
四
十
八

―
一
熊
谷
大
栄
ビ
ル
二
階 

春
日
部
市
谷
原
新
田
千
二

百 東
松
山
市
神
明
町
二
―
十

六
―
十
五 

所
沢
市
並
木
四
―
一 

日
高
市
山
根
千
三
百
九
十

七
―
一 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

 



清
水 

篤 

中
村 

龍
太 

榎
本 

真
也 

水
野 

諭
児 

西
島 

豊 

心
臓
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

肢
体
不
自
由 

肢
体
不
自
由 

肢
体
不
自
由 

心
臓
血
管
外
科 

循
環
器
内
科 

脳
神
経
外
科 

内
科 

整
形
外
科 

社
会
医
療
法
人
財
団
石
心

会 

埼
玉
石
心
会
病
院 

ザ
・
ハ
ー
ト
ク
リ
ニ
ッ
ク
八

潮 医

療

法

人

社

団

淳

真

会 

榎
本
医
院 

医
療
法
人
眞
美
会 

麻
見

江
ホ
ス
ピ
タ
ル 

社

会

医

療

法

人

壮

幸

会 

行
田
ク
リ
ニ
ッ
ク 

狭
山
市
入
間
川
二
―
三
十

七
―
二
十 

八
潮
市
大
瀬
三
―
五
―
五 

上
尾
市
中
分
一
―
二
十
八

―
七 

比
企
郡
鳩
山
町
大
橋
千
六

十
六 

行
田
市
持
田
三
百
九
十
五

―
一 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 



前
野 

吉
夫 

比
企 

優 

矢

 

義
行 

中
村 

浩
章 

後
藤 

貢
士 

心
臓
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

内
科
、
循
環
器
内

科 循
環
器
内
科 

循
環
器
内
科 

循
環
器
内
科 

循
環
器
科 

宗
岡
み
ら
い
内
科
ハ
ー
ト
ク

リ
ニ
ッ
ク 

医
療
法
人 

新
井
病
院 

医

療

法

人

社

団

愛

友

会 

三
郷
中
央
総
合
病
院 

医
療
法
人
秀
和
会 

秀
和

総
合
病
院 

日
本
赤
十
字
社 

深
谷
赤

十
字
病
院 

志
木
市
中
宗
岡
三
―
二
―

二
十 

久
喜
市
久
喜
中
央
二
―
二

―
二
十
八 

三
郷
市
中
央
四
―
五
―
一 

春
日
部
市
谷
原
新
田
千
二

百 深
谷
市
上
柴
町
西
五
―
八

―
一 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 



相
馬 

悠 

須
藤 

利
雄 

眞
田 

大
介 

木
村 

純
人 

佐
々
木 

大
輔 

じ
ん
臓
機
能
障
害 

じ
ん
臓
機
能
障
害
、
ぼ

う
こ
う
又
は
直
腸
機
能

障
害 

じ
ん
臓
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

腎
臓
内
科 

泌
尿
器
科 

腎
臓
内
科 

小
児
科 

内
科 

医

療

法

人

社

団

愛

友

会 

上
尾
中
央
総
合
病
院 

あ
い
し
ん
ク
リ
ニ
ッ
ク 

医
療
法
人
真
生
会 

真
田
医

院 北
里
大
学
メ
デ
ィ
カ
ル
セ
ン

タ
ー 

医

療

法

人

社

団

協

友

会 

八
潮
中
央
総
合
病
院 

上
尾
市
柏
座
一
―
十
―
十 

比
企
郡
嵐
山
町
む
さ
し
台
三

―
二
十
七
―
一 

比
企
郡
小
川
町
み
ど
り
が
丘

二
―
二
―
二 

北
本
市
荒
井
六
―
百 

八
潮
市
南
川
崎
八
百
四
十

五 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 



佐
藤 

啓
資 

永
倉 

一
武 

巴 

ひ
か
る 

岡
崎 

玲 

松
木 

久
住 

じ
ん
臓
機
能
障
害 

じ
ん
臓
機
能
障
害
、
ぼ

う
こ
う
又
は
直
腸
機
能

障
害 

じ
ん
臓
機
能
障
害
、
ぼ

う
こ
う
又
は
直
腸
機
能

障
害 

じ
ん
臓
機
能
障
害 

じ
ん
臓
機
能
障
害 

内
科 

泌
尿
器
科
、
人
工

透
析
内
科 

泌
尿
器
科 

腎
臓
内
科 

腎
臓
内
科 

医
療
法
人
三
愛
会 
三
愛

会
総
合
病
院 

医

療

法

人

財

団

聖

蹟

会 

埼
玉
県
央
病
院 

社
会
医
療
法
人
財
団
石
心

会 

さ
や
ま
総
合
ク
リ
ニ
ッ

ク 医

療

法

人

社

団

協

友

会 

八
潮
中
央
総
合
病
院 

医
療
法
人
秀
和
会 

秀
和

総
合
病
院 

三
郷
市
彦
成
二
―
三
百
四

十
二 

桶
川
市
坂
田
千
七
百
二
十

六 狭
山
市
入
間
川
四
―
十
五

―
二
十
五 

八
潮
市
南
川
崎
八
百
四
十

五 春
日
部
市
谷
原
新
田
千
二

百 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 



太
田 

池
恵 

大
熊 

康
介 

尾
辻 

尚
龍 

君
塚 

善
文 

小
熊 

秀
隆 

呼
吸
器
機
能
障
害 

呼
吸
器
機
能
障
害 

呼
吸
器
機
能
障
害 

呼
吸
器
機
能
障
害 

じ
ん
臓
機
能
障
害 

内
科
・
呼
吸
器
科 

呼
吸
器
内
科 

呼
吸
器
内
科 

感
染
症
・
呼
吸
器

内
科 

内
科 

医

療

法

人

社

団

鴻

愛

会 

こ
う
の
す
共
生
病
院 

医

療

法

人

財

団

明

理

会 
イ
ム
ス
富
士
見
総
合
病
院 

医

療

法

人

社

団

協

友

会 

八
潮
中
央
総
合
病
院 

防
衛
医
科
大
学
校
病
院 

医
療
法
人
寿
鶴
会 

菅
野

病
院 

鴻
巣
市
上
谷
二
千
七
十
三

―
一 

富
士
見
市
鶴
馬
一
九
六
七

―
一 

八
潮
市
南
川
崎
八
百
四
十

五 所
沢
市
並
木
三
―
二 

和
光
市
本
町
二
十
八
―
三 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 



水
澤 

由
樹 

松
村 

真
樹 

黒
住 

顕 

青
木 

寛
明 

佐
野 

直
樹 

ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸
機

能
障
害 

ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸
機

能
障
害
、
小
腸
機
能
障

害 ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸
機

能
障
害 

ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸
機

能
障
害
、
小
腸
機
能
障

害 ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸
機

能
障
害 

外
科 

外
科 

泌
尿
器
科 

消
化
器
外
科 

消
化
器
外
科 

秩
父
市
立
病
院 

医
療
法
人
顕
正
会 

蓮
田

病
院 

日
本
赤
十
字
社 

深
谷
赤

十
字
病
院 

木
ノ
内
在
宅
ク
リ
ニ
ッ
ク
加

須 医
療
法
人
三
愛
会 

三
愛

会
総
合
病
院 

秩
父
市
桜
木
町
八
―
九 

蓮
田
市
根
金
千
六
百
六
十

二
―
一 

深
谷
市
上
柴
町
西
五
―
八

―
一 

加
須
市
三
俣
二
―
八
―
十

二 三
郷
市
彦
成
二
―
三
百
四

十
二 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

 



飯
塚 

泰
弘 

渡
辺 

翔 

尾
花 

優
一 

肝
臓
機
能
障
害 

小
腸
機
能
障
害 

ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸
機

能
障
害 

消
化
器
内
科 

消
化
器
内
科 

外
科 

医
療
法
人
秀
和
会 

秀
和

総
合
病
院 

草
加
市
立
病
院 

医

療

法

人

社

団

協

友

会 

メ
デ
ィ
カ
ル
ト
ピ
ア
草
加
病

院 

春
日
部
市
谷
原
新
田
千
二

百 草
加
市
草
加
二
―
二
十
一

―
一 

草
加
市
谷
塚
一
―
十
一
―

十
八 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

令
和
六
年
六
月
十
四
日 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
七
十
一
号 

 
身
体
障
害
者
福
祉
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
七
十
八
号
）
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に

よ
り
指
定
の
辞
退
が
あ
っ
た
の
で
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
施
行
細
則
（
平
成
五
年
埼
玉
県
規
則
第

三
十
九
号
）
第
一
条
の
規
定
に
よ
り
告
示
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 



金
尾 

健
人 

石
井 

武 

竹
内 

博 

東
山 

文
彦 

若
林 

清
仁 

水
田 

哲
明 

医
師
の
氏
名 

ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸
機
能
障

害 肝
臓
機
能
障
害 

肢
体
不
自
由
、
じ
ん
臓
機
能

障
害 

じ
ん
臓
機
能
障
害 

じ
ん
臓
機
能
障
害 

ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸
機
能
障

害 
指
定
障
害
区
分 

埼
玉
医
科
大
学
国
際
医
療
セ
ン
タ
ー 

医
療
法
人
秀
和
会 
秀
和
総
合
病
院 

医
療
法
人
江
愛
会 

た
け
う
ち
ク
リ
ニ
ッ

ク 医
療
法
人
社
団
陽
山
会 

陽
山
会
ク
リ
ニ

ッ
ク 

医
療
法
人
社
団
陽
山
会 

陽
山
会
ク
リ
ニ

ッ
ク 

医
療
法
人
社
団
協
友
会 

吉
川
中
央
総
合

病
院 

医
療
機
関
の
名
称 

日
高
市
山
根
千
三
百
九
十
七

―
一 

春
日
部
市
谷
原
新
田
千
二
百 

三
郷
市
彦
成
一
―
二
百
二
十

六 蓮
田
市
馬
込
五
―
百
九
十
八 

蓮
田
市
馬
込
五
―
百
九
十
八 

吉
川
市
平
沼
百
十
一 

医
療
機
関
の
所
在
地 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日 

令
和
六
年
三
月
八
日 

令
和
六
年
三
月
一
日 

令
和
六
年
三
月
一
日 

令
和
五
年
六
月
三
十
日 

辞
退
年
月
日 



 

須
田 

伸 

下
田 

学 

八
鍬 

幸
彦 

野
中 

英
臣 

西
牧 

謙
吾 

須
山 

太
助 

 

じ
ん
臓
機
能
障
害 

免
疫
機
能
障
害 

肢
体
不
自
由 

ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸
機

能
障
害 

肢
体
不
自
由 

ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸
機

能
障
害 

 

草
加
市
立
病
院 

医
療
法
人
社
団
爽
緑
会 

ふ
た
ば
在
宅
ク
リ
ニ
ッ
ク 

八
鍬
整
形
外
科
医
院 

医
療
法
人
社
団
明
芳
会 

イ
ム
ス
三
芳
総
合
病
院 

国
立
障
害
者
リ
ハ
ビ
リ
テ

ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
病
院 

医
療
法
人
社
団
明
芳
会 

イ
ム
ス
三
芳
総
合
病
院 

 

草
加
市
草
加
二
―
二
十
一
―
一 

久
喜
市
久
喜
東
一
―
二
―
五 

東
山
ビ

ル
三
Ｆ
―
Ａ 

飯
能
市
緑
町
十
六
―
二 

入
間
郡
三
芳
町
藤
久
保
九
百
七
十
四
―

三 所
沢
市
並
木
四
―
一 

入
間
郡
三
芳
町
藤
久
保
九
百
七
十
四
―

三 

 

令
和
六
年
四
月
一
日 

令
和
六
年
四
月
一
日 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日 



 

                 

  

 

金 

潤
澤 

松
岡 

佑
季 

星
田 

茂 

塚
田 

訓
久 

木
村 

民
蔵 

肢
体
不
自
由 

じ
ん
臓
機
能
障
害 

聴
覚
障
害
、
平
衡
機
能
障

害
、
音
声
・
言
語
機
能
障

害
、
そ
し
ゃ
く
機
能
障
害 

免
疫
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

埼
玉
医
科
大
学
病
院 

医
療
法
人
社
団
泰
恵
会 

め
ぐ

み
台
ク
リ
ニ
ッ
ク 

社
会
医
療
法
人
社
団
埼
玉
巨
樹

の
会 

新
久
喜
総
合
病
院 

独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構 

東
埼
玉
病
院 

防
衛
医
科
大
学
校
病
院 

入
間
郡
毛
呂
山
町
毛
呂
本
郷
三
十
八 

比
企
郡
川
島
町
吹
塚
九
百
九
十
八
―

三 久
喜
市
上
早
見
四
百
十
八
―
一 

蓮
田
市
黒
浜
四
千
百
四
十
七 

所
沢
市
並
木
三
―
二 

令
和
六
年
五
月
十
七
日 

令
和
六
年
四
月
十
日 

令
和
六
年
四
月
八
日 

令
和
六
年
四
月
一
日 

令
和
六
年
四
月
一
日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
七
十
二
号 

 
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
の
概
要
等
に
つ
い
て
、
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り

公
告
し
、
及
び
当
該
届
出
等
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

届
出
の
概
要
等 

 

イ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地 

 
 

 

東
松
山
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
ス
ク
エ
ア
シ
ル
ピ
ア 

 
 

 

埼
玉
県
東
松
山
市
松
葉
町
四
丁
目
三
千
五
百
七
十
六
番
一
外 

 

ロ 

変
更
の
概
要 

大
規
模
小
売
店
舗
に
お
い
て
小
売
業
を
行
う
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人

に
あ
っ
て
は
代
表
者
の
氏
名 

（
変
更
前
）
株
式
会
社
ヤ
オ
コ
ー 

代
表
取
締
役 
川
野
澄
人 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
川
越
市
新
宿
町
一
丁
目
十
番
地
一 
外 
計
五
者 

（
変
更
後
）
株
式
会
社
ヤ
オ
コ
ー 

代
表
取
締
役 

川
野
澄
人 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
川
越
市
新
宿
町
一
丁
目
十
番
地
一 

外 

計
四
者 

 

ハ 

変
更
年
月
日 

 
 

 

令
和
六
年
五
月
七
日 

外 

 

ニ 

届
出
年
月
日 

 
 

 

令
和
六
年
六
月
十
一
日 

二 

縦
覧
期
間 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
令
和
六
年
十
月
二
十
八
日
ま
で 

三 

縦
覧
場
所 

 
 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 

 
 

埼
玉
県
川
越
比
企
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー
東
松
山
事
務
所 

四 

意
見
書
の
提
出 

 
 

大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
大
規
模
小
売
店
舗
の
周
辺 

 

の
地
域
の
生
活
環
境
の
保
持
の
た
め
配
慮
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
意
見
を
有
す
る
者
は
、
県
に 

 

対
し
、
意
見
書
の
提
出
に
よ
り
、
こ
れ
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

イ 

意
見
書
提
出
期
間 

 
 

 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
令
和
六
年
十
月
二
十
八
日
ま
で 

 

ロ 

意
見
書
提
出
先 



 
 

 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
七
十
三
号 

 
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
の
概
要
等
に
つ
い
て
、
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り

公
告
し
、
及
び
当
該
届
出
等
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

届
出
の
概
要
等 

 

イ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地 

 
 

 

東
松
山
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
ス
ク
エ
ア
シ
ル
ピ
ア 

 
 

 

埼
玉
県
東
松
山
市
松
葉
町
四
丁
目
三
千
五
百
七
十
六
番
一
外 

 

ロ 

変
更
の
概
要 

大
規
模
小
売
店
舗
に
お
い
て
小
売
業
を
行
う
者
の
開
店
時
刻
及
び
閉
店
時
刻 

（
変
更
前
）
午
前
十
時
か
ら
午
後
八
時
ま
で 

 
 

 
 

 

午
前
九
時
か
ら
午
後
十
時
ま
で 

 
 

 

（
変
更
後
）
午
前
九
時
か
ら
午
後
十
時
ま
で 

 

ハ 

変
更
年
月
日 

 
 

 

令
和
六
年
八
月
九
日 

 

ニ 

届
出
年
月
日 

 
 

 

令
和
六
年
六
月
十
一
日 

二 

縦
覧
期
間 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
令
和
六
年
十
月
二
十
八
日
ま
で 

三 

縦
覧
場
所 

 
 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 

 
 

埼
玉
県
川
越
比
企
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー
東
松
山
事
務
所 

四 

意
見
書
の
提
出 

 
 

大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
大
規
模
小
売
店
舗
の
周
辺 

 

の
地
域
の
生
活
環
境
の
保
持
の
た
め
配
慮
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
意
見
を
有
す
る
者
は
、
県
に 

 

対
し
、
意
見
書
の
提
出
に
よ
り
、
こ
れ
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

イ 

意
見
書
提
出
期
間 

 
 

 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
令
和
六
年
十
月
二
十
八
日
ま
で 

 

ロ 

意
見
書
提
出
先 

 
 

 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
七
十
四
号 

 
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
の
概
要
等
に
つ
い
て
、
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り

公
告
し
、
及
び
当
該
届
出
等
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

届
出
の
概
要
等 

 

イ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地 

 
 

 

ヤ
オ
コ
ー
深
谷
国
済
寺
店 

 
 

 

埼
玉
県
深
谷
市
国
済
寺
字
並
木
道
西
五
百
二
十
二
―
三
外 

 

ロ 

変
更
の
概
要 

 
 

 

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地 

 
 

 

（
変
更
前
）
ヤ
オ
コ
ー
深
谷
国
済
寺
店 

 
 

 
 

 
 

 
 

埼
玉
県
深
谷
市
大
字
国
済
寺
字
並
木
道
西
五
百
二
十
二
―
三
外 

 
 

 

（
変
更
後
）
ヤ
オ
コ
ー
深
谷
国
済
寺
店 

 
 

 
 

 
 

 
 

埼
玉
県
深
谷
市
国
済
寺
字
並
木
道
西
五
百
二
十
二
―
三
外 

大
規
模
小
売
店
舗
を
設
置
す
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は

代
表
者
の
氏
名 

（
変
更
前
）
有
限
会
社
オ
ス
カ
ー 

代
表
取
締
役 

大
須
賀
三
枝
子 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
深
谷
市
大
字
原
郷
千
二
百
八
十
番
地 

外 

計
二
者 

（
変
更
後
）
有
限
会
社
オ
ス
カ
ー 

代
表
取
締
役 

大
須
賀
三
枝
子 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
深
谷
市
原
郷
千
二
百
四
番
地
一 

外 

計
二
者 

大
規
模
小
売
店
舗
に
お
い
て
小
売
業
を
行
う
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人

に
あ
っ
て
は
代
表
者
の
氏
名 

（
変
更
前
）
株
式
会
社
ヤ
オ
コ
ー 

代
表
取
締
役 

川
野
幸
夫 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
川
越
市
脇
田
本
町
一
番
地
五 

外 

計
四
者 

（
変
更
後
）
株
式
会
社
ヤ
オ
コ
ー 

代
表
取
締
役 

川
野
澄
人 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
川
越
市
新
宿
町
一
丁
目
十
番
地
一 

外 

計
二
者 

 

ハ 

変
更
年
月
日 

 
 

 

令
和
五
年
十
一
月
三
十
日 

外 

 

ニ 

届
出
年
月
日 

 
 

 

令
和
六
年
六
月
十
一
日 

二 

縦
覧
期
間 



 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
令
和
六
年
十
月
二
十
八
日
ま
で 

三 

縦
覧
場
所 

 
 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 

 
 

埼
玉
県
北
部
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー 

四 

意
見
書
の
提
出 

 
 

大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
大
規
模
小
売
店
舗
の
周
辺 

 

の
地
域
の
生
活
環
境
の
保
持
の
た
め
配
慮
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
意
見
を
有
す
る
者
は
、
県
に 

 

対
し
、
意
見
書
の
提
出
に
よ
り
、
こ
れ
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

イ 

意
見
書
提
出
期
間 

 
 

 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
令
和
六
年
十
月
二
十
八
日
ま
で 

 

ロ 

意
見
書
提
出
先 

 
 

 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
七
十
五
号 

 
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
の
概
要
等
に
つ
い
て
、
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り

公
告
し
、
及
び
当
該
届
出
等
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

届
出
の
概
要
等 

 

イ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地 

 
 

 

ヤ
オ
コ
ー
深
谷
国
済
寺
店 

 
 

 

埼
玉
県
深
谷
市
国
済
寺
字
並
木
道
西
五
百
二
十
二
―
三
外 

 

ロ 

変
更
の
概
要 

 
 

 

駐
車
場
の
自
動
車
の
出
入
口
の
数
及
び
位
置 

 
 

 

（
変
更
前
）
出
入
口
の
数 

七
か
所 

位
置 

図
面
省
略 

 
 

 

（
変
更
後
）
出
入
口
の
数 

八
か
所 

位
置 

図
面
省
略 

 

ハ 

変
更
年
月
日 

 
 

 

令
和
六
年
八
月
八
日
（
予
定
） 

 

ニ 

届
出
年
月
日 

 
 

 

令
和
六
年
六
月
十
一
日 

二 

縦
覧
期
間 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
令
和
六
年
十
月
二
十
八
日
ま
で 

三 

縦
覧
場
所 

 
 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 

 
 

埼
玉
県
北
部
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー 

四 

意
見
書
の
提
出 

 
 

大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
大
規
模
小
売
店
舗
の
周
辺 

 

の
地
域
の
生
活
環
境
の
保
持
の
た
め
配
慮
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
意
見
を
有
す
る
者
は
、
県
に 

 

対
し
、
意
見
書
の
提
出
に
よ
り
、
こ
れ
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

イ 

意
見
書
提
出
期
間 

 
 

 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
令
和
六
年
十
月
二
十
八
日
ま
で 

 

ロ 

意
見
書
提
出
先 

 
 

 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
七
十
六
号 

 
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規

定
に
よ
る
意
見
の
概
要
に
つ
い
て
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
し
、
及
び
当
該
意
見
を
次

の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

一 

意
見
の
概
要 

 

イ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地 

 
 

 

昭
栄
産
業
ビ
ル 

 
 

 

埼
玉
県
草
加
市
旭
町
一
丁
目
三
百
八
十
五
番
一 

 

ロ 

大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
の
意
見
の
概
要 

 

⑴ 

ラ
バ
ー
ポ
ー
ル
の
設
置
を
行
う
に
あ
た
っ
て
道
路
工
事
施
工
承
認
申
請
書
を
維
持
補
修

課
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い 

 

⑵ 

ラ
バ
ー
ポ
ー
ル
の
設
置
幅
間
隔
に
つ
い
て
交
通
対
策
課
と
維
持
補
修
課
に
協
議
し
て
く

だ
さ
い 

二 

縦
覧
期
間 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
令
和
六
年
七
月
二
十
八
日
ま
で 

三 

縦
覧
場
所 

 
 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 

 
 

埼
玉
県
東
部
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
七
十
七
号 

 
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
三
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
次

の
土
地
改
良
区
の
定
款
の
変
更
を
令
和
六
年
六
月
二
十
日
認
可
し
た
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

名
称 

 
 

羽
生
領
島
中
領
用
排
水
路
土
地
改
良
区 

二 

事
務
所
の
所
在
地 

 
 

埼
玉
県
加
須
市 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
七
十
八
号 

 
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
五
十
七
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
、
元
荒
川
上
流
土
地
改
良
区
安
養
寺
堰
管
理
規
程
及
び
元
荒
川
上
流
土
地
改
良
区
古
宮
堰
・
斉

条
堰
・
杣
殿
堰
・
小
林
堰
・
鯉
沼
堰
・
板
橋
堰
管
理
規
程
を
次
の
と
お
り
認
可
し
た
の
で
、
同
条

第
四
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

認
可
年
月
日 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
一
日 

二 

管
理
規
程
の
概
要 

 

イ 

元
荒
川
上
流
土
地
改
良
区
安
養
寺
堰
管
理
規
程 

 

⑴ 

取
水
、
放
流
及
び
ゲ
ー
ト
の
操
作
に
関
す
る
事
項 

 

⑵ 

点
検
及
び
整
備
に
関
す
る
事
項 

 

⑶ 

緊
急
事
態
に
お
け
る
措
置
に
関
す
る
事
項 

 

ロ 

元
荒
川
上
流
土
地
改
良
区
古
宮
堰
・
斉
条
堰
・
杣
殿
堰
・
小
林
堰
・
鯉
沼
堰
・
板
橋
堰
管

理
規
程 

 

⑴ 

取
水
、
放
流
及
び
ゲ
ー
ト
の
操
作
に
関
す
る
事
項 

 

⑵ 

点
検
及
び
整
備
に
関
す
る
事
項 

 

⑶ 

緊
急
事
態
に
お
け
る
措
置
に
関
す
る
事
項 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
七
十
九
号 

 
測
量
計
画
機
関
で
あ
る
株
式
会
社
サ
ラ
ダ
ボ
ウ
ル
か
ら
次
の
と
お
り
公
共
測
量
を
実
施
す
る
旨

の
通
知
を
受
け
た
の
で
、
測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
三
十
九
条
に
お
い

て
準
用
す
る
同
法
第
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

測
量
計
画
機
関 

 
 

株
式
会
社
サ
ラ
ダ
ボ
ウ
ル 

二 

作
業
種
類 

 
 

公
共
測
量
（
基
準
点
測
量
） 

三 

作
業
地
域 

 
 

白
岡
市
篠
津
北
東
部
二
期
地
区 

四 

作
業
期
間 

 
 

令
和
五
年
三
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
八
十
号 

 
測
量
計
画
機
関
で
あ
る
鶴
ヶ
島
市
か
ら
次
の
と
お
り
公
共
測
量
を
実
施
す
る
旨
の
通
知
を
受
け

た
の
で
、
測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
三
十
九
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同

法
第
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

測
量
計
画
機
関 

 
 

鶴
ヶ
島
市 

二 

作
業
種
類 

 
 

公
共
測
量
（
基
準
点
測
量
） 

三 

作
業
地
域 

 
 

鶴
ヶ
島
市
大
字
鶴
ヶ
丘
・
上
広
谷
地
内 

四 

作
業
期
間 

 
 

令
和
六
年
五
月
二
十
三
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
二
十
六
日
ま
で 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
八
十
一
号 

 
車
両
制
限
令
（
昭
和
三
十
六
年
政
令
第
二
百
六
十
五
号
）
第
三
条
第
一
項
第
二
号
イ
の
規
定
に

基
づ
き
、
通
行
す
る
車
両
の
総
重
量
の
最
高
限
度
が
車
両
の
長
さ
及
び
軸
距
に
応
じ
最
大
二
十
五

ト
ン
で
あ
る
道
路
を
、
次
の
と
お
り
指
定
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

一 

指
定
す
る
道
路
の
種
類
、
路
線
名
及
び
区
間 

二 

指
定
す
る
期
日 

 
 

令
和
六
年
七
月
一
日 

県 

道 

県 

道 

種 

類 

上
尾
久
喜
線 

日
高
狭
山
線 

路 

線 

名 
蓮
田
市
大
字
根
金
字
後
塚
一
二
二
二
番
一
地
先
か
ら 

白
岡
市
下
大
崎
字
円
明
一
〇
二
番
一
地
先
ま
で 

狭
山
市
大
字
根
岸
字
田
木
前
六
七
九
番
七
地
先
か
ら 

同
市
大
字
根
岸
字
三
王
塚
六
五
一
番
六
地
先
ま
で 

区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

間 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
七
百
八
十
二
号 

Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
基
づ
く
政
府
調
達
に
関
す
る
協
定
の
適
用
を
受
け
る
調
達
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り

一
般
競
争
入
札
に
付
す
る
。 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

 



１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び数量 

   令和６年度職員用パーソナルコンピュータの賃貸借 4,541台 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 履行期間 

令和７年２月１日（土）から令和12年１月31日（木）まで。ただし、翌年度

以降において、歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった

場合は、当該契約を解除する。 

 ⑷ 履行場所 

   埼玉県企画財政部情報システム戦略課長が指定する場所 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。また、入札金額については、履行期間全体の総価を

入力し、又は記載すること。 

なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

 ⑵ 物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（令和４年埼玉県告示第747

号）に基づき、業種区分「物品の賃貸」のＡ等級に格付けされた者であること。 

 ⑶ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加

停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停止

措置を受けていない者であること。 

⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排

除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を

受けていない者であること。 

 ⑸ ＩＳＭＳ認証又はプライバシーマークの認定を受けている者であること。 



 ⑹ 本件業務について、仕様書の要求する事項を確実に履行できることを証明し

た者であること（詳細は、入札説明書及び仕様書による。）。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所及び問合せ先 

   〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県企画財政

部情報システム戦略課業務効率化推進担当 佐藤 電話048-830-2282（直通） 

 ⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

 埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情報

公開システム」からダウンロードすること。   

 ⑶ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    競争入札参加資格の確認を得た日から令和６年８月６日（火）午後１時ま

で 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

   (ｱ) 郵送の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から令和６年８月５日（月）午後５時

まで 

     なお、書留郵便によること。 

   (ｲ) 持参の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から令和６年８月６日（火）午前10時

まで 

 ⑷ 開札の場所及び日時 

   埼玉県企画財政部情報システム戦略課 令和６年８月６日（火）午後１時15

分 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則

第18号。以下「財務規則」という。）第93条第２項の規定に該当する場合は、

免除する。 



  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規則第81条第２項第１号又は第３号の

規定に該当する場合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

次のいずれかの方法で令和６年７月17日（水）午後４時までに提出し、競争入

札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、提出

した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」により確認申請する。 

  イ 紙媒体の書類を上記３⑴の提出場所に郵送し、又は持参する。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規則第97条又は埼玉県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る規則（平成７年埼玉県規則第106号）第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規則第94条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 競争入札参加資格の付与 

   上記２⑵に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望するものは、埼玉

県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「競争入札参加資

格申請受付システム」から登録申請を行い、受付票その他の登録に必要な書類

を令和６年７月５日（金）までに埼玉県総務部入札審査課審査担当（〒330-9301 

   埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 電話048-830-5775（直通）） 

  へ送付すること。 

 ⑼ 支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 



 ⑽ その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５  Summary 

 ⑴ Nature of Services Required: 

Lease of 4,541 personal computers for staff use. 

  ⑵ Deadline for Submissions: 

By the electronic bidding system: 1:00 p.m., August 6, 2024 

By registered mail: 5:00 p.m., August 5, 2024 

In person: 10:00 a.m., August 6, 2024 

 ⑶ Contact Information: 

Information Systems Strategy Division, Department of Planning and 

Finance, Saitama Prefectural Government 

Takasago 3-15-1, Urawa-ku, Saitama-shi, Saitama-ken 330-9301 

Tel. 048-830-2282 
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埼
玉
県
計
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検
定
所
長
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示
第
三
号 

 
計
量
法
（
平
成
四
年
法
律
第
五
十
一
号
）
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
特
定
計
量
器
の
定

期
検
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を
次
の
と
お
り
実
施
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
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計
量
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定
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一 

検
査
対
象
と
な
る
特
定
計
量
器 

 
 

計
量
法
施
行
令
（
平
成
五
年
政
令
第
三
百
二
十
九
号
）
第
十
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
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定
計
量
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あ
っ
て
、
ひ
ょ
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量
が
二
百
五
十
キ
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ラ
ム
以
下
の
機
械
式
は
か
り
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分
銅

及
び
お
も
り
を
含
む
。
） 

二 

検
査
を
行
う
区
域
、
期
日
、
時
間
及
び
場
所 
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及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

時

間 

両
神
振
興
会
館
駐
車

場 小
鹿
野
総
合
セ
ン
タ

ー
駐
車
場 

皆
野
町
役
場
駐
車
場 

横
瀬
町
総
合
福
祉
セ

ン
タ
ー
駐
車
場 

 

長
瀞
町
中
央
公
民
館

駐
車
場 場

所 



                               

狭

山

市 

秩

父

市 

令
和
六
年
九
月
二
十
五
日 

及
び
同
月
二
十
六
日 

令
和
六
年
九
月
二
十
四
日 

令
和
六
年
九
月
十
九
日 

令
和
六
年
九
月
十
八
日 

令
和
六
年
九
月
十
七
日 

令
和
六
年
九
月
十
三
日 

令
和
六
年
九
月
十
二
日 

令
和
六
年
九
月
十
一
日 

令
和
六
年
九
月
九
日
及
び

同
月
十
日 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
後
一
時
か
ら
三
時

ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

農
村
環
境
改
善
セ
ン

タ
ー
駐
車
場 

狭
山
市
市
民
会
館
駐

車
場 

原
谷
公
民
館
駐
車
場 

尾
田
蒔
公
民
館
駐
車

場 大
田
公
民
館
駐
車
場 

大
滝
振
興
会
館
駐
車

場 秩
父
市
役
所
吉
田
総

合
支
所
駐
車
場 

影
森
公
民
館
駐
車
場 

秩
父
市
役
所
荒
川
総

合
支
所
西
側
駐
車
場 

秩
父
市
役
所
秩
父
公

園
側
駐
車
場 



 

新

座

市 

朝

霞

市 

志

木

市 

和

光

市 

ふ
じ
み
野
市 

富
士

見
市 

狭

山

市 

令
和
六
年
十
月
三
十
日
及

び
同
月
三
十
一
日 

令
和
六
年
十
月
二
十
四
日

及
び
同
月
二
十
五
日 

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日 

令
和
六
年
十
月
二
十
一
日 

令
和
六
年
十
月
十
八
日 

令
和
六
年
十
月
十
七
日 

令
和
六
年
十
月
十
五
日
及

び
同
月
十
六
日 

令
和
六
年
九
月
二
十
七
日 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

午
前
十
時
か
ら
正
午

ま
で
及
び
午
後
一
時

か
ら
三
時
ま
で 

新
座
市
民
会
館
第
二

駐
車
場 

朝
霞
市
産
業
文
化
セ

ン
タ
ー
第
二
駐
車
場 

志
木
市
役
所
駐
車
場 

和
光
市
役
所
駐
車
場 

ふ
じ
み
野
市
大
井
総

合
支
所
駐
車
場 

ふ
じ
み
野
市
役
所
公

用
車
駐
車
場 

富
士
見
市
役
所
来
庁

者
用
西
側
駐
車
場 

智
光
山
公
園
正
面
駐

車
場 



告 
 

示 
埼
玉
県
計
量
検
定
所
長
告
示
第
四
号 

 
計
量
法
（
平
成
四
年
法
律
第
五
十
一
号
）
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
特
定
計
量
器
の
定

期
検
査
を
、
同
法
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
指
定
定
期
検
査
機
関
一
般
社
団
法
人
埼
玉

県
計
量
協
会
に
次
の
と
お
り
実
施
さ
せ
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
計
量
検
定
所
長 

浜 
 

 

雅 

俊 
 

 
 

一 

検
査
対
象
と
な
る
特
定
計
量
器 

 
 

質
量
計
（
電
気
式
は
か
り
及
び
ひ
ょ
う
量
が
二
百
五
十
キ
ロ
グ
ラ
ム
を
超
え
る
電
気
式
以
外 

 

の
は
か
り
） 

二 

検
査
を
行
う
区
域
、
期
日
及
び
場
所 

                

 

秩

父

市 

小

鹿

野

町 

皆

野

町 

横

瀬

町 

長

瀞

町 

区

域 

 

令
和
六
年
九
月
九
日
か
ら
同
年
十
二
月
六

日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及
び
休
日
を

除
く
。
） 

令
和
六
年
九
月
五
日
か
ら
同
年
十
二
月
四

日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及
び
休
日
を

除
く
。
） 

令
和
六
年
九
月
四
日
か
ら
同
年
十
二
月
三

日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及
び
休
日
を

除
く
。
） 

令
和
六
年
九
月
三
日
か
ら
同
年
十
二
月
二

日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及
び
休
日
を

除
く
。
） 

令
和
六
年
九
月
二
日
か
ら
同
年
十
一
月
二

十
九
日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及
び
休

日
（
埼
玉
県
の
休
日
を
定
め
る
条
例
（
平

成
元
年
埼
玉
県
条
例
第
三
号
）
第
一
条
第

一
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
日
を

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
除
く
。
） 

期

日 

 

同 同 同 同 計
量
器
の
所
在
場
所 

場

所 



                        

 

新

座

市 

朝

霞

市 

志

木

市 

和

光

市 

ふ
じ
み
野
市 

富

士

見

市 

狭

山

市 

令
和
六
年
十
月
三
十
日
か
ら
令
和
七
年
一

月
二
十
九
日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及
び

休
日
を
除
く
。
） 

令
和
六
年
十
月
二
十
四
日
か
ら
令
和
七
年

一
月
二
十
三
日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及

び
休
日
を
除
く
。
） 

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日
か
ら
令
和
七
年

一
月
二
十
一
日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及

び
休
日
を
除
く
。
） 

令
和
六
年
十
月
二
十
一
日
か
ら
令
和
七
年

一
月
二
十
日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及
び

休
日
を
除
く
。
） 

令
和
六
年
十
月
十
七
日
か
ら
令
和
七
年
一

月
十
六
日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及
び
休

日
を
除
く
。
） 

令
和
六
年
十
月
十
五
日
か
ら
令
和
七
年
一

月
十
四
日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及
び
休

日
を
除
く
。
） 

令
和
六
年
九
月
二
十
四
日
か
ら
同
年
十
二

月
二
十
三
日
ま
で
（
日
曜
日
、
土
曜
日
及
び

休
日
を
除
く
。
） 

同 同 同 同 同 同 同 



告 
 

示 

埼
玉
県
秩
父
県
土
整
備
事
務
所
長
告
示
第
八
号 

 
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
道
路
の

区
域
を
次
の
よ
う
に
変
更
す
る
。 

 

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
三
十
日
間
埼
玉
県
県
土
整
備
部
道
路
環
境

課
及
び
埼
玉
県
秩
父
県
土
整
備
事
務
所
に
お
い
て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
秩
父
県
土
整
備
事
務
所
長 

 
 

 
 

幸 

二 
 

 
 

一 

道
路
の
種
類 

県
道 

二 

路 

線 

名 

藤
倉
吉
田
線 

三 

道
路
の
区
域 

 



 
新 旧 

旧 
新 
別 

秩
父
郡
小
鹿
野
町
藤
倉
字
境
橋
八
四
番

二
地
先
か
ら
同
郡
同
町
日
尾
字
暮
坪
一

七
六
三
番
一
地
先
ま
で 

秩
父
郡
小
鹿
野
町
藤
倉
字
境
橋
八
四
番

四
地
先
か
ら
同
郡
同
町
日
尾
字
暮
坪
一

七
六
五
番
三
地
先
ま
で 

区 
 

 
 

間 

九
・
六
五
～
三
八
・
〇
一 

四
・
四
五
～
一
九
・
八
二 

敷
地
の
幅
員 

（
メ
ー
ト
ル
） 

七
二
〇
・
五
〇 

延 
 

長 

（
メ
ー
ト
ル
） 

道
路
改
築
工
事
に
よ
る
。 

備 

 

 

考 



告

示 

埼
玉
県
秩
父
県
土
整
備
事
務
所
長
告
示
第
九
号 

 
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
よ

う
に
道
路
の
供
用
を
開
始
す
る
。 

 

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
三
十
日
間
埼
玉
県
県
土
整
備
部
道
路
環
境

課
及
び
埼
玉
県
秩
父
県
土
整
備
事
務
所
に
お
い
て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
秩
父
県
土
整
備
事
務
所
長 

 
 

 

幸 

二 
 

 
 

 
 

 



 
藤
倉
吉
田
線 

路 
 

線 
 

名 

秩
父
郡
小
鹿
野
町
藤
倉
字
薬
沢
二
五
三
三

番
一
地
先
か
ら
同
郡
同
町
藤
倉
字
薬
沢
二

四
六
八
番
一
地
先
ま
で
（
た
だ
し
、
関
係

図
面
に
表
示
す
る
部
分
に
限
る
。
） 

供
用
開
始
の
区
間 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

供
用
開
始
の
期
日 

平
成
二
十
七
年
三
月
十

七
日
付
け
埼
玉
県
秩
父

県
土
整
備
事
務
所
長
告

示
第
七
号
で
告
示
し
た

道
路
予
定
区
域
の
一
部

供
用
開
始
で
あ
る
。 

延
長
二
六
五
・
四
〇
メ

ー
ト
ル 備 

 

考 



告

示 

埼
玉
県
熊
谷
県
土
整
備
事
務
所
長
告
示
第
三
号 

 
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
よ

う
に
道
路
の
供
用
を
開
始
す
る
。 

 

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
三
十
日
間
埼
玉
県
県
土
整
備
部
道
路
環
境

課
及
び
埼
玉
県
熊
谷
県
土
整
備
事
務
所
に
お
い
て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

埼
玉
県
熊
谷
県
土
整
備
事
務
所
長 

小 

島 

孝 

文 

  



 

熊
谷
寄
居
線 

路
線
名 

深
谷
市
本
田
字
上
宿
四
二
六
六
番
一
地
先
か
ら 

同
市
本
田
字
前
八
幡
四
二
七
七
番
一
地
先
ま
で 

供
用
開
始
の
区
間 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

供
用
開
始
の
期
日 

平
成
二
十
四
年
一
月
二
十
七
日
付
け
埼
玉
県
熊
谷
県
土
整
備
事
務
所

長
告
示
第
三
号
及
び
令
和
四
年
十
二
月
九
日
付
け
埼
玉
県
熊
谷
県
土

整
備
事
務
所
長
告
示
第
八
号
で
告
示
し
た
道
路
予
定
区
域
の
供
用
開

始
で
あ
る
。 

延
長
九
十
・
八
三
メ
ー
ト
ル 備 

 
 

考 



告

示 

埼
玉
県
杉
戸
県
土
整
備
事
務
所
長
告
示
第
十
三
号 

 
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
道
路
の

区
域
を
次
の
よ
う
に
変
更
す
る
。 

 

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
か
ら
三
十
日
間
埼
玉
県
県
土
整
備
部
道
路
環
境

課
及
び
埼
玉
県
杉
戸
県
土
整
備
事
務
所
に
お
い
て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
杉
戸
県
土
整
備
事
務
所
長 

荒 

井 

正 

之 

一 

道
路
の
種
類 

県
道 

二 

路 

線 

名 

東
武
動
物
公
園
停
車
場
線 

三 

道
路
の
区
域 

  
 



 

旧
新
Ｂ 

 旧
Ａ 

 

旧 

新 

別 

北
葛
飾
郡
杉
戸
町
杉
戸
三
丁
目
一
六
二
七

番
地
先
か
ら
同
郡
同
町
杉
戸
二
丁
目
一
九

二
六
番
地
先
ま
で 

北
葛
飾
郡
杉
戸
町
杉
戸
三
丁
目
一
六
二
七

番
地
先
か
ら
同
郡
同
町
杉
戸
二
丁
目
一
八

八
三
番
一
地
先
ま
で 

区 
 
 
 
 
 

間 

 

二
〇
・
〇
〇
～ 

 
 
 

三
五
・
〇
〇 

 八
・
三
〇
～ 

 
 
 

九
・
五
〇 

敷
地
の
幅
員 

（
メ
ー
ト
ル
） 

 

二
六
〇
・
〇
〇 

 

四
九
六
・
〇
〇 

延 
 

長 

（
メ
ー
ト
ル
） 

 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日
付
け
で
旧
Ａ
は
、

杉
戸
町
に
引
き
継
ぐ
。 

備 
 
 
 
 
 

考 



告

示 

埼
玉
県
公
営
企
業
告
示
第
二
十
五
号 

 
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
基
づ
く
政
府
調
達
に
関
す
る
協
定
の
適
用
を
受
け
る
調
達
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り

一
般
競
争
入
札
に
付
す
る
。 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

埼
玉
県
公
営
企
業
管
理
者 

板 

東 

博 

之 
 

 
 

 



１ 工事概要等 

 ⑴ 工事名 

  総Ａ除）０２４大改第６５３号大久保浄水場薬品注入機械設備更新工事 

 ⑵ 工事場所 

   埼玉県さいたま市桜区大字宿地内 

 ⑶ 工事期間 

   契約確定の日から令和11年３月23日（金）まで 

 ⑷ 設計金額 

   入札執行後に公表する。 

 ⑸ 工事概要 

  ア 目的 

    老朽化が進行した大久保浄水場の薬品注入設備について更新を行い、浄水

場機能の健全化を図るものである。 

  イ 工事内容 

   (ｱ) 次亜塩素酸ナトリウム注入設備 貯槽（36㎥）６槽、小出し槽（1.5㎥）

２槽、小出し槽（0.6㎥）２槽、注入ポンプ24台 

   (ｲ) ＰＡＣ注入設備 貯槽（220㎥）４槽、注入ポンプ６台 

   (ｳ) 苛性ソーダ注入設備 貯槽（40㎥）２槽、注入ポンプ４台    

   (ｴ) 硫酸注入設備増設 貯槽（16㎥）１槽 

   (ｵ) その他 上記に係る配管敷設・据付工事等一式 

 ⑹ その他 

  ア 本工事は、埼玉県企業局「週休２日制モデル工事（現場閉所型）」の試行

対象工事である。 

イ 本工事は、公共事業において情報通信技術を活用し、受発注者間の情報を

電子的に交換・共有することによって業務効率化を実現するシステム（情報

共有システム）を活用する工事である。 

ウ 本工事は、「建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）活用モデル工事（発

注者指定型）」の対象工事である。 

エ 本工事は、受注者が希望する場合、契約後の受発注者協議に基づき、建設

現場において「段階確認」、「材料確認」及び「立会」を必要とする作業に

遠隔臨場を適用することができる工事である。 

オ 本工事の契約は、立会人型電子契約（契約内容を記録した電磁的記録に対

し、県と契約の相手方の指示に基づき、サービス提供事業者が電子署名及び

タイムスタンプを付与する方法による契約をいう。以下「電子契約」という。）



による締結を予定する（受注者が電子契約に同意しない場合は、紙の契約書

により締結する。）。締結には、発注者が指定した電子契約事業者の立会人

型電子契約サービスを利用し、受注者には当該利用に係る費用負担は生じな

いものとする。なお、受注者は、契約締結に利用するメールアドレスを用意

する必要がある。 

２ 落札者の決定方法 

  本件入札は、埼玉県企業局建設工事請負等の特定調達契約に係る一般競争入札

執行要領（令和５年10月20日施行）に基づき、総合評価方式により落札者を決定

する。総合評価方式の実施については、埼玉県総合評価方式活用ガイドライン

Ver.18（令和５年７月１日施行）、埼玉県企業局建設工事低入札価格調査制度実

施要領（令和５年４月１日施行。以下「低入札価格調査制度実施要領」という。）

及び総合評価方式に係る入札説明書による。   

 ⑴ 方式 

   技術提案型Ａタイプ（自己採点併用発注者採点方式） 

 ⑵ 評価値の算出方法 

   除算方式 

３ 入札手続の方法等 

 ⑴ 入札手続の方法 

本件入札は、埼玉県公共工事等電子入札運用基準（令和６年４月１日施行）

に基づき、入札説明書の交付、資料の提出、届出及び入札を埼玉県電子入札共

同システム（以下「電子入札システム」という。）により行う。国土交通省の

行う電子入札コアシステムによる電子入札に参加した実績を有する者は、電子

入札システムにより入札参加を行うこと。 

   なお、入札に関する情報は、次のとおり埼玉県ホームページに掲載する。 

  ア アドレス 

    https://ebidjk2.ebid2.pref.saitama.lg.jp/koukai/do/KF000ShowAction 

  イ 掲載期間 

    令和６年６月28日（金）から同年８月30日（金）まで 

 ⑵ 入札参加者の変更が生じた場合 

  入札参加者の以下の事項の変更により、利用者登録している電子証明書の内

容と異なる場合は、変更日（名義人、会社名又は本店住所の変更にあっては、

取締役会等で指定された日、名義人の改姓若しくは改名又は住民票記載住所の

変更にあっては、市区町村役場への届出日をいう。）以降は、その電子証明書

を使用しないこと。電子証明書の変更及び再取得が間に合わない場合は、「電



子入札における紙入札の具体的方法」により、紙入札の手続きを行うこと。 

  なお、「電子入札における紙入札の具体的方法」は、埼玉県ホームページ

（https://www.pref.saitama.lg.jp/a0211/kitei.html）に掲載する。 

 ア 埼玉県建設工事等競争入札参加資格申請時の申請事業所代表者又は法人代

表者の氏名（改姓及び改名の場合を含む。） 

 イ 所属の会社本店住所（登記している場合に限る。） 

 ウ 所属の会社名（登記している場合に限る。） 

 エ 住民票記載住所（電子証明書に記載のある場合に限る。） 

４ 設計図書等 

  設計図面、仕様書及び参考数量等（以下「設計図書等」という。）の送付手続

きについては、電子入札システムのうち、入札情報公開システムにより掲載する。 

５ 競争参加資格確認申請書の提出 

  入札参加を希望する者は、下記⑵の期間内に電子入札システムの競争参加資格

確認申請書（以下「確認申請書」という。）に確認資料を添付して、電子入札シ

ステム（電子入札システムにより提出できない者にあっては、郵便又は信書便）

により提出すること。また、下記⑶の期間内にその他必要な資料を電子メール、

ファイル転送サービス、郵便又は信書便により提出し、入札参加資格の確認を受

けなければならない。 

  なお、提出受付期間を過ぎて電子入札システム若しくは郵便若しくは信書便に

より提出された場合又は提出受付期間内に資料が到着しなかった場合の確認申請

書は、無効とする。 

  確認申請書、確認資料及びその他必要な資料の提出先、提出受付期間及び提出

部数は、次のとおりとする。 

 ⑴ 電子メール、郵便又は信書便による提出先 

   〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県総務部入

札課大規模工事担当 電話048-830-2743（直通） 電子メールa2720-04@pref. 

saitama.lg.jp  

 ⑵ ファイル転送サービスを利用する場合 

   資料の添付先を示したメールを送付するので、次の連絡先に電話によりその

旨を伝えること。 

   埼玉県総務部入札課大規模工事担当 電話048-830-2743（直通） 

 ⑶ 確認申請書及び確認資料の提出受付期間 

   令和６年７月１日（月）午前９時から同月23日（火）午後５時まで 

 ⑷ その他必要な資料の提出受付期間 



   令和６年７月１日（月）午前９時から同月25日（木）午後５時まで 

 ⑸ 提出部数 

   ２部（正本１部及び副本１部。副本は、正本を複写したもので可とする。） 

６ 入札参加資格の確認 

 ⑴ 入札参加資格の確認通知 

   入札参加資格の確認結果は、資格がある旨は電子入札システム（電子入札シ

ステムにより通知できない者にあっては、郵便又は信書便）により、資格がな

い旨は電子メール及び電話により、令和６年７月30日（火）にそれぞれその旨

を通知する。  

 ⑵ 入札参加資格の有無の再確認 

   入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和６年８月８日（木）午後３

時までに上記５⑴の提出先に郵便又は信書便により書面を提出し、入札参加資

格の有無の再確認を求めることができる。再確認の結果は、電子入札システム

（電子入札システムにより通知できない者にあっては、郵便又は信書便）によ

り通知する。 

７ 設計図書等に関する質問 

  設計図書等に関して質問がある場合は、下記⑵の期間内に、質問書を電子入札

システム、電子メール又は郵便若しくは信書便により提出すること。 

  なお、質問の題名、質問事項及び添付資料には、特定の企業名及び個人名を記

入しないこと。添付資料は、発注者が提供した様式を使用して作成すること。 

 ⑴ 電子メール、郵便又は信書便による提出先 

   〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県総務部入

札課大規模工事担当 電話048-830-2743（直通） 電子メールa2720-04@pref. 

saitama.lg.jp 

 ⑵ 質問受付期間 

   令和６年７月１日（月）午前９時から同月11日（木）午後３時まで（郵便又

は信書便の場合は、同月10日（水）必着のこと。提出期限後に到着した場合に

は、回答しない。） 

８ 質問に対する回答 

  質問に対する回答は、令和６年７月19日（金）午後４時までに電子入札システ

ムに掲示する。電子入札システムに掲示された内容を閲覧できない者には、電子

メール又は郵便若しくは信書便で回答するので、次の連絡先に電話によりその旨

を伝えること。 

  埼玉県総務部入札課大規模工事担当 電話048-830-2743（直通） 



  入札参加者は、質問の有無にかかわらず、電子入札システムに掲載する質問に

対する回答の全ての内容を必ず確認した上で入札に参加すること。 

  なお、質問に対する回答の全ての内容は、全ての入札参加者に適用する。また、  

 入札参加者から質問がない場合でも「質問に対する回答」を利用して発注者から 

 入札参加者へお知らせを掲示することがある。 

９ 入札書の提出方法等 

  入札書の提出方法等は、次のとおりとする。 

  なお、変更する場合は、入札参加資格があると認められる者に別途通知する。 

 ⑴ 入札書の提出方法 

   入札書の提出期間に、有効な令和５・６年度埼玉県建設工事等競争入札参加

資格者名簿（建設工事）の代表者又は代理人の名前で電子入札システムで利用

可能な電子証明書を取得し、電子入札システムの利用者登録を完了した者が、

当該名義の電子証明書を使用して入札書を提出すること。ただし、埼玉県公共

工事等電子入札運用基準９「紙入札について」の承認を得たものは、この限りで

ない。 

 ⑵ 入札書の提出期間 

   令和６年８月27日（火）午前９時から同月29日（木）午後３時まで 

 ⑶ 郵便による入札 

   電子入札システムにより入札を行うことができない場合は、郵便により入札

書を受け付ける。提出先等は、次のとおりとする。 

  ア 提出先 

    〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県総務部

入札課大規模工事担当 

  イ 提出方法 

    一般書留郵便又は簡易書留郵便によること。 

  ウ 提出期間 

    上記⑵の期間に必着とする。 

 ⑷ 開札日時 

   令和６年８月30日（金）午後１時30分 

10 入札に参加できる者の形態 

 ⑴ 単体企業（以下「単体」という。）又は２者若しくは３者による特定建設工    

  事共同企業体（以下「特定企業体」という。）とする。 

 ⑵ 単体の場合にあっては、他の特定企業体の構成員となっていないこと。 

 ⑶ 特定企業体における運営形態及び代表者の選定については、埼玉県企業局特



定建設工事共同企業体取扱要綱（令和５年４月１日施行）（第７条第１項⑴及

び⑹を除く。）によること。ただし、以下の形態をとることはできない。 

  ア 本件入札において、複数の特定企業体の構成員となること。 

  イ 経常建設共同企業体が特定企業体の構成員となること。 

11 入札に参加する者に必要な資格 

  本件入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりとする。 

 ⑴ 建設業の許可 

   単体又は特定企業体における各構成員は、建設業法（昭和24年法律第100号）

第３条の規定による機械器具設置工事業に係る建設業の許可を受けている者で

あること。 

 ⑵ 工事成績 

   単体又は特定企業体における各構成員は、令和３年度及び令和４年度に完成

した埼玉県発注工事のうち、機械器具設置工事業の工事成績点数の平均が、い

ずれの年度においても65点以上の者であること。ただし、受注実績がない等の

理由により工事成績点数のない者については、この限りでない。 

 ⑶ 経営事項審査における総合評定値 

   機械器具設置工事業について、開札日から１年７月前の日以降の日を審査基

準日とする建設業法第27条の23第１項の規定による経営事項審査を受けている

こと。 

   単体又は特定企業体の代表構成員は、その総合評定値が1,000点以上であるこ

と。また、特定企業体の代表構成員以外の構成員（以下「その他構成員」とい

う。）は、その総合評定値が800点以上であること。ただし、経営事項審査の審

査基準日は、開札日の直近のもの（下記⑺ウただし書に該当する者にあっては、

手続開始決定日以降のもの）であること。 

   なお、官公需適格組合については、その総合評定値を令和５・６年度埼玉県

建設工事請負競争入札参加資格者格付要領第４のただし書に規定する特例によ

り算出した客観的事項の審査数値と読み替えることができるものとし、その算

出に当たっては、審査基準日が開札日の直近のものである経営事項審査におけ

る数値を用いるものとする。 

 ⑷ 施工実績 

  ア 単体又は特定企業体の代表構成員は、契約の締結日にかかわらず平成21年

４月１日から本件公告日までの間に、１回の契約金額が１３億円以上の上水

道、工業用水道又は下水道施設における機械設備の新設、増設又は更新工事

（建築付帯機械設備工事は除く。）を元請として完成させた実績を有するこ



と。 

    なお、特定企業体による請負の施工実績については、契約金額は出資比率

相当額（特定企業体の出資比率を契約金額に乗じたもの。）とする。 

   ＪＶ構成員の契約額＝ＪＶ契約額×出資割合 

 

   （JV実績の計算例） 

   ５億円の橋梁耐震補強工事を代表構成員（出資比率70％）、 

   その他の構成員（出資比率30％）で施工した場合 

   代表構成員の実績  5億円×70/(70+30)＝3.5億円 

   その他構成員の実績 5億円×30/(70+30)＝1.5億円 

 

  イ その他構成員の施工実績は、契約の締結日にかかわらず平成21年４月１日

から本件公告日までの間に、１回の契約金額が２億円以上の上水道、工業用

水道又は下水道施設における機械設備の新設、増設又は更新工事（建築付帯

機械設備工事は除く。）を元請として完成させた実績を有すること。 

  なお、特定企業体による請負の施工実績については、契約金額は出資比率

相当額（特定企業体の出資比率を契約金額に乗じたもの。）とする。 

 ⑸ 配置予定の技術者 

  ア 単体又は特定企業体の代表構成員の配置予定の技術者は、本件入札の公告

日までに、上水道、工業用水道又は下水道施設における機械設備の新設、増

設又は更新工事（建築付帯機械設備工事は除く。）において、現場代理人、

主任技術者又は監理技術者として従事した経験を有する者であること。ただ

し、準備期間、後片付け期間及び機器等の工場製作を含む工事にあっては、

工場製作のみが行われている期間の経験を除く。 

    また、専任の監理技術者等とは別に、工場製作を管理するために選定され

た監理技術者等を配置する場合は、この監理技術者等に経験は問わない。 

    なお、その他構成員の配置予定の技術者は、経験を問わない。 

  イ 入札に参加しようとする者は、建設業法第26条第１項又は第２項に規定す

る資格を有する者を本工事の主任技術者又は監理技術者として配置すること。 

  ウ 低入札価格調査を経て契約する場合に配置する技術者は、低入札価格調査

制度実施要領第17条第２号の規定により、請負代金の額にかかわらず専任で

なければならない。 

  エ 低入札価格調査を経て契約する場合に配置する技術者は、低入札価格調査

制度実施要領第17条第２号の規定により、現場代理人との兼務を認めない。 



  オ 低入札価格調査を経て契約する場合は、低入札価格調査制度実施要領第17

条第３号の規定により、主任技術者又は監理技術者とは別に同等の資格を有

する技術者（以下「追加技術者」という。）１名を専任で配置すること。 

    なお、代表構成員のみ追加技術者を配置するものとする。 

  カ 追加技術者は、低入札価格調査制度実施要領第17条第４号の規定により、

現場代理人との兼務は認めない。 

  キ 専任の配置予定の技術者（追加技術者を含む。以下同じ。）は、当該者が

在籍する入札参加者と上記５⑶に規定する確認申請書の提出期限日の３月以

前から恒常的な雇用関係にあること。また、専任の配置予定の技術者は、営

業所（建設業法第３条第１項に規定する営業所をいう。）の専任技術者と兼

務することはできない。 

  ク 配置予定の技術者が特定できないときは、複数の候補者を確認資料に記載

すること。 

  ケ 本工事の配置予定の技術者が、他の工事に現場代理人、主任技術者又は監

理技術者として従事し、又は従事する予定で、本工事の予定工期と重複する

場合は、当該者を確認資料に記載することはできない。ただし、重複する期

間が、他の工事の完成検査終了後の後片付け期間と本工事の準備期間である

場合又は本工事の機器等の工場製作を含む工事において工場製作のみが行わ

れている期間若しくは他の工事が全面的に一時中止している期間で、確実に

本工事に配置することができる場合を除く。 

  コ 落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の技術者の専任制違反の事

実が確認された場合は、契約を結ばないことがある。 

  サ 本工事は、埼玉県建設工事における技術者の専任に係る取扱い要領の対象

とする。 

  シ 本工事は、建設業法第26条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術

者（特例監理技術者）の配置は認めない。 

 ⑹ 現場代理人 

  ア 本工事は、「現場代理人及び現場責任者に関する常駐規定の緩和について」

により、常駐を要する期間において常駐規定を緩和しない。 

  イ 工場製作のみの期間で現場作業が未着手の期間においては、現場での常駐

を要しない。ただし、具体的期間は、契約締結後に発注者と受注者が協議し

て定める。 

  ウ 低入札価格調査制度実施要領で定める低入札価格調査を経て契約する工事

は、「常駐を要しない期間」及び「常駐を要する期間」のいずれにおいても常



駐規定を緩和しない。   

 ⑺ その他の参加資格 

   単体又は特定企業体における各構成員は、次に掲げる要件を全て満たすこと。 

  ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない

者であること。 

  イ 埼玉県公営企業財務規程（昭和39年埼玉県公営企業管理規程第５号。以下

「財務規程」という。）第120条の規定に該当しない者であること。 

  ウ 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申

立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定

による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、会社更

生法第41条の規定による更生手続開始の決定又は民事再生法第33条の規定に

よる再生手続開始の決定を受けている者を除く。 

  エ 入札に参加しようとする者の間に、資本関係又は人的関係がある者（以下

「同族企業」という。）同士の同一入札への参加を制限する運用基準（令和

５年４月１日適用）により同族企業同士と判断される者が参加していないこ

と。 

  オ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、企業局の契約に係る入札参

加停止等の措置要領（平成25年４月１日施行）に基づく入札参加停止の措置

を受けていない者であること。 

  カ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、国（公共工事の入札及び契

約の適正化の促進に関する法律施行令（平成13年政令第34号）第１条に規定

する法人を含む。）、都道府県又は埼玉県内市町村から工事成績不良の事由

による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

  キ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県企業局の契約に係る

暴力団排除措置要綱（平成25年４月１日施行）に基づく入札参加除外の措置

を受けていない者であること。 

  ク 経常建設共同企業体でないこと。 

  ケ 入札公告日において、健康保険法（大正11年法律第70号）に基づく健康保

険、厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）に基づく厚生年金及び雇用保険

法（昭和49年法律第116号）に基づく雇用保険に、事業主として加入している

者であること。ただし、上記保険の全部又は一部について法令で適用が除外

されている者は、この限りでない。 

  コ 設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連が

ある者の入札への参加を制限する運用基準（令和５年８月１日適用）に基づ



き、本工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と関連がある者に該当

し、入札を禁止される者でないこと。 

  なお、本工事に係る設計業務等の受託者は、次のとおり。 

  商号又は名称 パシフィックコンサルタンツ株式会社 

  所在地 東京都千代田区神田錦町３丁目22番地 

12 低入札価格調査制度実施要領第４条の規定による調査基準価格 

  設定する。調査基準価格未満の入札があった場合には、調査の上、当該入札を

行った者を落札者とするか否かを決定する。低価格入札者は、低入札価格調査に

協力しなければならないものとし、低入札価格調査に係る事前申出により辞退を

申し出たとき、低入札価格調査確認資料等に代わる申出書を提出したとき、低入

札価格調査に応じないとき、又は求められた資料を指定された期日までに提出し

ないときは、失格とする。また、低入札価格調査後に契約を締結した場合は、下

請負業者等との関係において適正な契約とその履行が行われているか追跡調査を

行うものとする。 

13 低入札価格調査制度実施要領第５条第１項の規定による失格基準価格 

  設定する。失格基準価格を下回る入札を行った者は、落札者としない。 

14 低入札価格調査制度実施要領第６条第１項の規定による数値的判断基準 

  設定する。数値的判断基準のいずれかを下回る入札を行った者は、落札者とし

ない。 

15 低入札価格調査制度実施要領第６条の２第１項の規定による工事成績判断基準 

  設定しない。 

16 入札保証金 

  本工事は入札ボンド制度を導入する工事であり、入札保証金の取扱いは次のと

おりとし、財務規程第123条第２項第３号及び第４号に掲げる履行実績による入札

保証金の免除は行わない。 

 ⑴ 入札に参加しようとする者は、入札金額の100分の110に相当する金額（１円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。）の100分の５以

上（１円未満の端数があるときは、その端数を切り上げるものとする。）の入

札保証金を納付しなければならない。 

 ⑵ 納付方法 

   納付書兼領収書送付依頼書（以下「依頼書」という。）に必要事項を記入し、

次のとおり電子メールにより提出するとともに、電話で受信確認を行うこと。ま

た、依頼書に記載された依頼者の住所に着払いの宅配便により送付する納付書

兼領収書により納付すること。 



   なお、依頼書を持参した場合は、受理しない。 

  ア 提出先 

    〒338-0814 埼玉県さいたま市桜区大字宿618 埼玉県大久保浄水場総務部

総務担当 電話048-856-5220（直通） 電子メールp5288419@pref.saitama. 

      lg.jp 

  イ 依頼書提出期間 

    令和６年７月１日（月）午前９時から同月26日（金）午後５時まで 

  ウ 納付期限 

    令和６年８月29日（木）正午まで 

 ⑶ 納付の確認 

   金融機関の出納済印を受けた納付書兼領収書の写しを次のとおり電子メール

により提出するとともに、電話で受信確認を行うこと。 

  ア 提出先 

    〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県総務部   

   入札課大規模工事担当 電話048-830-2743（直通） 電子メールa2720-04@p 

   ref.saitama.lg.jp 

  イ 提出期限 

    令和６年８月29日（木）午後３時まで 

 ⑷ 次のとおり上記⑴と同価値以上の有価証券等を担保として持参（下記ア(ｳ)に

あっては、郵便又は信書便）により提出することにより、入札保証金の納付に

代えることができる。 

   なお、その価値は、債権金額（下記ア(ｳ)にあっては、保証金額）と同額とす

る。 

  ア 対象となる有価証券等 

   (ｱ) 利付国債 

   (ｲ) 埼玉県債 

   (ｳ) 銀行等（出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和

29年法律第195号）第３条の金融機関をいう。以下同じ。）の保証 

  イ 提出先 

    利付国債及び埼玉県債については上記⑵アの提出先に、銀行等の保証につ

いては上記⑶アの提出先にそれぞれ指定する方法により提出すること。 

  ウ 提出期限 

    令和６年８月29日（木）午後３時まで 

 ⑸ 次のいずれかに該当する者は、入札保証金の納付を免除する。 



  ア 保険会社との間で埼玉県を被保険者とする上記⑴と同額以上の保険金の支

払を約した入札保証保険契約を締結し、その保険証券を郵便又は信書便によ

り上記⑶アの提出先に同イの期限までに提出した者 

  イ 銀行等又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和

27年法律第184号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）

との間に契約保証の予約を締結し、当該契約保証予約証書を郵便又は信書便

により上記⑶アの提出先に同イに示す期限までに提出した者 

 ⑹ 入札保証又は入札保証保険の期間は、入札書提出日から令和６年10月31日

（木）までの期間を含むこと。 

   なお、発注者の住所及び氏名を記載する必要がある場合は、以下のとおりと

すること。 

  ア 住所：埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目14番21号 

  イ 氏名：埼玉県公営企業管理者 板東 博之 

 ⑺ 落札者以外の入札保証金は、入札の終了後還付するので、納付書兼領収書等

により入札保証金を納付した者は、あらかじめ振込先及び口座番号等を記載し

た請求書を用意すること。 

   なお、落札者がその責めに帰すべき理由により契約を締結しないときは、入

札保証金は、還付しない。また、落札者に係る当該入札保証金は、当該落札者

が納付すべき契約保証金に充当する。 

17 契約保証金 

⑴ 落札者は、契約金額の100分の10以上（当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り上げた金額）の契約保証金（入札保証金を納付したときは、

その差額）を納付しなければならない。ただし、低入札価格調査を経て契約す

る場合の契約保証金の額は、低入札価格調査制度実施要領第17条第５号の規定

により、契約金額の10分の３以上とする。 

 ⑵ 次に掲げる有価証券等を担保として提供することにより、契約保証金の納付

に代えることができる。 

   なお、その価値は、債権金額（下記ウにあっては、保証金額）と同額とする。 

  ア 利付国債 

  イ 埼玉県債 

  ウ 銀行等又は保証事業会社の保証 

 ⑶ 次のいずれかに該当する者は、契約保証金の納付を免除する。 

  ア 保険会社との間で埼玉県を被保険者とする履行保証保険契約を締結した者 

  イ 保険会社、銀行、農林中央金庫その他埼玉県公営企業管理者が指定する金



融機関と埼玉県を債権者とする工事履行保証契約を締結した者 

 ⑷ 契約保証金は、契約の履行後、契約者から請求書の提出を受けることにより、

還付する。ただし、契約者がその責めに帰すべき理由により契約上の義務を履

行しないときは、契約保証金は、還付しない。 

18 支払条件 

 ⑴ 前金払 

   する。その額は、会計年度ごとに各会計年度の支払限度額の40％以内とし、

１万円未満の端数は切り捨てる。ただし、低入札価格調査を経て契約する場合

のその額は、会計年度ごとに各会計年度の支払限度額の20％以内とし、１万円

未満の端数は切り捨てる。 

 ⑵ 中間前金払 

   する（中間前金払を選択した場合に限る。）。その額は契約金額の20％以内

とし、１万円未満の端数は切り捨てる。ただし、継続費又は債務負担行為に基

づく契約にあっては、その年割額の20％以内とする。 

 ⑶ 部分払 

   する（部分払を選択した場合に限る。）。 

 ⑷ 各会計年度の支払限度額 

   令和６年度 無し 

   令和７年度 契約金額の概ね10％ 

   令和８年度 契約金額の概ね40％ 

   令和９年度 契約金額の概ね40％ 

   令和10年度 契約金額の概ね10％    

   表示した割合は、設計金額に対する割合であるため、契約時の割合は落札金 

  額により変動する。 

19 現場説明会 

  開催しない。 

20 入札に関する注意事項 

 ⑴ 入札の執行 

  ア 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、開札日時の時点にお

いて参加資格がない者は、入札に参加できない。 

  イ 入札に参加する者が１者であっても、入札を執行する。 

  ウ 入札執行時において入札に参加する者の立会いは求めない。 

 ⑵ 入札書に記載する金額 

   落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当該金額



の100分の10に相当する額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額の110分の100に相当する金額を入札書に入力し、

又は記載すること。 

 ⑶ 提出書類 

  ア 発注者が様式を指定した入札金額見積内訳書（必要事項を記入したもの）

及び低入札価格調査に係る事前申出書（同一ファイルでシートが分かれてい

る様式）を電子入札システムによる初度入札の入札書提出の際に添付するこ

と。 

    なお、電子入札システムにより提出できない者にあっては、入札書ととも

に提出すること。   

  イ 落札者が免税事業者の場合、落札決定後、免税事業者届出書を提出するこ

と。 

 ⑷ 入札回数 

  ア 再度入札は、３回までとする。この場合は、電子入札システム（電子入札

システムにより案内できない者にあっては、郵便又は電話等）により案内す

る。ただし、各回の再度入札の状況により、それ以降の再度入札を執行しな

い場合がある。 

  イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

  ウ 再度入札に参加しない者は、それ以降の再度入札に参加することができな

い。 

  エ 再度入札は、開札日と同日に執行する場合がある。 

 ⑸ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受けた後であっても、入札を辞退することが

できる。 

 ⑹ 関係法令の遵守  

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

22年法律第54号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑺ くじ  

  ア 評価値が最も高い者が２者以上いるときは、くじにより落札者を決定する。 

  イ くじは、電子入札システムの電子くじを使用する。 

  ウ 電子入札システムにより入札書を提出できない者は、電子くじに使用する

くじ入力番号として、任意の３桁の数字を入札書に記載すること。 



 ⑻ 入札の無効 

   次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した入札に参加する資格のない者がした入札又は上記５のそ  

   の他必要な資料の提出後から落札決定までの間に入札に参加する資格を有し 

   なくなった者がした入札 

  イ 所定の入札保証金を納付しない者がした入札又は納付した入札保証金の額

が所定の率による額に達しない者がした入札 

  ウ 上記16⑷により入札保証金の納付に代えて提出した有価証券等の債権金額

が所定の率による額に達しない者がした入札 

  エ 上記16⑸により入札保証金の納付の免除を受けるために提出した入札保証

保険証券に記載された保険金額が所定の率による額に達しない者がした入札

又は契約保証予約証書に記載された契約希望金額若しくは保証限度額が所定

の率による額に達しない者がした入札 

  オ 電子証明書を不正に使用した者がした入札 

  カ 電報、電話又はファクシミリにより入札書を提出した者がした入札 

  キ 不備な入札金額見積内訳書を提出した者がした入札 

  ク 同族企業が同一入札に参加した場合の同族企業同士が行った入札 

  ケ 談合その他不正行為があったと認められる入札 

  コ 虚偽の確認申請書を提出した者がした入札 

  サ 入札後に辞退を申し出て、その申出を受理された者がした入札 

  シ やむを得ず紙入札又は郵便入札とした場合で、次に掲げる入札をした者が

した入札 

   (ｱ) 記載すべき事項の記入のないもの又は記入した事項が明らかでないもの 

   (ｲ) 代理人で委任状を提出しない者がしたもの 

   (ｳ) 他人の代理を兼ねた者がしたもの 

   (ｴ) ２以上の入札書を提出した者がしたもの又は２以上の者の代理をした者

がしたもの 

   (ｵ) 入札書が指定の日時までに指定の場所に到着しなかったもの 

  ス その他この公告又は入札説明書に示す事項に反した者がした入札   

 ⑼ その他の注意事項 

  ア 一度提出した入札書の書換え、引替え又は撤回は、することができない。 

  イ 入札を公正に執行することができないと認められるときは、入札を執行し

ないことがある。 

21 その他 



 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑶ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑷ 契約後の技術提案 

   工事請負契約締結後、請負人は、設計図書に定める工事の目的物の機能、性 

  能等を低下させることなく請負代金額を低減することを可能とする施工方法等 

  に係る設計図書の変更について、発注者に提案することができる。 

 ⑸ 埼玉県企業局建設工事請負等の特定調達契約に係る一般競争入札参加者心得

（令和５年10月20日施行）を熟知の上、埼玉県公共工事等電子入札運用基準に

基づき入札に参加すること。 

 ⑹ 提出された確認申請書、確認資料その他必要な資料は、返却しない。 

 ⑺ 落札者は、確認資料に記載した配置予定の技術者を当該工事の現場に配置す

ること。 

 ⑻ 詳細については、入札説明書に記載するところによる。 

22 問合せ先 

 ⑴ この公告に関する問合せ先 

   〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県総務部入

札課大規模工事担当 電話048-830-2743（直通） 電子メールa2720-04@pref. 

  saitama.lg.jp 

 ⑵ 総合評価方式に係る入札説明書に関する問い合わせ先 

     〒338-0814 埼玉県さいたま市桜区大字宿618 埼玉県大久保浄水場機械施設

担当 電話048-856-5224（直通） 電子メールp5288417@pref.saitama.lg.jp            

23 Summary 

 ⑴ Nature of Services Required:  

Maintenance of Chemical Injection System at the Okubo Water Filtration 

Plant 

 ⑵ Submission Period for Application and Supporting Documents: 

From 9:00 a.m. Monday, July 1 until 5:00 p.m. Tuesday, July 23, 2024 

 ⑶ Submission Period for Additional Required Documents: 

From 9:00 a.m. Monday, July 1 until 5:00 p.m. Thursday, July 25, 2024 

 ⑷  Submission Period for Bids by Electronic Bidding System or Registered 



Mail: 

From 9:00 a.m. Tuesday, August 27 until 3:00 p.m. Thursday, August 

29, 2024 

 ⑸ Time and Date of Bid Opening: 

1:30 p.m. Friday, August 30, 2024 

 ⑹ Contact Information: 

   Large-scale Construction Group 

Bidding Services Division, Department of General Affairs 

Saitama Prefectural Government 

3-15-1 Takasago, Urawa-ku,  

Saitama-shi, Saitama-ken 330-9301 Japan 

Phone: 048-830-2743 

Fax: 048-830-4915       
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１ 調達内容 

（１）購入等件名及び予定数量（単価契約） 

   水道用ポリ塩化アルミニウム 7,398 トン（月間最大予定数量 1,598 トン） 

（２）購入物品の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

（３）契約期間 

   令和６年 10 月１日から令和７年３月 31 日まで 

（４）納入場所 

   埼玉県大久保浄水場 

   埼玉県庄和浄水場 

   埼玉県行田浄水場 

   埼玉県新三郷浄水場 

   埼玉県吉見浄水場 

（５）入札方法 

   本件入札は「埼玉県電子入札共同システム」（以下「システム」という。）

により行う。ただし、システムの利用者登録をしていない業者については、紙

媒体の入札書を郵送することによる入札も認める。 

   また、入札金額は１トン当たりの単価を記載すること。落札決定に当たって

は、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当する額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望

金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２）令和６年度における埼玉県企業局物品の買入れ等の特定調達契約に係

る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格等に関する

告示（令和６年埼玉県公営企業告示第 10 号）に基づき、業種区分が「物品の

販売」のＡ等級に格付された者で、営業品目が「大分類：工業用薬品、小分類：

ポリ塩化アルミニウム」に登録された者であること。 

（３）公告日から落札決定までの期間に、企業局の契約に係る入札参加停止等の措

置要領に基づく入札参加停止等の措置を受けていない者であること。 

（４）公告日から落札決定までの期間に、埼玉県企業局の契約に係る暴力団排除措



置要綱に基づく入札参加除外等の措置を受けていない者であること。 

（５）購入物品について、仕様書の要求する事項を確実に履行できることを証明し

た者であること。 

３ 入札参加資格の確認 

  この入札に参加しようとする者は、次のとおり、一般競争入札参加資格確認申

請書（別添様式１－１）（以下「確認申請書」という。）を提出し、入札参加資

格の確認を受けなければならない。 

  また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、

速やかにそれに応じなければならない。 

  なお、提出する書類の押印については、複写を認めないので注意すること。 

（１）提出期限 

   令和６年８月５日（月）午後４時（必着） 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    システムから確認申請する。 

    また、その他必要書類を３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書

留又は簡易書留）又はレターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

  イ 紙媒体で提出する場合（ただし、システム未登録の者に限る） 

    ３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレ

ターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

（３）確認申請書等の提出先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局水道管理課水質担当 

     （電話番号）048-830-7094（直通） 

   （メ ー ル）a7070-05@pref.saitama.lg.jp 

（４）入札説明書、仕様書、様式等の入手方法 

   入札情報公開システムからダウンロードして入手すること。ただし、ダウン

ロードできない場合は、３（３）に定める機関に連絡すること。 

（５）確認結果通知 

 確認結果の通知は、令和６年８月 19 日（月）までにシステム又は郵送により

行う。 

４  仕様書等に関する質問及び回答 

（１）提出先及び方法 



質問書（別添様式６）を３（３）に定める機関にシステム又は電子メールに

より提出する（持参不可）。電子メールを使用した場合は、電話で着信確認す

ること。 

（２）受付期限 

   令和６年７月 12 日（金）午後４時（必着） 

（３）質問に対する回答 

 質問に対する回答は、令和６年７月 19 日（金）午後４時までに、入札情報公

開システムの本案件の発注図書ファイルに掲示する。 

５ 入札書の提出場所等 

（１）入札書受付期間 

   令和６年８月20日（火）午前９時から令和６年８月26日（月）午後４時まで 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    期限までに入札金額等をシステムのファイルに記録する。 

  イ 紙媒体で提出する場合（システム未登録の者に限る） 

    ５（３）に定める機関に入札書（別添様式２）を期限までに提出する（必

着）。 

    なお、書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレターパックプラスによる

こと（持参不可）。 

（３）紙媒体による入札書を郵送する場合の宛先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局財務課予算・契約・出納担当 

     （電話番号）048-830-7038（直通） 

（４）開札の場所及び日時 

    ア 開札場所 

埼玉県職員会館２階 埼玉県企業局財務課執務室 

なお、開札への立会いは不要とする。 

  イ 開札日時 

    令和６年８月 27 日（火）午前９時 00 分 

６ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金 



  ア 入札保証金 

    入札者は見積もった契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額

に入札保証金の率（100 分の５以上）を乗じた額を納付するものとする。ただ

し、埼玉県公営企業財務規程（昭和 39 年埼玉県公営企業管理規程第５号、以

下「財務規程」という。）第 123 条第２項第１号又は第４号の規定に該当する

場合は免除する。詳細は、入札説明書による。 

    イ  契約保証金 

 契約の相手方は、契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額に契

約保証金の率（100 分の 10 以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、

財務規程第 110 条第２項第１号の規定に該当する場合は免除する。詳細は、

入札説明書による。 

（３）入札者に要求される事項 

   ア この一般競争入札に参加を希望する者は、確認申請書を令和６年８月５日

（月）午後４時までに提出し、競争入札参加資格の確認を受けなければなら

ない。 

    イ 入札者は、５「入札書の提出場所等」に従い、入札書を提出しなければな

らない。 

（４）入札の無効 

    次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札 

    イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札 

    ウ 財務規程第 127 条又は埼玉県公営企業の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規程（平成７年埼玉県公営企業管理規程第 13 号）第９条の規定

に該当する入札 

（５）契約書作成の要否 

   要 

（６）落札者の決定方法 

 財務規程第 124 条に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（７）手続における交渉の有無 

      無 

（８）競争入札参加資格の付与 

 ２（２）に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県所

定の競争入札参加資格申請受付システムで必要事項を登録した上、必要な書類



を添付して、下記の機関に提出すること。 

（郵便番号）330-9301 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 15 番１号 

    （機 関 名）埼玉県総務部入札審査課審査担当（物品） 

（電話番号）048-830-5775（直通） 

（９）支払条件 

 発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から 30 日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 

 (10) その他詳細は、入札説明書による。 

７   Summary 

 (１) Description and scheduled quantity of water chemicals to be purchased: 

     Polyaluminium Chloride, 5 water filtration plants, total of 7,398 tons 

 (２) Delivery destinations: 

Okubo, Showa, Gyoda, Shin-Misato and Yoshimi Water Filtration Plants 

 (３) Delivery period: From October 1, 2024 to March 31, 2025 

(During this period, the quantity of chemicals that we ordered will be 

delivered to the specified water filtration plants.) 

 (４) Deadline for submission of application forms and relevant documents 

for bidding qualification: 

     16:00[+0900(JST)] on August 5, 2024 

 (５) Deadline for bids: 

16:00[+0900(JST)] on August 26, 2024 

 (６) Note: 

   All procedures will be conducted in Japanese only. 

 (７) Other Information： 

     Details are specified in the “Bidding Instructions” (Japanese). 

(８) Contact information: 

Waterworks Management Division 

Public Enterprise Bureau 

Saitama Prefectural Government,  

Takasago 3-14-21, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken 330-0063  

Japan 

Telephone: 048-830-7094 (Japanese) 
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１ 調達内容 

（１）購入等件名及び予定数量（単価契約） 

   水道用液体塩素 665 トン（月間最大予定数量 135 トン） 

（２）購入物品の仕様等   

      入札説明書及び仕様書による。 

（３）契約期間 

     令和６年 10 月１日から令和７年３月 31 日まで 

（４）納入場所 

      埼玉県大久保浄水場 

   埼玉県行田浄水場 

（５）入札方法 

   本件入札は「埼玉県電子入札共同システム」（以下「システム」という。）

により行う。ただし、システムの利用者登録をしていない業者については、紙

媒体の入札書を郵送することによる入札も認める。 

   また、入札金額は１トン当たりの単価を記載すること。落札決定に当たって

は、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当する額を加算

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨て

るものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２）令和６年度における埼玉県企業局物品の買入れ等の特定調達契約に係

る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格等に関する

告示（令和６年埼玉県公営企業告示第 10 号）に基づき、業種区分が「物品の

販売」のＡ等級に格付された者で、営業品目が「大分類：工業用薬品、小分類：

その他工業用薬品」に登録された者であること。 

（３）公告日から落札決定までの期間に、企業局の契約に係る入札参加停止等の措

置要領に基づく入札参加停止等の措置を受けていない者であること。 

（４）公告日から落札決定までの期間に、埼玉県企業局の契約に係る暴力団排除措

置要綱に基づく入札参加除外等の措置を受けていない者であること。 

（５）購入物品について、仕様書の要求する事項を確実に履行できることを証明し

た者であること。 



３ 入札参加資格の確認 

    この入札に参加しようとする者は、次のとおり、一般競争入札参加資格確認申

請書（別添様式１－１）（以下「確認申請書」という。）を提出し、入札参加資

格の確認を受けなければならない。 

  また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、

速やかにそれに応じなければならない。 

  なお、提出する書類の押印については、複写を認めないので注意すること。 

（１）提出期限 

   令和６年８月５日（月）午後４時（必着） 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    システムから確認申請する。 

    また、その他必要書類を３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書

留又は簡易書留）又はレターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

  イ 紙媒体で提出する場合（ただし、システム未登録の者に限る） 

    ３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレ

ターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

（３）確認申請書等の提出先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局水道管理課水質担当 

     （電話番号）048-830-7094（直通） 

   （メ ー ル）a7070-05@pref.saitama.lg.jp 

（４）入札説明書、仕様書、様式等の入手方法 

   入札情報公開システムからダウンロードして入手すること。ただし、ダウン

ロードできない場合は、３（３）に定める機関に連絡すること。 

（５）確認結果通知 

 確認結果の通知は、令和６年８月19日（月）までにシステム又は郵送により

行う。 

４  仕様書等に関する質問及び回答 

（１）提出先及び方法 

質問書（別添様式６）を３（３）に定める機関にシステム又は電子メールに

より提出する（持参不可）。電子メールを使用した場合は、電話で着信確認す

ること。 



（２）受付期限 

   令和６年７月 12 日（金）午後４時（必着） 

（３）質問に対する回答 

 質問に対する回答は、令和６年７月 19 日（金）午後４時までに、入札情報

公開システムの本案件の発注図書ファイルに掲示する。 

５ 入札書の提出場所等 

（１）入札書受付期間 

   令和６年８月20日（火）午前９時から令和６年８月26日（月）午後４時まで 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    期限までに入札金額等をシステムのファイルに記録する。 

  イ 紙媒体で提出する場合（システム未登録の者に限る） 

    ５（３）に定める機関に入札書（別添様式２）を期限までに提出する（必

着）。 

    なお、書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレターパックプラスによる

こと（持参不可）。 

（３）紙媒体による入札書を郵送する場合の宛先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局財務課予算・契約・出納担当 

     （電話番号）048-830-7038（直通） 

（４）開札の場所及び日時 

  ア 開札場所 

    埼玉県職員会館２階 埼玉県企業局財務課執務室 

    なお、開札への立会いは不要とする。 

  イ 開札日時 

    令和６年８月 27 日（火）午前９時 30 分 

６ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は見積もった契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額

に入札保証金の率（100 分の５以上）を乗じた額を納付するものとする。た



だし、埼玉県公営企業財務規程（昭和 39 年埼玉県公営企業管理規程第５号、

以下「財務規程」という。）第 123 条第２項第１号又は第４号の規定に該当

する場合は免除する。詳細は、入札説明書による。 

  イ  契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額に契

約保証金の率（100 分の 10 以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、

財務規程第 110 条第２項第１号の規定に該当する場合は免除する。詳細は、

入札説明書による。 

（３）入札者に要求される事項 

  ア この一般競争入札に参加を希望する者は、確認申請書を令和６年８月５日

（月）午後４時までに提出し、競争入札参加資格の確認を受けなければなら

ない。 

  イ 入札者は、５「入札書の提出場所等」に従い、入札書を提出しなければな

らない。 

（４）入札の無効 

    次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札 

    イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札 

    ウ 財務規程第 127 条又は埼玉県公営企業の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規程（平成７年埼玉県公営企業管理規程第 13 号）第９条の規

定に該当する入札 

（５）契約書作成の要否 

   要 

（６）落札者の決定方法 

   財務規程第 124 条に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（７）手続における交渉の有無 

      無 

（８）競争入札参加資格の付与 

 ２（２）に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県所

定の競争入札参加資格申請受付システムで必要事項を登録した上、必要な書類

を添付して、下記の機関に提出すること。 

（郵便番号）330-9301 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 15 番１号 



    （機 関 名）埼玉県総務部入札審査課審査担当（物品） 

（電話番号）048-830-5775（直通） 

（９）支払条件 

 発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から 30 日以内に当該代金

を受注者に支払うものとする。 

 (10) その他詳細は、入札説明書による。 

７   Summary                                       

 (１) Description and scheduled quantity of water chemicals to be purchased: 

Liquefied Chlorine, 2 water filtration plants, total of 665 tons 

 (２) Delivery destinations: 

     Okubo and Gyoda Water Filtration Plants 

 (３) Delivery period: October 1, 2024 to March 31, 2025 

(During this period, the quantity of chemicals that we ordered will be 

delivered to the specified water filtration plants.) 

 (４) Deadline for submission of application forms and relevant documents for 

     bidding qualification:  

     16:00[+0900(JST)] on August 5, 2024 

 (５) Deadline for bids: 

16:00[+0900(JST)] on August 26, 2024 

 (６) Note: 

   All procedures will be conducted in Japanese only. 

 (７) Other Information: 

     Details are specified in the “Bidding Instructions” (Japanese). 

(８) Contact information: 

Waterworks Management Division 

Public Enterprise Bureau 

Saitama Prefectural Government,  

Takasago 3-14-21, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken 330-0063  

Japan 

Telephone: 048-830-7094 (Japanese) 
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１ 調達内容 

（１）購入等件名及び予定数量（単価契約） 

   水道用次亜塩素酸ナトリウム 1,689 トン（月間最大予定数量 500 トン） 

（２）購入物品の仕様等   

   入札説明書及び仕様書による。 

（３）契約期間 

     令和６年 10 月１日から令和７年３月 31 日まで 

（４）納入場所 

   埼玉県庄和浄水場 

   埼玉県行田浄水場 

      埼玉県新三郷浄水場 

   埼玉県吉見浄水場 

      江南中継ポンプ所 

   高倉中継ポンプ所 

（５）入札方法 

   本件入札は「埼玉県電子入札共同システム」（以下「システム」という。）

により行う。ただし、システムの利用者登録をしていない業者については、紙

媒体の入札書を郵送することによる入札も認める。 

   また、入札金額は１トン当たりの単価を記載すること。落札決定に当たって

は、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当する額を加算

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨て

るものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２）令和６年度における埼玉県企業局物品の買入れ等の特定調達契約に係

る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格等に関する

告示（令和６年埼玉県公営企業告示第 10 号）に基づき、業種区分「物品の販

売」のＡ等級に格付された者で、営業品目が「大分類：工業用薬品、小分類：

次亜塩素酸ソーダ」に登録された者であること。 

（３）公告日から落札決定までの期間に、企業局の契約に係る入札参加停止等の措

置要領に基づく入札参加停止等の措置を受けていない者であること。 



（４）公告日から落札決定までの期間に、埼玉県企業局の契約に係る暴力団排除措

置要綱に基づく入札参加除外等の措置を受けていない者であること。 

（５）購入物品について、仕様書の要求する事項を確実に履行できることを証明し

た者であること。 

３ 入札参加資格の確認 

    この入札に参加しようとする者は、次のとおり、一般競争入札参加資格確認申

請書（別添様式１－１）（以下「確認申請書」という。）を提出し、入札参加資

格の確認を受けなければならない。 

  また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、

速やかにそれに応じなければならない。 

  なお、提出する書類の押印については、複写を認めないので注意すること。 

（１）提出期限 

   令和６年８月５日（月）午後４時（必着） 

（２）提出方法 

 ア システムで提出する場合 

   システムから確認申請する。 

   また、その他必要書類を３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書

留又は簡易書留）又はレターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

   イ 紙媒体で提出する場合（ただし、システム未登録の者に限る） 

    ３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレ

ターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

（３）確認申請書等の提出先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局水道管理課水質担当 

     （電話番号）048-830-7094（直通） 

   （メ ー ル）a7070-05@pref.saitama.lg.jp 

（４）入札説明書、仕様書、様式等の入手方法 

 入札情報公開システムからダウンロードして入手すること。ただし、ダウン

ロードできない場合は、３（３）に定める機関に連絡すること。 

（５）確認結果通知 

 確認結果の通知は、令和６年８月 19 日（月）までにシステム又は郵送によ

り行う。 

４  仕様書等に関する質問及び回答 



（１）提出先及び方法 

質問書（別添様式６）を３（３）に定める機関にシステム又は電子メールに

より提出する（持参不可）。電子メールを使用した場合は、電話で着信確認す

ること。 

（２）受付期限 

   令和６年７月 12 日（金）午後４時（必着） 

（３）質問に対する回答 

 質問に対する回答は、令和６年７月 19 日（金）午後４時までに、入札情報

公開システムの本案件の発注図書ファイルに掲示する。 

５ 入札書の提出場所等 

（１）入札書受付期間 

   令和６年８月20日（火）午前９時から令和６年８月26日（月）午後４時まで 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    期限までに入札金額等をシステムのファイルに記録する。 

  イ 紙媒体で提出する場合（システム未登録の者に限る） 

    ５（３）に定める機関に入札書（別添様式２）を期限までに提出する（必

着）。 

    なお、書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレターパックプラスによる

こと（持参不可）。 

（３）紙媒体による入札書を郵送する場合の宛先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局財務課予算・契約・出納担当 

     （電話番号）048-830-7038（直通） 

（４）開札の場所及び日時 

    ア 開札場所 

埼玉県職員会館２階 埼玉県企業局財務課執務室 

なお、開札への立会いは不要とする。 

イ 開札日時 

    令和６年８月 27 日（火）午前 10 時 00 分 

６ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 



（２）入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は見積もった契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額

に入札保証金の率（100 分の５以上）を乗じた額を納付するものとする。た

だし、埼玉県公営企業財務規程（昭和 39 年埼玉県公営企業管理規程第５号、

以下「財務規程」という。）第 123 条第２項第１号又は第４号の規定に該当

する場合は免除する。詳細は、入札説明書による。 

  イ  契約保証金 

契約の相手方は、契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額に契

約保証金の率（100 分の 10 以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、

財務規程第 110 条第２項第１号の規定に該当する場合は免除する。詳細は、

入札説明書による。 

（３）入札者に要求される事項 

   ア この一般競争入札に参加を希望する者は、確認申請書を令和６年８月５日

（月）午後４時までに提出し、競争入札参加資格の確認を受けなければなら

ない。 

    イ 入札者は、５「入札書の提出場所等」に従い、入札書を提出しなければな

らない。 

（４）入札の無効 

    次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札 

    イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札 

    ウ 財務規程第 127 条又は埼玉県公営企業の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規程（平成７年埼玉県公営企業管理規程第 13 号）第９条の規

定に該当する入札 

（５）契約書作成の要否 

   要 

（６）落札者の決定方法 

   財務規程第 124 条に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（７）手続における交渉の有無 

      無 

（８）競争入札参加資格の付与 

   ２（２）に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県所



定の競争入札参加資格申請受付システムで必要事項を登録した上、必要な書類

を添付して、下記の機関に提出すること。 

（郵便番号）330-9301 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 15 番１号 

    （機 関 名）埼玉県総務部入札審査課審査担当（物品） 

（電話番号）048-830-5775（直通） 

（９）支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から 30 日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 

 (10) その他詳細は、入札説明書による。 

７   Summary 

 (１) Description and scheduled quantity of water chemicals to be purchased: 

Sodium Hypochlorite, 4 water filtration plants and 2 relay pump stations, 

total of 1,689 tons 

 (２) Delivery destinations: 

     Showa, Gyoda, Shin-Misato and Yoshimi Water Filtration Plants 

   Konan and Takakura Relay Pump Stations 

(３) Delivery period: From October 1, 2024 to March 31, 2025 

(During this period, the quantity of chemicals that we ordered will be 

delivered to the specified water filtration plants and relay pump 

stations.) 

 (４) Deadline for submission of application forms and relevant documents for  

    bidding qualification:  

     16:00[+0900(JST)] on August 5, 2024 

 (５) Deadline for bids: 

16:00[+0900(JST)] on August 26, 2024 

 (６) Note: 

   All procedures will be conducted in Japanese only. 

 (７) Other Information: 

     Details are specified in the “Bidding Instructions” (Japanese). 

(８) Contact information: 

Waterworks Management Division 

Public Enterprise Bureau 

Saitama Prefectural Government,  



Takasago 3-14-21, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken 330-0063  

Japan 

Telephone: 048-830-7094 (Japanese) 
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１ 調達内容 

（１）購入等件名及び予定数量（単価契約） 

   水道用粉末活性炭（ウェット炭） 183 トン（月間最大予定数量 63 トン） 

（２）購入物品の仕様等   

      入札説明書及び仕様書による。 

（３）契約期間 

     令和６年 10 月１日から令和７年３月 31 日まで 

（４）納入場所 

      埼玉県大久保浄水場 

   埼玉県庄和浄水場 

   埼玉県行田浄水場 

（５）入札方法 

   本件入札は「埼玉県電子入札共同システム」（以下「システム」という。）

により行う。ただし、システムの利用者登録をしていない業者については、紙

媒体の入札書を郵送することによる入札も認める。 

   また、入札金額は乾燥重量１トン当たりの単価を記載すること。落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もっ

た契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２）令和６年度における埼玉県企業局物品の買入れ等の特定調達契約に係

る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格等に関する

告示（令和６年埼玉県公営企業告示第 10 号）に基づき、業種区分「物品の販

売」のＡ等級に格付された者で、営業品目が「大分類：工業用薬品、小分類：

活性炭」に登録された者であること。 

（３）公告日から落札決定までの期間に、企業局の契約に係る入札参加停止等の措

置要領に基づく入札参加停止等の措置を受けていない者であること。 

（４）公告日から落札決定までの期間に、埼玉県企業局の契約に係る暴力団排除措

置要綱に基づく入札参加除外等の措置を受けていない者であること。 

（５）購入物品について、仕様書の要求する事項を確実に履行できることを証明し



た者であること。 

３ 入札参加資格の確認 

    この入札に参加しようとする者は、次のとおり、一般競争入札参加資格確認申

請書（別添様式１－１）（以下「確認申請書」という。）を提出し、入札参加資

格の確認を受けなければならない。 

  また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、

速やかにそれに応じなければならない。 

  なお、提出する書類の押印については、複写を認めないので注意すること。 

（１）提出期限 

   令和６年８月５日（月）午後４時（必着） 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    システムから確認申請する。 

    また、その他必要書類を３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書

留又は簡易書留）及びレターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

    イ 紙媒体で提出する場合（ただし、システム未登録の者に限る） 

    ３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書留又は簡易書留）及びレ

ターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

（３）確認申請書等の提出先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局水道管理課水質担当 

     （電話番号）048-830-7094（直通）  

   （メ ー ル）a7070-05@pref.saitama.lg.jp 

（４）入札説明書、仕様書、様式等の入手方法 

   入札情報公開システムからダウンロードして入手すること。ただし、ダウン

ロードできない場合は、３（３）に定める機関に連絡すること。 

（５）確認結果通知 

 確認結果の通知は、令和６年８月 19 日（月）までにシステム又は郵送によ

り行う。 

４  仕様書等に関する質問及び回答 

（１）提出先及び方法 

質問書（別添様式６）を３（３）に定める機関にシステム又は電子メールに

より提出する（持参不可）。電子メールを使用した場合は、電話で着信確認す



ること。 

（２）受付期限 

   令和６年７月 12 日（金）午後４時（必着） 

（３）質問に対する回答 

質問に対する回答は、令和６年７月 19 日（金）午後４時までに、入札情報

公開システムの本案件の発注図書ファイルに掲示する。 

５ 入札書の提出場所等 

（１）入札書受付期間 

   令和６年８月20日（火）午前９時から令和６年８月26日（月）午後４時まで 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    期限までに入札金額等をシステムのファイルに記録する。 

  イ 紙媒体で提出する場合（システム未登録の者に限る） 

    ５（３）に定める機関に入札書（別添様式２）を期限までに提出する（必

着）。 

    なお、書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレターパックプラスによる

こと（持参不可）。 

（３）紙媒体による入札書を郵送する場合の宛先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局財務課予算・契約・出納担当 

     （電話番号）048-830-7038（直通） 

（４）開札の場所及び日時 

    ア 開札場所 

    埼玉県職員会館２階 埼玉県企業局財務課執務室 

    なお、開札への立会いは不要とする。 

  イ 開札日時 

    令和６年８月 27 日（火）午前 10 時 30 分 

６ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は見積もった契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額



に入札保証金の率（100 分の５以上）を乗じた額を納付するものとする。た

だし、埼玉県公営企業財務規程（昭和 39 年埼玉県公営企業管理規程第５号、

以下「財務規程」という。）第 123 条第２項第１号又は第４号の規定に該当

する場合は免除する。詳細は、入札説明書による。 

  イ  契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額に契

約保証金の率（100 分の 10 以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、

財務規程第 110 条第２項第１号の規定に該当する場合は免除する。詳細は、

入札説明書による。 

（３）入札者に要求される事項 

  ア この一般競争入札に参加を希望する者は、確認申請書を令和６年８月５日

（月）午後４時までに提出し、競争入札参加資格の確認を受けなければなら

ない。 

  イ 入札者は、５「入札書の提出場所等」に従い、入札書を提出しなければな

らない。 

（４）入札の無効 

   次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札 

    イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札 

    ウ 財務規程第 127 条又は埼玉県公営企業の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規程（平成７年埼玉県公営企業管理規程第 13 号）第９条の規

定に該当する入札 

（５）契約書作成の要否 

   要 

（６）落札者の決定方法 

   財務規程第 124 条に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（７）手続における交渉の有無 

   無 

（８）競争入札参加資格の付与 

   ２（２）に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県所

定の競争入札参加資格申請受付システムで必要事項を登録した上、必要な書類

を添付して、下記の機関に提出すること。 

（郵便番号）330-9301 



    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 15 番１号 

    （機 関 名）埼玉県総務部入札審査課審査担当（物品） 

（電話番号）048-830-5775（直通） 

（９）支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から 30 日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 

 (10) その他詳細は、入札説明書による。 

７   Summary 

（１）Description and scheduled quantity of water chemicals to be purchased: 

    Wet Powdered Activated Carbon, 3 water filtration plants, total of 183   

tons 

（２）Delivery destinations: 

     Okubo, Showa and Gyoda Water Filtration Plants 

（３）Delivery period: From October 1, 2024 to March 31, 2025 

(During this period, the quantity of chemicals that we ordered will be 

delivered to the specified water filtration plants.) 

（４）Deadline for submission of application forms and relevant documents for  

bidding qualification:  

     16:00[+0900(JST)] on August 5, 2024 

（５）Deadline for bids: 

16:00[+0900(JST)] on August 26, 2024 

（６）Note: 

   All procedures will be conducted in Japanese only. 

（７）Other Information: 

Details are specified in the “Bidding Instructions” (Japanese). 

（８）Contact information: 

Waterworks Management Division 

Public Enterprise Bureau 

Saitama Prefectural Government,  

Takasago 3-14-21, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken 330-0063  

Japan 

Telephone: 048-830-7094 (Japanese) 
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１ 調達内容 

（１）購入等件名及び予定数量（単価契約） 

   水道用粉末活性炭（ドライ炭） 627 トン（月間最大予定数量 141 トン） 

（２）購入物品の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

（３）契約期間 

   令和６年 10 月１日から令和７年３月 31 日まで 

（４）納入場所 

   埼玉県大久保浄水場 

   埼玉県吉見浄水場 

（５）入札方法 

   本件入札は「埼玉県電子入札共同システム」（以下「システム」という。）

により行う。ただし、システムの利用者登録をしていない業者については、紙

媒体の入札書を郵送することによる入札も認める。 

   また、入札金額は乾燥重量１トン当たりの単価を記載すること。落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。)をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もっ

た契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２）令和６年度における埼玉県企業局物品の買入れ等の特定調達契約に係

る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格等に関する

告示（令和６年埼玉県公営企業告示第 10 号）に基づき、業種区分「物品の販

売」のＡ等級に格付された者で、営業品目が「大分類：工業用薬品、小分類：

活性炭」に登録された者であること。 

（３）公告日から落札決定までの期間に、企業局の契約に係る入札参加停止等の措

置要領に基づく入札参加停止等の措置を受けていない者であること。 

（４）公告日から落札決定までの期間に、埼玉県企業局の契約に係る暴力団排除措

置要綱に基づく入札参加除外等の措置を受けていない者であること。 

（５）購入物品について、仕様書の要求する事項を確実に履行できることを証明し

た者であること。 



３ 入札参加資格の確認 

    この入札に参加しようとする者は、次のとおり、一般競争入札参加資格確認申

請書（別添様式１－１）（以下「確認申請書」という。）を提出し、入札参加資

格の確認を受けなければならない。 

  また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、

速やかにそれに応じなければならない。 

  なお、提出する書類の押印については、複写を認めないので注意すること。 

（１）提出期限 

    令和６年８月５日（月）午後４時（必着） 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    システムから確認申請する。 

    また、その他必要書類を３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書

留又は簡易書留）又はレターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

  イ 紙媒体で提出する場合（ただし、システム未登録の者に限る） 

    ３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレ

ターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

（３）確認申請書等の提出先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局水道管理課水質担当 

     （電話番号）048-830-7094（直通） 

   （メ ー ル）a7070-05@pref.saitama.lg.jp 

（４）入札説明書、仕様書、様式等の入手方法 

   入札情報公開システムからダウンロードして入手すること。ただし、ダウン

ロードできない場合は、３（３）に定める機関に連絡すること。 

（５）確認結果通知 

 確認結果の通知は、令和６年８月 19 日（月）までにシステム又は郵送によ

り行う。 

４  仕様書等に関する質問及び回答 

（１）提出先及び方法 

質問書（別添様式６）を３（３）に定める機関にシステム又は電子メールに

より提出する（持参不可）。電子メールを使用した場合は、電話で着信確認す

ること。 



（２）受付期限 

   令和６年７月 12 日（金）午後４時（必着） 

（３）質問に対する回答 

   質問に対する回答は、令和６年７月 19 日（金）午後４時までに、入札情報公

開システムの本案件の発注図書ファイルに掲示する。 

５ 入札書の提出場所等 

（１）入札書受付期間 

   令和６年８月20日（火）午前９時から令和６年８月26日（月）午後４時まで 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    期限までに入札金額等をシステムのファイルに記録する。 

  イ 紙媒体で提出する場合（システム未登録の者に限る） 

    ５（３）に定める機関に入札書（別添様式２）を期限までに提出する（必

着）。 

    なお、書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレターパックプラスによる

こと（持参不可）。 

（３）紙媒体による入札書を郵送する場合のあて先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局財務課予算・契約・出納担当 

     （電話番号）048-830-7038（直通） 

（４）開札の場所及び日時 

    ア 開札場所 

埼玉県職員会館２階 埼玉県企業局財務課執務室 

なお、開札への立会いは不要とする。 

  イ 開札日時 

    令和６年８月 27 日（火）午前 11 時 00 分 

６ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は見積もった契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額

に入札保証金の率（100 分の５以上）を乗じた額を納付するものとする。た



だし、埼玉県公営企業財務規程（昭和 39 年埼玉県公営企業管理規程第５号、

以下「財務規程」という。）第 123 条第２項第１号又は第４号の規定に該当

する場合は免除する。詳細は、入札説明書による。 

  イ  契約保証金 

契約の相手方は、契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額に契

約保証金の率（100 分の 10 以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、

財務規程第 110 条第２項第１号の規定に該当する場合は免除する。詳細は、

入札説明書による。 

（３）入札者に要求される事項 

  ア この一般競争入札に参加を希望する者は、確認申請書を令和６年８月５日

（月）午後４時までに提出し、競争入札参加資格の確認を受けなければなら

ない。 

    イ 入札者は、５「入札書の提出場所等」に従い、入札書を提出しなければな

らない。 

（４）入札の無効 

   次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札 

    イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札 

    ウ 財務規程第 127 条又は埼玉県公営企業の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規程（平成７年埼玉県公営企業管理規程第 13 号）第９条の規

定に該当する入札 

（５）契約書作成の要否 

   要 

（６）落札者の決定方法 

   財務規程第 124 条に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（７）手続における交渉の有無 

   無 

（８）競争入札参加資格の付与 

   ２（２）に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県所

定の競争入札参加資格申請受付システムで必要事項を登録した上、必要な書類

を添付して、下記の機関に提出すること。 

（郵便番号）330-9301 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 15 番１号 



    （機 関 名）埼玉県総務部入札審査課審査担当（物品） 

（電話番号）048-830-5775（直通） 

（９）支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から 30 日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 

 (10) その他詳細は、入札説明書による。 

７   Summary 

（１）Description and scheduled quantity of water chemicals to be purchased: 

    Dry Powdered Activated Carbon, 2 water filtration plants, total of 627 

tons 

（２）Delivery destinations: 

     Okubo and Yoshimi Water Filtration Plants 

（３）Delivery period: From October 1, 2024 to March 31, 2025 

(During this period, the quantity of chemicals that we ordered will be 

delivered to the specified water filtration plants.) 

（４）Deadline for submission of application forms and relevant documents for  

bidding qualification:  

     16:00[+0900(JST)] on August 5, 2024 

（５）Deadline for bids: 

16:00[+0900(JST)] on August 26, 2024 

 (６) Note: 

   All procedures will be conducted in Japanese only. 

 (７) Other Information： 

     Details are specified in the “Bidding Instructions” (Japanese). 

（８）Contact information: 

Waterworks Management Division 

Public Enterprise Bureau 

Saitama Prefectural Government,  

Takasago 3-14-21, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken 330-0063  

Japan 

Telephone: 048-830-7094 (Japanese) 
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１ 調達内容 

（１）購入等件名及び予定数量（単価契約） 

      水道用濃硫酸 997 トン（月間最大予定数量 210 トン） 

（２）購入物品の仕様等   

      入札説明書及び仕様書による。 

（３）契約期間 

     令和６年 10 月１日から令和７年３月 31 日まで 

（４）納入場所 

      埼玉県大久保浄水場 

   埼玉県庄和浄水場 

      埼玉県行田浄水場 

   埼玉県新三郷浄水場 

   埼玉県吉見浄水場 

（５）入札方法 

   本件入札は「埼玉県電子入札共同システム」（以下「システム」という。）

により行う。ただし、システムの利用者登録をしていない業者については、紙

媒体の入札書を郵送することによる入札も認める。 

   また、入札金額は１トン当たりの単価を記載すること。落札決定に当たって

は、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当する額を加算

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨て

るものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２）令和６年度における埼玉県企業局物品の買入れ等の特定調達契約に係

る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格等に関する

告示（令和６年埼玉県公営企業告示第 10 号）に基づき、業種区分「物品の販

売」のＡ等級に格付された者で、営業品目が「大分類：工業用薬品、小分類：

硫酸」に登録された者であること。 

（３）公告日から落札決定までの期間に、企業局の契約に係る入札参加停止等の措

置要領に基づく入札参加停止等の措置を受けていない者であること。 

（４）公告日から落札決定までの期間に、埼玉県企業局の契約に係る暴力団排除措



置要綱に基づく入札参加除外等の措置を受けていない者であること。 

（５）購入物品について、仕様書の要求する事項を確実に履行できることを証明し

た者であること。 

３ 入札参加資格の確認 

    この入札に参加しようとする者は、次のとおり、一般競争入札参加資格確認申

請書（別添様式１－１）（以下「確認申請書」という。）を提出し、入札参加資

格の確認を受けなければならない。 

  また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、

速やかにそれに応じなければならない。 

    なお、提出する書類の押印については、複写を認めないので注意すること。 

（１）提出期限 

    令和６年８月５日（月）午後４時（必着） 

（２）提出方法 

 ア システムで提出する場合 

   システムから確認申請する。 

   また、その他必要書類を３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書

留又は簡易書留）又はレターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

 イ 紙媒体で提出する場合（ただし、システム未登録の者に限る） 

   ３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレ

ターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

（３）確認申請書等の提出先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局水道管理課水質担当 

     （電話番号）048-830-7094（直通）  

   （メ ー ル）a7070-05@pref.saitama.lg.jp 

（４）入札説明書、仕様書、様式等の入手方法 

   入札情報公開システムからダウンロードして入手すること。ただし、ダウン

ロードできない場合は、３（３）に定める機関に連絡すること。 

（５）確認結果通知 

 確認結果の通知は、令和６年８月 19 日（月）までにシステム又は郵送によ

り行う。 

４  仕様書等に関する質問及び回答 

（１）提出先及び方法 



   質問書（別添様式６）を３（３）に定める機関にシステム又は電子メールに

より提出する（持参不可）。電子メールを使用した場合は、電話で着信確認す

ること。 

（２）受付期限 

   令和６年７月 12 日（金）午後４時（必着） 

（３）質問に対する回答 

   質問に対する回答は、令和６年７月 19 日（金）午後４時までに、入札情報公

開システムの本案件の発注図書ファイルに掲示する。 

５ 入札書の提出場所等 

（１）入札書受付期間 

   令和６年８月20日（火）午前９時から令和６年８月26日（月）午後４時まで 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    期限までに入札金額等をシステムのファイルに記録する。 

  イ 紙媒体で提出する場合（システム未登録の者に限る） 

    ５（３）に定める機関に入札書（別添様式２）を期限までに提出する（必

着）。 

    なお、書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレターパックプラスによる

こと（持参不可）。 

（３）紙媒体による入札書を郵送する場合の宛先 

 （郵便番号）330-0063 

 （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

 （機 関 名）埼玉県企業局財務課予算・契約・出納担当 

  （電話番号）048-830-7038（直通） 

（４）開札の場所及び日時 

  ア 開札場所 

    埼玉県職員会館２階 埼玉県企業局財務課執務室 

    なお、開札への立会いは不要とする。 

  イ 開札日時 

    令和６年８月 27 日（火）午前 11 時 30 分 

６ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金 



  ア 入札保証金 

    入札者は見積もった契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額

に入札保証金の率（100 分の５以上）を乗じた額を納付するものとする。た

だし、埼玉県公営企業財務規程（昭和 39 年埼玉県公営企業管理規程第５号、

以下「財務規程」という。）第 123 条第２項第１号又は第４号の規定に該当

する場合は免除する。詳細は、入札説明書による。 

  イ  契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額に契

約保証金の率（100 分の 10 以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、

財務規程第 110 条第２項第１号の規定に該当する場合は免除する。詳細は、

入札説明書による。 

（３）入札者に要求される事項 

  ア この一般競争入札に参加を希望する者は、確認申請書を令和６年８月５日

（月）午後４時までに提出し、競争入札参加資格の確認を受けなければなら

ない。 

  イ 入札者は、５「入札書の提出場所等」に従い、入札書を提出しなければな

らない。 

（４）入札の無効 

   次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札 

  ウ 財務規程第127条又は埼玉県公営企業の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規程（平成７年埼玉県公営企業管理規程第13号）第９条の規定

に該当する入札 

（５）契約書作成の要否 

   要 

（６）落札者の決定方法 

   財務規程第 124 条に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（７）手続における交渉の有無 

      無 

（８）競争入札参加資格の付与 

   ２（２）に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県所

定の競争入札参加資格申請受付システムで必要事項を登録した上、必要な書類



を添付して、下記の機関に提出すること。 

   （郵便番号）330-9301 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 15 番１号 

    （機 関 名）埼玉県総務部入札審査課審査担当（物品） 

   （電話番号）048-830-5775（直通） 

（９）支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から 30 日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 

（10）その他詳細は、入札説明書による。 

７   Summary                                       

 （１）Description and scheduled quantity of water chemicals to be purchased: 

    Sulfuric Acid, 5 water filtration plants, total of 997 tons 

 （２）Delivery destinations: 

     Okubo, Showa, Gyoda, Shin-Misato and Yoshimi Water Filtration Plants 

 （３）Delivery period: From October 1, 2024 to March 31, 2025 

(During this period, the quantity of chemicals that we ordered will be 

delivered to the specified water filtration plants.) 

 （４）Deadline for submission of application forms and relevant documents for  

bidding qualification:  

     16:00[+0900(JST)] on August 5, 2024 

 （５）Deadline for bids: 

16:00[+0900(JST)] on August 26, 2024 

  (６) Note: 

    All procedures will be conducted in Japanese only. 

 （７）Other Information： 

     Details are specified in the “Bidding Instructions” (Japanese). 

 （８）Contact information: 

Waterworks Management Division 

Public Enterprise Bureau 

S a i t a m a Prefectural Government,  

Takasago 3-14-21, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken 330-0063  

Japan 

Telephone: 048-830-7094 (Japanese) 



告 
 

示 

埼
玉
県
公
営
企
業
告
示
第
三
十
二
号 

Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
基
づ
く
政
府
調
達
に
関
す
る
協
定
の
適
用
を
受
け
る
調
達
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り

一
般
競
争
入
札
に
付
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

埼
玉
県
公
営
企
業
管
理
者 

板 

東 

博 

之 
 

 
 

  



１ 調達内容 

（１）購入等件名及び予定数量（単価契約） 

   水道用超高塩基度ポリ塩化アルミニウム 765 トン 

   （月間最大予定数量 139 トン） 

（２）購入物品の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

（３）契約期間 

   令和６年 10 月１日から令和７年３月 31 日まで 

（４）納入場所 

   埼玉県庄和浄水場 

（５）入札方法 

   本件入札は「埼玉県電子入札共同システム」（以下「システム」という。）

により行う。ただし、システムの利用者登録をしていない業者については、紙

媒体の入札書を郵送することによる入札も認める。 

   また、入札金額は１トン当たりの単価を記載すること。落札決定に当たって

は、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当する額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望

金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２）令和６年度における埼玉県企業局物品の買入れ等の特定調達契約に係

る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格等に関する

告示（令和６年埼玉県公営企業告示第 10 号）に基づき、業種区分「物品の販

売」のＡ等級に格付された者で、営業品目が「大分類：工業用薬品、小分類：

ポリ塩化アルミニウム」に登録された者であること。 

（３）公告日から落札決定までの期間に、企業局の契約に係る入札参加停止等の措

置要領に基づく入札参加停止等の措置を受けていない者であること。 

（４）公告日から落札決定までの期間に、埼玉県企業局の契約に係る暴力団排除措

置要綱に基づく入札参加除外等の措置を受けていない者であること。 

（５）購入物品について、仕様書の要求する事項を確実に履行できることを証明し

た者であること。 



３ 入札参加資格の確認 

  この入札に参加しようとする者は、次のとおり、一般競争入札参加資格確認申

請書（別添様式１－１）（以下「確認申請書」という。）を提出し、入札参加資

格の確認を受けなければならない。 

  また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、

速やかにそれに応じなければならない。 

  なお、提出する書類の押印については、複写を認めないので注意すること。 

（１）提出期限 

    令和６年８月５日（月）午後４時（必着） 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    システムから確認申請する。 

    また、その他必要書類を３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書

留又は簡易書留）又はレターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

  イ 紙媒体で提出する場合（ただし、システム未登録の者に限る） 

    ３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレ

ターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

（３）確認申請書等の提出先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局水道管理課水質担当 

     （電話番号）048-830-7094（直通） 

   （メ ー ル）a7070-05@pref.saitama.lg.jp 

（４）入札説明書、仕様書、様式等の入手方法 

   入札情報公開システムからダウンロードして入手すること。ただし、ダウン

ロードできない場合は、３（３）に定める機関に連絡すること。 

（５）確認結果通知 

 確認結果の通知は、令和６年８月 19 日（月）までにシステム又は郵送により

行う。 

４  仕様書等に関する質問及び回答 

（１）提出先及び方法 

質問書（別添様式６）を３（３）に定める機関にシステム又は電子メールに

より提出する（持参不可）。電子メールを使用した場合は、電話で着信確認す

ること。 



（２）受付期限 

   令和６年７月 12 日（金）午後４時（必着） 

（３）質問に対する回答 

質問に対する回答は、令和６年７月 19 日（金）午後４時までに、入札情報公

開システムの本案件の発注図書ファイルに掲示する。 

５ 入札書の提出場所等 

（１）入札書受付期間 

   令和６年８月20日（火）午前９時から令和６年８月26日（月）午後４時まで 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    期限までに入札金額等をシステムのファイルに記録する。 

  イ 紙媒体で提出する場合（システム未登録の者に限る） 

    ５（３）に定める機関に入札書（別添様式２）を期限までに提出する（必

着）。 

    なお、書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレターパックプラスによる

こと（持参不可）。 

（３）紙媒体による入札書を郵送する場合の宛先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局財務課予算・契約・出納担当 

     （電話番号）048-830-7038（直通） 

（４）開札の場所及び日時 

    ア 開札場所 

埼玉県職員会館２階 埼玉県企業局財務課執務室 

なお、開札への立会いは不要とする。 

  イ 開札日時 

    令和６年８月 27 日（火）午後２時 00 分 

６ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は見積もった契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額

に入札保証金の率（100 分の５以上）を乗じた額を納付するものとする。ただ



し、埼玉県公営企業財務規程（昭和 39 年埼玉県公営企業管理規程第５号、以

下「財務規程」という。）第 123 条第２項第１号又は第４号の規定に該当する

場合は免除する。詳細は、入札説明書による。 

    イ  契約保証金 

 契約の相手方は、契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額に契

約保証金の率（100 分の 10 以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、

財務規程第 110 条第２項第１号の規定に該当する場合は免除する。詳細は、

入札説明書による。 

（３）入札者に要求される事項 

   ア この一般競争入札に参加を希望する者は、確認申請書を令和６年８月５日

（月）午後４時までに提出し、競争入札参加資格の確認を受けなければなら

ない。 

    イ 入札者は、５「入札書の提出場所等」に従い、入札書を提出しなければな

らない。 

（４）入札の無効 

    次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札 

    イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札 

    ウ 財務規程第 127 条又は埼玉県公営企業の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規程（平成７年埼玉県公営企業管理規程第 13 号）第９条の規定

に該当する入札 

（５）契約書作成の要否 

   要 

（６）落札者の決定方法 

 財務規程第 124 条に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（７）手続における交渉の有無 

      無 

（８）競争入札参加資格の付与 

 ２（２）に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県所

定の競争入札参加資格申請受付システムで必要事項を登録した上、必要な書類

を添付して、下記の機関に提出すること。 

（郵便番号）330-9301 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 15 番１号 



    （機 関 名）埼玉県総務部入札審査課審査担当（物品） 

（電話番号）048-830-5775（直通） 

（９）支払条件 

 発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から 30 日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 

 (10) その他詳細は、入札説明書による。 

７   Summary 

 (１) Description and scheduled quantity of water chemicals to be purchased: 

    Ultra-high Basicity Polyaluminium Chloride, 1 water filtration plant,  

     total of 765 tons 

 (２) Delivery destinations: 

     Showa Water Filtration Plant 

（３）Delivery period: From October 1, 2024 to March 31, 2025 

(During this period, the quantity of chemicals that we ordered will be 

delivered to Showa water filtration plant.) 

（４）Deadline for submission of application forms and relevant documents 

for  bidding qualification:  

     16:00[+0900(JST)] on August 5, 2024 

（５）Deadline for bids: 

16:00[+0900(JST)] on August 26, 2024 

 (６) Note: 

   All procedures will be conducted in Japanese only. 

 (７) Other Information： 

     Details are specified in the “Bidding Instructions” (Japanese). 

(８) Contact information: 

Waterworks Management Division 

Public Enterprise Bureau 

Saitama Prefectural Government,  

Takasago 3-14-21, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken 330-0063  

Japan 

Telephone: 048-830-7094 (Japanese) 
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１ 調達内容 

（１）購入等件名及び予定数量（単価契約） 

   水道用高機能粉末活性炭（ウェット炭） 81 トン 

   （月間最大予定数量 21 トン） 

（２）購入物品の仕様等   

      入札説明書及び仕様書による。 

（３）契約期間 

     令和６年 10 月１日から令和７年３月 31 日まで 

（４）納入場所 

      埼玉県大久保浄水場 

（５）入札方法 

   本件入札は「埼玉県電子入札共同システム」（以下「システム」という。）

により行う。ただし、システムの利用者登録をしていない業者については、紙

媒体の入札書を郵送することによる入札も認める。 

   また、入札金額は乾燥重量１トン当たりの単価を記載すること。落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もっ

た契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２）令和６年度における埼玉県企業局物品の買入れ等の特定調達契約に係

る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格等に関する

告示（令和６年埼玉県公営企業告示第 10 号）に基づき、業種区分「物品の販

売」のＡ等級に格付された者で、営業品目が「大分類：工業用薬品、小分類：

活性炭」に登録された者であること。 

（３）公告日から落札決定までの期間に、企業局の契約に係る入札参加停止等の措

置要領に基づく入札参加停止等の措置を受けていない者であること。 

（４）公告日から落札決定までの期間に、埼玉県企業局の契約に係る暴力団排除措

置要綱に基づく入札参加除外等の措置を受けていない者であること。 

（５）購入物品について、仕様書の要求する事項を確実に履行できることを証明し

た者であること。 



３ 入札参加資格の確認 

    この入札に参加しようとする者は、次のとおり、一般競争入札参加資格確認申

請書（別添様式１－１）（以下「確認申請書」という。）を提出し、入札参加資

格の確認を受けなければならない。 

  また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、

速やかにそれに応じなければならない。 

  なお、提出する書類の押印については、複写を認めないので注意すること。 

（１）提出期限 

   令和６年８月５日（月）午後４時（必着） 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    システムから確認申請する。 

    また、その他必要書類を３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書

留又は簡易書留）及びレターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

    イ 紙媒体で提出する場合（ただし、システム未登録の者に限る） 

    ３（３）に定める機関に郵送（書留郵便（一般書留又は簡易書留）及びレ

ターパックプラス）で提出する（持参不可）。 

（３）確認申請書等の提出先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局水道管理課水質担当 

     （電話番号）048-830-7094（直通）  

   （メ ー ル）a7070-05@pref.saitama.lg.jp 

（４）入札説明書、仕様書、様式等の入手方法 

   入札情報公開システムからダウンロードして入手すること。ただし、ダウン

ロードできない場合は、３（３）に定める機関に連絡すること。 

（５）確認結果通知 

 確認結果の通知は、令和６年８月 19 日（月）までにシステム又は郵送によ

り行う。 

４  仕様書等に関する質問及び回答 

（１）提出先及び方法 

質問書（別添様式６）を３（３）に定める機関にシステム又は電子メールに

より提出する（持参不可）。電子メールを使用した場合は、電話で着信確認す

ること。 



（２）受付期限 

   令和６年７月 12 日（金）午後４時（必着） 

（３）質問に対する回答 

質問に対する回答は、令和６年７月 19 日（金）午後４時までに、入札情報

公開システムの本案件の発注図書ファイルに掲示する。 

５ 入札書の提出場所等 

（１）入札書受付期間 

   令和６年８月20日（火）午前９時から令和６年８月26日（月）午後４時まで 

（２）提出方法 

  ア システムで提出する場合 

    期限までに入札金額等をシステムのファイルに記録する。 

  イ 紙媒体で提出する場合（システム未登録の者に限る） 

    ５（３）に定める機関に入札書（別添様式２）を期限までに提出する（必

着）。 

    なお、書留郵便（一般書留又は簡易書留）又はレターパックプラスによる

こと（持参不可）。 

（３）紙媒体による入札書を郵送する場合の宛先 

   （郵便番号）330-0063 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14 番 21 号 

    （機 関 名）埼玉県企業局財務課予算・契約・出納担当 

     （電話番号）048-830-7038（直通） 

（４）開札の場所及び日時 

    ア 開札場所 

    埼玉県職員会館２階 埼玉県企業局財務課執務室 

    なお、開札への立会いは不要とする。 

  イ 開札日時 

    令和６年８月 27 日（火）午後２時 30 分 

６ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は見積もった契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額

に入札保証金の率（100 分の５以上）を乗じた額を納付するものとする。た



だし、埼玉県公営企業財務規程（昭和 39 年埼玉県公営企業管理規程第５号、

以下「財務規程」という。）第 123 条第２項第１号又は第４号の規定に該当

する場合は免除する。詳細は、入札説明書による。 

  イ  契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に１（１）に定める予定数量を乗じた金額に契

約保証金の率（100 分の 10 以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、

財務規程第 110 条第２項第１号の規定に該当する場合は免除する。詳細は、

入札説明書による。 

（３）入札者に要求される事項 

  ア この一般競争入札に参加を希望する者は、確認申請書を令和６年８月５日

（月）午後４時までに提出し、競争入札参加資格の確認を受けなければなら

ない。 

  イ 入札者は、５「入札書の提出場所等」に従い、入札書を提出しなければな

らない。 

（４）入札の無効 

   次に掲げる入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札 

    イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札 

    ウ 財務規程第 127 条又は埼玉県公営企業の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規程（平成７年埼玉県公営企業管理規程第 13 号）第９条の規

定に該当する入札 

（５）契約書作成の要否 

   要 

（６）落札者の決定方法 

   財務規程第 124 条に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（７）手続における交渉の有無 

   無 

（８）競争入札参加資格の付与 

   ２（２）に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望する者は、本県所

定の競争入札参加資格申請受付システムで必要事項を登録した上、必要な書類

を添付して、下記の機関に提出すること。 

（郵便番号）330-9301 

    （所 在 地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 15 番１号 



    （機 関 名）埼玉県総務部入札審査課審査担当（物品） 

（電話番号）048-830-5775（直通） 

（９）支払条件 

 発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から 30 日以内に当該代金

を受注者に支払うものとする。 

 (10) その他詳細は、入札説明書による。 

７   Summary 

（１）Description and scheduled quantity of water chemicals to be purchased: 

    High-Performance Wet Powdered Activated Carbon, 1 water filtration plant, 

total of 81 tons 

（２）Delivery destination: 

     Okubo Water Filtration Plant 

（３）Delivery period: From October 1, 2024 to March 31, 2025 

(During this period, the quantity of chemicals that we ordered will be 

delivered to Okubo water filtration plant.) 

（４）Deadline for submission of application forms and relevant documents for  

bidding qualification:  

     16:00[+0900(JST)] on August 5, 2024 

（５）Deadline for bids: 

16:00[+0900(JST)] on August 26, 2024 

（６）Note: 

   All procedures will be conducted in Japanese only. 

（７）Other Information: 

Details are specified in the “Bidding Instructions” (Japanese). 

（８）Contact information: 

Waterworks Management Division 

Public Enterprise Bureau 

Saitama Prefectural Government,  

Takasago 3-14-21, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken 330-0063  

Japan 

Telephone: 048-830-7094 (Japanese) 
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令和５年度財政的援助団体等監査結果の報告について 
 

 監査委員は、地方自治法（以下「法」という。）第199条第7項及び埼玉県監査基準（以下「基準」

という。）に基づき次のとおり監査を実施した。 

 監査の結果について、法第199条第9項及び基準第15条第1項に基づき報告する。 

 

１ 監査等の種類 

  財政的援助団体等監査（基準第３条第１項第４号） 

 

２ 監査の対象 

（１）対象事務 

   令和４年度における財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管理及びその他の事務の執行  

（２）対象団体 

 ア 出資団体     １１団体 

 イ 指定管理者    １７団体２５施設 

 ウ 補助金等交付団体 ３９団体 

（３）実施期間 

   令和５年９月４日～令和６年３月１８日 

 

３ 監査の着眼点 

（１）出資団体については、事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか、契約事務や会計 

  経理、財産管理等が適切に行われているかを主眼とし、費用対効果をはじめとする経営的な観点 

  にも留意する。 

（２）指定管理者については、公の施設の管理が、管理に当たっての協定や条件として定められた基 

  準などに従って適切に行われているか、契約事務や会計経理、財産管理等が適切に行われている 

  かなどを主眼とする。 

（３）補助金等交付団体については、県が財政的援助を行っている事業が、補助等の目的に沿って有 

  効かつ効率的に執行されているか、補助事業等に係る契約事務や会計経理、財産管理等が適切に 

  行われているかなどを主眼とする。 

 

     

４ 監査の実施内容 

  基準第８条に基づく実施計画を策定するとともに、同第９条ないし第13条の規定を踏まえて監査 

 を実施した。 

 

５ 監査の結果 

（１） 出資団体 

 

監査対象団体 埼玉高速鉄道株式会社 

所管部局 企画財政部 

監査実施日 
職員調査 令和５年 ９月 ７日 

委員監査 令和５年１０月 ５日 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資               ５８，９７６，０００，０００円   

 ・団体の基本財産等               １００，０００，０００円   

 ・県の出資割合                                  ４９．３％   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

 

 

 

 

 

 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県国際交流協会 

所管部局 県民生活部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１１月 ７日 

委員監査 令和６年 ２月１３日（書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                  ２００，０００，０００円   

 ・団体の基本財産等              ３２８，１６４，３７０円   

 ・県の出資割合                                  ６０．９％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公立大学法人埼玉県立大学 

所管部局 保健医療部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１２月１３日 

委員監査 令和５年１２月２６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資               ２４，５３４，２９８，８００円  

 ・団体の基本財産等           ２４，５３４，２９８，８００円  

 ・県の出資割合                                 １００．０％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 
地方独立行政法人埼玉県立病院機構（本部、埼玉県立循環器・呼吸器病センター、

埼玉県立小児医療センター） 

所管部局 保健医療部 

監査実施日 
職員調査 令和５年 ９月 ５日、１０月 ６日、１０月２６日 

委員監査 令和５年１０月 ６日、１２月 ７日 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資               １７，７８９，６３０，２８８円   

 ・団体の基本財産等            １７，７８９，６３０，２８８円   

 ・県の出資割合                                １００．０％   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県産業振興公社 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１１月 ９日 

委員監査 令和６年 ３月１５日（書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                      ５，０００，０００円   

 ・団体の基本財産等                  ５，０００，０００円   

 ・県の出資割合                                １００．０％   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

 

 

 

 

 

 

監査対象団体 公益社団法人埼玉県農林公社 

所管部局 農林部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１０月３１日 

委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                  ５１５，０００，０００円   

 ・団体の基本財産等               ９８１，４３７，０００円   

 ・県の出資割合                                 ５２．５％   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 埼玉県道路公社 

所管部局 県土整備部 

監査実施日 
職員調査 令和５年 ９月２９日 

委員監査 令和５年１２月 ８日 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                 １１，２１８，０００，０００円   

 ・団体の基本財産等           １２，０５８，０００，０００円   

 ・県の出資割合                                 ９３．０％   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 一般財団法人埼玉県河川公社 

所管部局 県土整備部 

監査実施日 
職員調査 令和６年 １月１１日 

委員監査 令和６年 ２月１３日（書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                   １８，０００，０００円   

 ・団体の基本財産等               ３５，０００，０００円   

 ・県の出資割合                                 ５１．４％   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 株式会社さいたまアリーナ 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１２月 ５日 

委員監査 令和６年 ２月２０日(書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                  １５０，０００，０００円   

 ・団体の基本財産等                ４９５，０００，０００円   

 ・県の出資割合                                  ３０．３％   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
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監査対象団体 埼玉県住宅供給公社 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１０月１９日 

委員監査 令和５年１２月 ８日 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                     ４０，０００，０００円   

 ・団体の基本財産等               ４０，０００，０００円   

 ・県の出資割合                                １００．０％   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県下水道公社 

所管部局 下水道局 

監査実施日 
職員調査 令和５年 ９月 ８日 

委員監査 令和５年１０月１７日 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                     ５５，０３０，０００円   

 ・団体の基本財産等              １１０，０６０，０００円   

 ・県の出資割合                                 ５０．０％   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 ＮＰＯ法人地域環境緑創造交流協会 

所管部局 県民生活部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１２月１２日 

委員監査 令和６年 ３月１５日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料 

 平和資料館                   ４４，０００，０００円  

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人いきいき埼玉 

所管部局 県民生活部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１１月３０日 

委員監査 令和６年 ２月１３日(書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料 

 県民活動総合センター             ３１２，３８１，０００円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県芸術文化振興財団 

所管部局 県民生活部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１１月 ２日 

委員監査 令和６年 ３月１５日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料        

 埼玉会館                   ２４６，６５６，０００円  

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 アクティオ株式会社 

所管部局 県民生活部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１２月 ８日 

委員監査 令和６年 ３月１９日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

 生活科学センター                ４５，２０４，８０４円  

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団 

所管部局 福祉部 

監査実施日 
職員調査 令和６年 １月２３日 

委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料 

 児童養護施設上里学園             ５０８，１３１，０００円  

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団 

所管部局 福祉部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１０月２４日 

委員監査 令和５年１２月１４日（書面）  

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料 

 児童養護施設おお里              ４４０，４８５，０００円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

 

 

 

 

 

監査対象団体 社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団 

所管部局 福祉部 

監査実施日 
職員調査 令和５年 ９月 ４日 

委員監査 令和５年１０月 ５日  

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料 

 児童養護施設いわつき             ３９８，１０８，０００円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 社会福祉法人恩賜財団済生会支部埼玉県済生会 

所管部局 福祉部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１２月１５日 

委員監査 令和６年 ２月２６日(書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料 

 精神保健福祉センター自立訓練施設           ２１，０１０，０００円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県産業文化センター 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１２月１９日 

委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

 産業文化センター                 １０５，８９７，５４０円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 株式会社さいたまアリーナ 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１２月 ５日 

委員監査 令和６年 ２月２０日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  さいたまスーパーアリーナ              ８５，４７１，２１０円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県公園緑地協会 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１１月 １日 

委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  熊谷スポーツ文化公園               ５４６，４４６，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

 

 

 

 

 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県公園緑地協会 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１１月１７日 

委員監査 令和５年１２月１４日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

 こども動物自然公園                 ５４９，１９６，５３０円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県公園緑地協会 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和５年 ９月２６日 

委員監査 令和５年１０月２７日 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  加須はなさき公園                  １４７，５７２，０００円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県公園緑地協会 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和６年 １月１９日 

委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  川越公園                      ８９，４８０，０００円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県公園緑地協会 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和６年 １月１６日 

委員監査 令和６年 ２月１６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  しらこばと公園                  １１０，０３３，０００円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 日本環境マネジメント株式会社 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和６年 １月１２日 

委員監査 令和６年 １月１９日(書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

 吉見総合運動公園                  ４６，１６０，０００円  

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

 

 

 

 

 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県生態系保護協会 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和６年 １月３０日 

委員監査 令和６年 ２月２２日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  荒川大麻生公園                    １６，８８２，０００円  

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 和光樹林公園パートナーズ 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１２月２０日 

委員監査 令和６年 １月 ９日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  和光樹林公園・新座緑道                ３１，９２２，０００円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 彩の森入間公園パートナーズ 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１１月１６日 

委員監査 令和５年１２月 ７日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  彩の森入間公園                    ３８，７６８，０００円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 特定非営利活動法人幸手権現堂桜堤保存会 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和６年 １月２５日 

委員監査 令和６年 ２月１３日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  権現堂公園                      ９１，３２５，０００円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 埼玉県住宅供給公社 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１０月１９日 

委員監査 令和５年１２月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  特別県営住宅                     ９４，６６７，７７３円   

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

 

 

 

 

（３）補助金等交付団体 

 

監査対象団体 学校法人自由の森学園 

所管部局 総務部、環境部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ３月 ７日 
委員監査 令和６年 ３月２５日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（自由の森学園中学校・高等学校） 
１ 私立学校（高等学校等）運営費補助金       ２５７，３６２，０００円 
２ 私立高等学校等父母負担軽減事業補助金       ２７，５８９，３３０円 
３ 民間事業者CO₂排出削減設備導入補助金（緊急対策枠） 
                            ２，３００，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

 

 

 

監査対象団体 埼玉県住宅供給公社 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 令和５年１０月１９日 

委員監査 令和５年１２月２６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  特定公共賃貸住宅                     １，６３２，４９１円 
監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 名栗フィールドパートナーズ 

所管部局 教育局 

監査実施日 
職員調査 令和５年１１月１０日 

委員監査 令和５年１２月１４日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  名栗げんきプラザ                    ９９，１１９，０００円 
監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 株式会社サンアメニティ 

所管部局 教育局 

監査実施日 
職員調査 令和５年１０月１１日 

委員監査 令和５年１１月２２日 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

  長瀞げんきプラザ                    ７５，２８２，０００円 
監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

監査対象団体 学校法人秋草学園 

所管部局 総務部、環境部、福祉部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月１６日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（秋草学園高等学校） 
１ 私立学校（高等学校等）運営費補助金      ２４９，２０７，７７２円 
２ 私立高等学校等父母負担軽減事業補助金      ６４，２３７，７８４円 
（秋草学園短期大学） 
１ 民間事業者CO₂排出削減設備導入補助金(緊急対策枠)    ６１０，０００円 
（秋草学園福祉教育専門学校） 
１ 私立学校（専修・各種学校）運営費補助金      ２，３２２，１００円 
２ 専門学校授業料等減免費補助金           ３，２７０，１００円 
３ 介護福祉士養成施設留学生日本語学習等支援事業補助金  １３０，１５２円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

監査対象団体 学校法人小松原学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月 ２日 

委員監査 令和６年 ２月２０日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（叡明高等学校、浦和麗明高等学校） 

１ 私立学校（高等学校等）運営費補助金        ５６５，０５０，０００円 
２ 私立高等学校等父母負担軽減事業補助金      ２３４，３８８，７５０円 
３ 私立高等学校等被災児童生徒授業料等減免事業補助金     ２８８，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 学校法人聖望学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月１９日 
委員監査 令和６年 ２月２６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（聖望学園中学校・高等学校） 

１ 私立学校（高等学校等）運営費補助金      ３５０，５１８，６０６円 

２ 私立高等学校等父母負担軽減事業補助金       ６３，９２２，５２０円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

監査対象団体 学校法人東京成徳学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 １月３１日 
委員監査 令和６年 ３月１３日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（東京成徳大学深谷中学校・高等学校） 

１ 私立学校（高等学校等）運営費補助金       ３７６，０８０，１７６円 

２ 私立高等学校等父母負担軽減事業補助金         ８５，２８９，５３０円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 



 

 

監査対象団体 学校法人三幸学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月２０日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（大宮こども専門学校、大宮医療秘書専門学校、大宮ビューティー＆ブライダル専門学校、大

宮スイーツ＆カフェ専門学校） 
１ 私立学校（専修・各種学校）運営費補助金      ３６，８７４，９００円 
２ 専門学校授業料等減免費補助金            １００，６８０，５００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

監査対象団体 学校法人所沢文化幼稚園 

所管部局 総務部、環境部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月１４日 
委員監査 令和６年 ２月２６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（所沢文化幼稚園、所沢第二文化幼稚園他２施設） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金        １０６，３９４，９００円 
２ 私立幼稚園等特別支援教育費補助金           ３９２，０００円 
３ 私立幼稚園等緊急環境整備費補助金（感染症対策）    ３９２，０００円 
４ みどりいっぱいの園庭・校庭維持管理補助金       １２０，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 学校法人ヨハネ学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ３月 １日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（白岡天使幼稚園、菁莪幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ８４，３７７，０００円 
２ 私立幼稚園等特別支援教育費補助金          ４，３１２，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

監査対象団体 学校法人平原学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月２１日 
委員監査 令和６年 ２月２６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（春日部成就院幼稚園、姫宮成就院幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ８１，０８４，０００円 
２ 私立幼稚園等特別支援教育費補助金         １４，８９６，０００円 
３ 私立幼稚園等緊急環境整備費補助金（感染症対策）   １，０００，０００円 
４ 私立幼稚園保育料軽減事業補助金（家計急変世帯に対する補助） 

                              １１５，３００円 
監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

 



 

 

監査対象団体 学校法人前島学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月 ８日 
委員監査 令和６年 ２月２６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（上尾寿幼稚園、上尾寿第二幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ７６，９８６，０００円 
２ 私立幼稚園等特別支援教育費補助金          １，９６０，０００円 
３ 私立幼稚園等緊急環境整備補助金（感染症対策）      ２２６，０００円 
４ 私立幼稚園ICT化支援補助金                ２２１，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

監査対象団体 学校法人植竹学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月２７日 
委員監査 令和６年 ３月１３日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（越谷わかば幼稚園、大袋わかば幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ７５，８２１，０００円 
２ 私立幼稚園等特別支援教育費補助金            ３９２，０００円 
３ 私立幼稚園等緊急環境整備費補助金（遊具等）    １，００５，０００円 
４ 私立幼稚園等緊急環境整備費補助金（感染症対策）  １，０００，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

監査対象団体 学校法人朝霞たちばな学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月 ７日 
委員監査 令和６年 ２月２６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（朝霞たちばな幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ７３，８４２，０００円 
２ 私立幼稚園等緊急環境整備補助金（感染症対策）       ３１，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 学校法人戸井田学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月２７日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（伊奈はなぞの幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ６３，２９６，０００円 
２ 私立幼稚園等緊急環境整備費補助事業（感染症対策）   ５００，０００円 
３ 私立幼稚園等緊急環境整備費補助事業（遊具等）     ６２８，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 



 

 

監査対象団体 学校法人古里学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 １月３０日 
委員監査 令和６年 ２月１６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（ふるさと幼稚園、大古里育ちの森幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ６０，８２１，０００円 
２ 私立幼稚園等特別支援教育費補助金          ４，３１２，０００円 
３ 私立幼稚園保育料軽減事業補助金（家計急変世帯に対する補助） 

                              １０，４００円 
監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

 

監査対象団体 学校法人藤原学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月２２日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（藤原白百合幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ５９，４７１，０００円 
２ 私立幼稚園等特別支援教育費補助金          １，５６８，０００円 
３ 私立幼稚園等緊急環境整備費補助事業（感染症対策）    ３７２，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 学校法人むさしの学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月１３日 
委員監査 令和６年 ２月２０日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（やなぎ幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ５７，３２１，０００円 
２ 私立幼稚園等特別支援教育費補助金          ２，３５２，０００円 
３ 私立幼稚園等緊急環境対策費（感染症対策）        ２１０，０００円 
４ 私立幼稚園ICT化支援補助金                ２０５，０００円 
５ 私立幼稚園等緊急環境整備補助金（遊具等）         ７５，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

監査対象団体 学校法人美濃部学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月１３日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（みのべ幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ５７，１５５，０００円 
２ 私立幼稚園等緊急環境整備費補助金（感染症対策）     ５００，０００円 
３ 私立幼稚園保育料軽減事業補助金（家計急変世帯に対する補助金） 

                               １５，６００円 
監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

 

監査対象団体 学校法人並木学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月 ５日 
委員監査 令和６年 ２月２０日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（なみきの幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金           ５６，７６４，０００円 
２ 私立幼稚園等緊急環境整備補助金（感染症対策）       ６８０，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 学校法人深井学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ３月 ５日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（明和幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ５４，３３３，０００円 
２ こどもの安心・安全対策支援事業費補助金         ８７４，０００円 
３ 私立幼稚園等緊急環境整備補助金(感染症対策）      ２５２，０００円 
４ 私立幼稚園保育料軽減事業補助金（家計費急変世帯に対する補助） 

                              １３，２００円 
監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

 

監査対象団体 学校法人松沢学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ３月 ６日 
委員監査 令和６年 ３月１５日（書面） 

財政的援助等

の内容 
（松沢幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ５３，５５９，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 



 

 

 

監査対象団体 学校法人朝霞学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月２１日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（菩提樹の森幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ５２，３２３，０００円 
２ 私立幼稚園等特別支援教育費補助金           ２，３５２，０００円 
３ 私立幼稚園等緊急環境整備費補助事業（感染症対策）   ２１８，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 学校法人若山学園 

所管部局 総務部、福祉部 

監査実施日 職員調査 令和６年 １月２５日 
委員監査 令和６年 ３月１５日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（森の詩幼稚園、緑の詩保育園） 

１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ５２，１８２，０００円 

２ 私立幼稚園等特別支援教育費補助金          １，５６８，０００円 

３ 私立幼稚園緊急環境整備費補助金（感染症対策）      ５００，０００円 

４ 私立幼稚園ＩＣＴ化支援事業補助金            ７００，０００円 

５ 私立幼稚園保育料軽減事業補助金（家計費急変世帯に対する補助） 

                               ４７，７６０円 

６ 社会福祉施設キャリアアップ事業補助金           ４０，０００円 

７ 私立幼稚園等緊急環境整備費補助金（遊具等）       ６２８，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 学校法人上松学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月 ８日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（カオル幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ５１，２３９，０００円 
２ 私立幼稚園緊急環境整備費補助金（感染症対策）      ４４６，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

監査対象団体 学校法人上尾田中学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月 ６日 
委員監査 令和６年 ２月２０日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（みやした幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ５１，１４５，０００円 
２ 私立幼稚園等特別支援教育費補助金          ６，２７２，０００円 
３ こどもの安心・安全対策支援事業費補助金         ５２５，０００円 
４ 私立幼稚園緊急環境整備費補助金（感染症）        １６９，０００円 
５ 私立幼稚園緊急環境整備費補助金（遊具等）        １１４，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 学校法人鴻巣佐藤学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月 １日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（鴻巣幼稚園） 
１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金          ５０，２０９，０００円 
２ 私立幼稚園緊急環境整備費補助金（感染症対策）      ４６４，０００円 
３ 私立幼稚園保育料軽減事業補助金（家計費急変世帯に対する補助） 

                               ４９，９２０円 
監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

 

監査対象団体 社会福祉法人久喜同仁会 

所管部局 福祉部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ３月 ８日 
委員監査 令和６年 ３月１５日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（ケアハウス鶴寿の里他８施設） 
１ 軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金           

                            ３５，７６４，３８４円 
２ 新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス 
 提供体制確保事業補助金                １，２１８，０００円 
３ 高齢者施設等職員の頻回検査実施事業費補助金     ３，５３２，０００円 
４ 高齢者施設等光熱費等高騰対策支援事業補助金     ４，６３５，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

 

 

 

 

 



 

 

監査対象団体 社会福祉法人武蔵野福祉会 

所管部局 福祉部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月１５日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（ケアハウスエコーの丘他５施設） 
１ 軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金 
                           ３１，６６９，５１２円 
２ 介護職員処遇改善支援補助事業             ２，０５６，２１８円 
３ 高齢者施設等光熱費等高騰対策支援事業補助金      １，６０３，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 社会福祉法人朋映会 

所管部局 福祉部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ３月 ４日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（春日部勝彩園） 
１ 軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金           

                           ３２，０３５，８２３円 
２ 訪問系介護事業所における安全確保対策推進事業補助金     ２５，０００円 
３ 新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス 
 提供体制確保事業補助金                ９，６０２，０００円 
４ 介護職員処遇改善支援補助事業費補助金         ２，２２８，５３７円 
５ 高齢者施設等光熱費等高騰対策支援事業補助金      ２，００４，０００円 
６ 介護ロボット普及促進事業費等補助金           ６５１，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 社会福祉法人隆信会 

所管部局 福祉部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月 ６日 
委員監査 令和６年 ２月１６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（新座ライフ） 
１ 軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金 
                            ３９，６３７，０００円 
２ 介護職員処遇改善支援補助事業費補助金           ５６７，５３０円 
３ 高齢者施設等光熱費等高騰対策支援事業補助金      １，７７３，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

監査対象団体 メディカル・ケア・サービス株式会社 

所管部局 福祉部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月２６日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（愛の家グループホーム和光中央他５９事業所） 
１ 地域密着型サービス等整備助成事業費等補助金    ７８，４３０，０００円 
２ 新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス 
 提供体制確保事業補助金               ４，１１１，０００円 
３ 介護職員処遇改善支援補助事業費補助金       ５５，４０３，８１６円 
４ 高齢者施設等光熱費等高騰対策支援事業補助金     ９，６５７，０００円 
５ 介護ロボット普及促進事業費等補助金          ２，４３０，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 株式会社ＳＯＹＯＫＡＺＥ 

所管部局 福祉部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月２９日 
委員監査 令和６年 ３月１５日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（行田ケアセンターそよ風他３０４事業所） 
１ 新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス 
 提供体制確保事業補助金              ５０，７１４，０００円 
２ 介護職員処遇改善支援補助事業費補助金       ７６，１６６，１９１円 
３ 高齢者施設等光熱費等高騰対策支援事業補助金    ２６，４８０，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 株式会社日本医科学研究所 

所管部局 保健医療部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ３月１１日 
委員監査 令和６年 ３月２５日（書面） 

財政的援助等

の内容 
（日本医科学研究所） 
１ ＰＣＲ検査等無料化事業補助金          １２１，３７０，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 株式会社ケアプラス 

所管部局 保健医療部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ３月１２日 
委員監査 令和６年 ３月２５日（書面） 

財政的援助等

の内容 
（ちゃの花薬局） 
１ ＰＣＲ検査等無料化事業補助金           ２４，１８６，６１０円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

 

監査対象団体 株式会社かくの木 

所管部局 保健医療部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ３月１４日 
委員監査 令和６年 ３月２５日（書面） 

財政的援助等

の内容 
（かくの木薬局） 
１ ＰＣＲ検査等無料化事業補助金           １４，３９５，８１９円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

監査対象団体 ＢＦＣ株式会社 

所管部局 保健医療部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ３月１８日 
委員監査 令和６年 ３月２９日（書面） 

財政的援助等

の内容 
（ふれあい薬局岩槻店） 
１ ＰＣＲ検査等無料化事業補助金           ６８，１９５，９２８円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

監査対象団体 東松山市商工会 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月１５日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 
１ 小規模事業経営支援事業費補助金           ４２，９４１，７１８円 
２ 中小企業経営力向上事業費補助金                    ８８０，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

監査対象団体 飯能商工会議所 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月１９日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 
１ 小規模事業経営支援事業費補助金           ３９，６４９，７７８円 
２ 中小企業経営力向上事業費補助金                     ４０８，３２０円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 

 

監査対象団体 鶴ヶ島市商工会 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 職員調査 令和６年 １月２９日 
委員監査 令和６年 ３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 
１ 小規模事業経営支援事業費補助金           ３３，４７４，５１１円 
２ 中小企業経営力向上事業費補助金                     ２０４，７８０円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
 



 

 

 

監査対象団体 ヤマト運輸株式会社 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 職員調査 令和６年 ２月 ９日 
委員監査 令和６年 ３月 ５日（書面） 

財政的援助等

の内容 １ 埼玉県トラック運送事業燃料価格高騰支援金      ７０，８２０，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 
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令和５年度第４回定期監査結果の報告について 

 

 監査委員は、地方自治法（以下「法」という。）第 199 条第１項、第２項及び第４項

並びに埼玉県監査基準（以下「基準」という。）に基づき次のとおり監査を実施した。 

 監査の結果について、法第 199 条第９項及び基準第 15 条第１項に基づき報告する。 

 

１ 監査等の種類 

  定期監査（基準第３条第１項第１号） 

 

２ 監査の対象 

（１）対象事務 

   令和４年度、令和５年度における財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管

理及びその他の事務の執行 

（２）対象機関 

   地域機関 140 機関（別紙「監査対象機関」のとおり） 

（３）実施期間 

   令和５年 11 月 16 日～令和６年１月 31 日 

 

３ 監査の着眼点 

・ 財務に関する事務の執行の監査は、当該事務の執行が適正で経済的、効率的で効

果的かどうかを主眼とする。 

・ 経営に係る事業の管理の監査は、当該事務に係る財務に関する事務の執行のほか、

会計経理の処理が合理的かつ能率的に行われているかどうかを 

 主眼とする。 

・ 監査対象機関の事務の執行等についての監査は、法令等に従って適正処理されて

いるかという観点に加えて、費用対効果に配慮したものとなって 

 いるか、所期の成果を上げているかなど、経済性、効率性、有効性の観点を主眼と

する。 

 

４ 監査の実施内容 

 基準第８条に基づく実施計画を策定するとともに、同第９条ないし第 13 条の規定

を踏まえて監査を実施した。 

 

５ 監査結果 

 今回報告分の財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管理及びその他の事務の

執行は、監査を実施した範囲において、おおむね適正であることを確認した。 

 なお、個別の事務事業に関して是正又は改善が必要と認められる事項は次のとおり

である。 

 

（１）指摘事項 なし 

 

＜参考：指摘事項＞ 

  事務事業の執行等が次の各号のいずれかに該当すると認められるもの 



  ア 事務事業の執行等に重大な誤りがあったため、当該事業の是正又は改善が必要

と認められるもの 

  イ 事務事業の執行等において、その効果が極めて不十分なため抜本的な改善が必

要と認められるもの 

 

（２）注意事項 なし 

 

＜参考：注意事項＞ 

  事務事業の執行等が次の各号のいずれかに該当すると認められるもの 

  ア 事務事業の執行等に誤りがあったため、当該事務の是正又は改善が必要と認め

られるもの 

  イ 事務事業の執行等において、その効果が不十分なため一層の改善、工夫が必要

と認められるもの 

 

  



別紙 

所管部局 監 査 対 象 機 関 

企画財政部 南西部地域振興センター、県央地域振興センター、西部地域振興セン

ター 

総務部 さいたま県税事務所、川口県税事務所、所沢県税事務所、東松山県税

事務所、越谷県税事務所、自動車税事務所、自動車税事務所大宮支所、

自動車税事務所熊谷支所、自動車税事務所所沢支所、自動車税事務所

春日部支所 

環境部 西部環境管理事務所、東松山環境管理事務所 

福祉部 発達障害総合支援センター、精神保健福祉センター、南児童相談所、

所沢児童相談所、埼玉学園 

保健医療部 朝霞保健所、草加保健所、食肉衛生検査センター、食肉衛生検査セン

ター北部支所 

産業労働部 中央高等技術専門校、川口高等技術専門校 

農林部 秩父農林振興センター、中央家畜保健衛生所、川越家畜保健衛生所、

秩父高原牧場、茶業研究所 

県土整備部 総合技術センター 

都市整備部 川越建築安全センター 

教育委員会 南部教育事務所、西部教育事務所、嵐山史跡の博物館、文書館、伊奈

学園中学校、上尾鷹の台高等学校、上尾橘高等学校、上尾南高等学校、

朝霞高等学校、朝霞西高等学校、いずみ高等学校、伊奈学園総合高等

学校、浦和高等学校、浦和北高等学校、浦和工業高等学校、浦和商業

高等学校、浦和第一女子高等学校、浦和西高等学校、浦和東高等学校、

大宮高等学校、大宮工業高等学校、大宮中央高等学校（通・定）、大

宮東高等学校、桶川西高等学校、越生高等学校、川口高等学校、川口

工業高等学校、川口東高等学校、川越工業高等学校、川越西高等学校、

川越初雁高等学校、北本高等学校、芸術総合高等学校、越ケ谷高等学

校、越谷西高等学校、越谷東高等学校、越谷南高等学校、坂戸西高等

学校、狭山工業高等学校、志木高等学校、草加高等学校、草加西高等

学校、草加東高等学校、草加南高等学校、常盤高等学校、所沢北高等

学校、所沢商業高等学校、所沢中央高等学校、所沢西高等学校、戸田

翔陽高等学校、滑川総合高等学校、南稜高等学校、新座高等学校、新

座総合技術高等学校、新座柳瀬高等学校、蓮田松韻高等学校、鳩山高

等学校、松伏高等学校、松山高等学校、松山女子高等学校、三郷高等

学校、三郷北高等学校、三郷工業技術高等学校、八潮高等学校、八潮

南高等学校、吉川美南高等学校、与野高等学校、和光高等学校、蕨高

等学校、上尾かしの木特別支援学校、浦和特別支援学校、大宮北特別

支援学校、大宮北特別支援学校さいたま西分校、特別支援学校大宮ろ

う学園、川口特別支援学校、川口特別支援学校鳩ケ谷分校、けやき特

別支援学校、けやき特別支援学校伊奈分校、越谷特別支援学校、越谷

西特別支援学校、越谷西特別支援学校松伏分校、特別支援学校さいた

ま桜高等学園、特別支援学校坂戸ろう学園、草加かがやき特別支援学



 
 

校、草加かがやき特別支援学校草加分校、所沢特別支援学校、所沢お

おぞら特別支援学校、戸田かけはし高等特別支援学校、蓮田特別支援

学校、東松山特別支援学校、東松山特別支援学校嵐山学園分校、和光

南特別支援学校 

警察本部 警察学校、浦和警察署、浦和西警察署、大宮警察署、大宮東警察署、

大宮西警察署、川口警察署、朝霞警察署、新座警察署、上尾警察署、

東入間警察署、西入間警察署、小川警察署、越谷警察署、吉川警察署 



告

示 

埼
玉
県
監
査
委
員
告
示
第
八
号 

 
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
百
九
十
九
条
第
十
四
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
埼
玉
県
知
事
、
埼
玉
県
教
育
委
員
会
教
育
長
及
び
埼
玉
県
公
安
委
員
会
委
員
長
か
ら
監
査
の

結
果
に
よ
り
措
置
を
講
じ
た
旨
の
通
知
が
あ
っ
た
の
で
、
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。 

 
 

令
和
六
年
六
月
二
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
監
査
委
員 

間 

嶋 

順 

一 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
監
査
委
員 

小
笠
原 

薫 

子 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
監
査
委
員 

立 

石 

泰 

広 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
監
査
委
員 

日
下
部 

伸 

三 



１  監査の結果「指摘」とした事項 

対 象 機 関 

監査結果の公表年月

日（県報の号数） 
監 査 の 結 果 講 じ た 措 置 

教育委員会 和光特別支

援学校 

令和6年3月5日 

（第495号） 

日額の会計年度任用職員（調理補助員）の報酬について、少なくと

も令和４年度内に22日間にわたり勤務実態のない休日を支給対象と

して支出していたことは、著しく不適切であった。令和３年度以前も

含め、同様の取扱による過支給額を確認の上、速やかに戻入処理すべ

きである。 

また、報酬の支給に当たり、チェック体制や職員に対する管理監督

等が不十分であり、不適正な事務の管理執行体制となっていた。 

 過支給額を確認した結果、令和２年度から令和４年度に過支給があり、

その合計額は 474,235円であった。令和６年２月８日に調定し、令和６年

２月17日までにすべて戻入された。 

 再発防止のため、事務職員全員に監査結果及び経緯等を周知するととも

に、次の取組により適正な事務処理を図ることとした。 

１ 報酬支給事務に関する正確な知識を習得するため、所属の出納員（事

務長）が事務職員全員に対し会計年度任用職員の取扱要綱及び運用通知

を用いて研修を行い、適正な執行を徹底した。 

２ 勤務条件通知書の勤務時間等を記載する欄に、給食実施計画で予定さ

れた日及び臨時で給食を実施する日のみを勤務の日とすることを明記し

て、日額報酬の支給対象日を明確にすることとした。 

３ 報酬の支給決定に当たっては、要綱、運用及び手引きを必ず確認した

上で行うこととした。 

４ 給与管理システムに勤務実績を入力する前、支給明細配信時、及び毎

月の自己検査の際に、支給対象日及び支給金額に誤りがないことを複数

の職員で確認することとした。 

 

 

 

 

 

 



２  監査の結果「注意」とした事項 

対 象 機 関 

監査結果の公表年月

日（県報の号数） 
監 査 の 結 果 講 じ た 措 置 

県土整備部 飯能県土整

備事務所 

令和6年3月5日 

（第495号） 

令和４年度及び令和５年度の「産廃処理業務委託（単価契約）（役

務費）」において、契約書に記載していない種類の産業廃棄物の処理

を委託していたことは廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令に照

らし不適切であった。 

 

 再発防止のため、事務職員全員に監査結果及び経緯等を周知するととも

に、次の取組により適正な事務処理を図ることとした。 

１ 道路上の落下物等を回収した場合において分別を徹底した。 

２ 県から「産業廃棄物収集・運搬業者」（受注者）への引渡しにおいて、

契約していない種類の産業廃棄物が含まれてないか再度契約書 

 との整合性を確認することとした。 

３ 廃棄物処分発注書に契約で取扱う産廃種別を明記した。 

県土整備部 総合治水事

務所 

令和6年3月5日 

（第495号） 

令和５年度に締結した「河川維持修繕工事（新方川樋管昇降階段移

設工）603」について、契約金額が50万円以上にもかかわらず、請書

その他これに類する書類を相手方から徴取していなかったのは不適切

であった。 

 再発防止のため、事務職員全員に監査結果及び経緯等を周知するととも

に、次の取組により適正な事務処理を図ることとした。 

１ 所内職員全員を対象に請書等の徴取について財務研修を実施した。 

２ 応急修繕工事等の発注時の起案理由に請書徴取の必要の有無について

記載することとした。 

３ 支出負担行為兼支出命令時に確認する財務チェックシートの中に請書

についての項目を追記した。 

教育委員会 さきたま史跡

の博物館 

令和6年3月5日 

（第495号） 

令和５年度分の園地管理業務委託（１～８工区）、刈草処分業務委

託、園地管理業務委託（樹木剪定）の計10件の契約について、予定

価格調書を封書していなかったことは不適切な事務処理であった。 

 再発防止のため、監査結果及び経緯を所属内の全職員に周知するととも

に、次の取組により事務処理の適正化を図ることとした。 

１ 出納総務課の財務研修資料及び入札課の入札事務担当者研修資料を基

に、事務職員全員が自主研修を実施し、契約事務に関する理解を深める

ことにより、適正な事務処理の執行を徹底した。 

２ 館長が作成・封入した予定価格調書について、封入と金庫への保管を

必ず複数職員で確認することや、財務に関するチェックシート（契約編）

にその旨を追加し、執行伺の時点で確認することとした。 



教育委員会 上尾高等学

校 

令和6年3月5日 

（第495号） 

検定等に係る行政財産使用許可に伴う管理費（電気料）について、

夏季や冬季に使用した際、冷暖房設備の使用料を徴収していないこと

から、徴収額が過少となったことは不適切であった。 

また、使用許可に当たり、冷暖房の使用を確認していなかったこと

は不適切であった。 

 徴収額が過少となっていた令和４年度、５年度分の12件について、正規

の管理費との差額を追加請求し、全額納付された。 

 再発防止のため、事務職員全員に監査結果及び経緯等を周知するととも

に、次の取組により適正な事務処理を図ることとした。 

１ 行政財産使用許可の管理費算出に関して、改めて事務職員全員が使用

許可関係のマニュアルを精読することにより、正確な知識の習得に努め

た。 

２ 空調設備の設置された場所に係る使用料算定を行う際は、冷暖房の使

用の有無を使用者に必ず確認することとした。 

３ 行政財産使用許可手続きの際には起案・決裁文書に冷暖房使用の有無

を明確にし、「行政財産使用料算定チェックシート」を活用し、複数の職

員で管理費算出が適正に行われているか確認を徹底することとした。 

４ 毎月行う自己検査の項目に冷暖房使用の有無を確認する項目を追加し、

複数の職員がチェックすることで、漏れや誤りがないか確認を徹底する

こととした。 

教育委員会 川越特別支

援学校 

令和6年3月5日 

（第495号） 

令和５年度の都市ガス受給契約に係る一般競争入札について不落と

なったが、予定価格を変更しないまま応札者から提出された当初入札

額と同額の見積書をもって契約を締結したことにより、結果として契

約額が予定価格を超過したことは不適切であった。 

 再発防止のため、事務職員全員に監査結果及び経緯等を周知するととも

に、次の取組により適正な事務処理を図ることとした。 

１ 適切な契約事務執行を習得するため、出納総務課の財務研修（契約編）

テキストを用いて所属の出納員（事務部長）が事務職員全員に対し契約

事務及び入札についての研修を実施した。 

２ 入札事務（都市ガス）において、注意すべき事項を記載したマニュア

ルを作成し、担当者の入札事務執行時の確認を徹底することとした。 

３ 落札者決定時のチェック項目一覧を作成し、執行担当者及び立会担当

者の両名でのチェックを徹底することとした。 



警察本部 飯能警察署 令和6年3月5日 

（第495号） 

令和５年度に締結した「非常用発電設備修繕」について、契約金額

が50万円以上にもかかわらず、請書その他これに類する書類を相手

方から徴取していなかったのは不適切であった。 

 再発防止のため、事務職員全員に監査結果及び経緯等を周知するととも

に、次の取組により適正な事務処理を図ることとした。  

１  契約書の作成を要しない場合も執行伺に「契約事務チェックリスト」

を添付して複数の経理員で確認するとともに、自己検査のチェックリス

トに請書を徴すべき要件等を追記して再確認するなどチェック体制を強

化した。  

２  会計課員を対象とした署内講習を実施し、経理員チェックの重要性の

理解を深めるとともに、契約手続に関する知識の向上を図った。 
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令和５年度特定事務監査（テーマ監査）結果の報告について 

 

 監査委員は、地方自治法（以下「法」という。）第 199条第１項及び第２項、埼玉県監査基準（以

下「基準」という。）に基づき次のとおり監査を実施した。 

 監査の結果について、法第 199条第９項及び第 10項並びに基準第 15条第１項及び第２項に基づき

報告する。 

 

１ 監査等の種類 

  特定事務監査（基準第３条第１項第２号） 

 

２ 特定事務（テーマ）の設定 

  新型コロナウイルス感染拡大防止策について ～ウイズコロナが求められる中で、これまでの検

証や今後を見据えた取組～ 

 （設定理由） 

   新型コロナウイルス感染症は、令和２年２月に埼玉県内で初めて陽性者が確認されて以降、令

和４年８月５日には一日当たりの新規陽性者数が最多の 13,991人となるなど、令和５年５月８

日に感染症法上の位置づけが２類相当から５類へ変更されるまで、８回にわたり大きな感染の

波があった。  

   埼玉県では各方面の関係機関や関係者との連携、県民や事業者の協力の下、様々な対策を全力

で取り組んでおり、令和４年度の埼玉県一般会計歳出予算においても約 3,400億円超を計上し

ている。その一方、関係予算の主な財源となる国の交付金を対象とした会計検査院による検査

が全国で実施されており、令和５年１１月７日に公表された「令和４年度決算検査報告」では、

交付金の対象とならない経費を含めていたものや補助上限額を超えて交付金が交付されていた

ものなど、新型コロナウイルス感染症対策交付金を対象とした不当事項が複数報告されている。 

   そこで、本監査においては、これまでの定期監査や令和５年度財政的援助団体監査とも連動さ

せながら、新型コロナウイルス感染拡大防止策をテーマとする。 

 

３ 監査の対象 

（１）対象事務 

   本テーマに係る多岐多種にわたる埼玉県の対策のうち、事業規模等を考慮し、次の令和４年度

の事務の執行等の一部を対象事務として実施する。 

   ア 検査・医療提供体制の確保・強化 

    ① PCR検査等無料化事業 

    ② 不安を抱える妊婦等への分娩前ウイルス検査 

   イ 感染者のフォローアップ体制や軽症者等の療養体制の確保 

    ① 軽症者等の宿泊施設の確保 

    ② 自宅療養者支援センターの運営 

   ウ 福祉施設における感染拡大防止対策 

    ① クラスター対策 COVMAT 



    ② アドバイザリーボード 

    ③ オンライン感染管理支援 e MAT 

    ④ 高齢者施設リリーフナース事業 

    ⑤ 高齢者施設等に対する新型コロナウイルス感染症対策に係る施設整備及び事業継続の補

助事業（県単分） 

 

（２）対象機関 

   本庁４機関   

 

 

 

 

（３）実施期間 

   令和５年１２月１４日～令和６年２月１日 

 

４ 監査の着眼点 

（１）着眼点 

  監査対象機関における対象事務の執行等についての監査は、県の単独事業を中心に、以下の

項目について、法令等に従って適正に処理されているか、費用対効果に配慮したものとなって

いるか、あるいは所期の成果を上げているかなど、経済性、効率性、有効性に加え、合規性、

正確性の観点に着眼して実施する。 

   ① 契約や補助金交付は適正に行われているか 

   ② 目的に照らし実施効果は確保されているか 

 

（２）確認事項 

  （１）の着眼点に基づき、下表のとおり、確認事項を整理し監査を行った。 

所管部局 監 査 対 象 機 関 

福祉部  高齢者福祉課、少子政策課 

保健医療部 感染症対策課、健康長寿課 

着眼点 主な確認事項 

契約や補助金交付は適正に行われてい

るか 

・契約に係る一連の手続きは適正か 

・随意契約による場合、法令等に照らし適正か 

・契約に係る実施時期や実施範囲は適正か 

・補助金交付に係る一連の手続きは適正か 

・補助金交付の制度設計は適切、妥当なものとなって

いるか 

・補助金交付に係る実施時期や実施範囲は適正か 

・支払遅延が生じていないか 

目的に照らし実施効果は確保されてい

るか 

・契約の履行状況・履行確認は適切か 

・契約の履行により実施効果は所期の目的を充足して

いるか 

・補助金の交付により所期の目的に沿った実施効果は

得られているか 



 

 

 

 

 

５ 監査の実施内容 

基準第９条ないし第 13条の規定を踏まえ、次のとおり監査を実施した。  

 

 

 

 

 

６ 監査結果 

 今回報告分の財務に関する事務の執行、その他の事務の執行は、監査を実施した範囲において、

おおむね適正であることを確認した。 

 なお、個別の事務事業に関して、是正又は改善が必要と認められる事項及び監査結果の報告に

添える意見については、次のとおりである。 

 

（１）指摘事項 なし 

 

＜参考：指摘事項＞ 

  事務事業の執行等が次の各号のいずれかに該当すると認められるもの 

  ア 事務事業の執行等に重大な誤りがあったため、当該事業の是正又は改善が必要と認められる

もの 

  イ 事務事業の執行等において、その効果が極めて不十分なため抜本的な改善が必要と認められ

るもの 

 

（２）注意事項 なし 

 

＜参考：注意事項＞ 

  事務事業の執行等が次の各号のいずれかに該当すると認められるもの 

  ア 事務事業の執行等に誤りがあったため、当該事務の是正又は改善が必要と認められるもの 

  イ 事務事業の執行等において、その効果が不十分なため一層の改善、工夫が必要と認められる

もの 

 

（３）監査結果の報告に添える意見 ３件（４機関） 

・対策に係る関係機関との役割分担は適切か 

・所期の目的に照らし対策の実施効果は十分得られて

いるか 

区分 実施時期 実施手法 

職員予備監査 令和５年12月20日～令和６年１月31日 書面 

委員監査 令和６年２月１日 実地 

番号 部局 機関 意 見 内 容 

１ 

保健医療部 

 

感染症対策課 【緊急時における迅速な発注業務】 

 新型コロナウイルス感染拡大防止策においては、第一に

県民の生命や生活を守ることを使命とした様々な対策や業

務の遂行を余儀なくされた。その中で緊急時に必要となる



業務委託や賃貸借、備品等の購入などの発注業務において

は、迅速性が強く求められるところである。 

 例えば、宿泊療養施設の確保における県内のホテル等の

借上げや自宅療養者への支援に係る備品購入など、県民の

不安を少しでも早く払拭することを念頭に、必要に応じた

発注業務を適時・的確に実施しなければならない。 

 これらの発注業務は、過去に例のない県民の生命や生活

を守るという高い緊急性における迅速な対応として適切な

ものであった。 

２ 

福祉部 

保健医療部 

 

高齢者福祉課 

感染症対策課 

 

【継続的な関係機関との連携の確保】 

 新型コロナウイルス感染症は、令和元年１２月に中国の

武漢市で第１例目の感染者が報告されてから、世界各地で

感染が拡大し、埼玉県でも様々な分野にわたり拡大防止策

を講じてきた。その対策は、県の行政機関のみでは到底対

応できるものではなく、県民や医療機関をはじめ、事業者

や各種団体、国や市町村など多くの機関の協力を必要とす

るものであった。 

 本県では対策を進める上で、特に重症化リスクの高い高

齢者等への対策などに力を注ぎ、その中で、福祉施設にお

ける感染拡大対策ではクラスター対策チーム COVMAT、オ

ンライン感染管理支援 e MATなどの対策を医療機関や関係

団体等と綿密に連携しながら感染の拡大に努め、大きく貢

献されている。 

 今後、新型コロナウイルス感染症のような事態が再び起

こりうる可能性があることを想定すると、様々な機関や団

体等とともにワンチームで取り組むことが重要であること

から、平時における確認など、継続的な連携の確保に努め

ていただきたい。 



 

７ 他監査等の状況 

  新型コロナウイルス感染拡大防止策は、本監査の対象機関のほか、知事部局、企業局、下水道局、

各種行政委員会、教育委員会及び警察本部の全機関においても取り組んでおり、定期監査等を通じ

て実施状況を確認している。 

 

（１）定期監査 

   本監査の対象機関を含む全部局を対象として毎年度実施している定期監査において、各対象機

関における新型コロナウイルス感染症対策に係る財務に関する事務の執行及びその他の事務の執

行が適切に行われているか確認したところ、不適正な事項は認められなかった。 

  なお、各年度の監査結果については、それぞれ年４回に分けて公表している。 

 

（２）決算審査 

   令和４年度埼玉県歳入歳出決算（一般会計）審査において、新型コロナウイルス感染症対策を

含む対象年度における決算計数に誤りはないか、収入及び支出の事務は適正に行われたかなどを

確認している。 

   この審査結果の意見として、「収入未済額の縮減について」を留意又は改善を要する事項の一

つに挙げており、一般会計における諸収入の収入未済額が増加している主な要因として、新型コ

ロナウイルス感染症対策に係る「埼玉県感染防止対策協力金」の返還金の未収金によるものとし

て、以下の意見を付して、令和５年９月１４日に公表している。 

  （留意又は改善を要する事項の抜粋） 

   収入未済額の増加のうち主なものは、一般会計では諸収入１億 9,954万円増であり、主に埼玉

県感染防止対策協力金の返還金の未収金によるものである。納入義務者の経済状況を正確に把握

３ 

福祉部 

保健医療部 

高齢者福祉課 

少子政策課 

感染症対策課 

健康長寿課 

【得られた知見と経験、検証結果の引継ぎ】 

 令和５年５月８日、新型コロナウイルス感染症は感染症

法上の位置付けが２類相当から５類に変更されたものの、

いまだ収束には至っていない。 

 県では、５類への変更を一区切りとして、令和５年 12

月に「新型コロナウイルス感染症対策～埼玉県の取組～」

により、得られた知見や経験を取りまとめており、未知な

るウイルスに対し、また、状況が次々と変化していく中で、

医療・福祉関係者や県民、事業者の方々の多大な協力の下、

県庁がワンチームとなって、知恵を絞り、感染防止に全力

で取り組んできたことが伺える。 

 本書でも触れているとおり、今後、同様な事態が再度発

生する可能性は否定できない。この経験や検証結果を風化

させずにしっかりと引き継ぎ、今後とも県民の生命を守り、

生活を全力で支えていただきたい。 



し、確実に返還を求める必要がある。また、コロナ禍において緊急に大量の件数を迅速に処理す

る必要があったことは認めるが、後日返還を求める事態になったことを踏まえると、同様な事態

の発生に備えて審査体制の在り方など、改善点を共有すべきである。 

 

（３）財政的援助団体監査 

   「PCR等検査無料化事業」について、全国的に補助金の不正受給発覚による交付決定の取り消

しや交付額の返還が複数発生していることを踏まえ、令和５年度の財政的援助団体監査において、

令和４年度に実施した「PCR 等検査無料化事業補助金」の受給団体を対象に、PCR等検査無料受

検者（約 150万人）の受検データを解析し、受検行動（回数及び頻度）が他と著しく異なるもの

を抽出して当該者に係る補助金を受給した法人等を選定して監査を実施したところ、不適正な事

項は認められなかった。この監査を通じて得られた解析データや対象法人等については、本監査

の対象機関である感染症対策課に適宜情報提供している。 

   なお、感染症対策課においては、補助金の交付申請書や実績報告を分析し、令和５年３月に不

正に補助金を受給した１者に登録取り消しを行うほか、令和６年３月にも３者に対し交付決定の

取り消しを行っている。 
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